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iii

序

　本報告書は、平成 21 ～ 23 年度の 3 年間にわたって実施した特別研究「全球水資源モデルとの
統合を目的とした水需要モデル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適用」の研究成果
を取りまとめたものです。
　発展途上国での人口増加や経済成長にともなって、今後、水利用が世界的に増加していくこと
が予想されています。その一方で、地球温暖化によって気温や水温が上昇し、また降水が変化す
ることで、水資源に悪影響が及ぶことも懸念されています。日本は水の豊かな国である一方で、
生産時に多くの水を使う農畜産物を大量に輸入しており、海外の水事情とも無縁ではありません。
このように、世界各地の水不足の問題は、私たちが取り組むべき重要な課題の一つになっていま
す。
　上記の問題に取り組むためには、まず、世界の水利用がどう変化していくかを見通すこと、地
球温暖化が世界の水循環や食料生産に及ぼす影響を評価すること、水不足を解決するための方法
とその効果を検討することが重要です。そのために、自然の水循環と人間の水利用を統合的に扱
うことのできる全球水資源モデルの開発は重要な研究課題となっています。国立環境研究所はこ
れまで東京大学などと全球水資源モデル H08 を共同開発してきました。また、CO2 排出などの
環境負荷を考慮した経済モデルの開発や、計量経済学的手法を使った消費者行動についてのモデ
リングの分野で大きな成果を上げてきました。本研究課題は、これらを融合することで、（ 1 ）
社会や経済の要素から工業用水、生活用水を推定するモデルの開発、（ 2 ）世界の水資源の偏在
の緩和に役立つ農作物貿易を推定するモデルの開発と分析、（ 3 ）より効率的な水利用を促進す
るための政策分析、（ 4 ）統合的な 21 世紀の世界の水資源評価に取り組みました。
　今後、開発したモデルを使って、「どのようにして、水不足の問題を克服していけば良いのか」
を明らかにしてくれることを願っています。
　国際的にも、国内的にも解決しなければならない環境問題が山積しています。持続可能な社会
の実現に向けて、今後このような研究が一層進展し、日本あるいは国際的なの環境政策を支える
知見を提供できる研究活動となることを期待しています。
　本研究を進めるにあたり、研究所内外の多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここ
に深く感謝いたします。

　　平成 24 年 12 月

独立行政法人　国立環境研究所　　　　　　　 

理事長　大　垣　眞一郎　 
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1．1　研究の背景と目的

　地球温暖化が世界の水や食料に及ぼす影響を評価した

り、人間と自然の水利用の競合を全球規模で評価したり

するために、自然の水循環と人間の水利用を統合的に扱

うことのできる全球水資源モデルは不可欠なツールであ

る。国立環境研究所が東京大学などと共同開発している

全球水資源モデル H08 は、世界で最初に貯水池操作サ

ブモデルを実装したこと1）、それまで独立したモデルと

して扱われていた自然水循環・作物成長・環境用水モデ

ルを一つに統合したこと2）、季節性を考慮した水資源評

価指標を考案したこと3）、など世界的にも先導的な役割

を果たしているモデルである。

　H08 はこれまで自然の水循環（降水・蒸発・流出）、

および世界の取水量の 7 割を占める農業用水の推計に力

点を置いて開発が行われてきたため、工業用水と生活用

水のサブモデルは未開発であった。工業用水と生活用水

が世界の取水量に占める割合はそれぞれ 2 割と 1 割であ

るが、今後、経済成長に伴って、急速に増加すると考え

られており、これらのサブモデルの開発が課題となって

いる。従来、工業用水と生活用水の将来予測には人口や

GDP を説明変数とする単純な回帰モデルが提案されて

きたが、産業構造やインフラの整備状況が考慮されてお

らず、急速な経済発展を遂げる途上国の長期将来推計へ

の適用には問題がある事が示された4）。そこで、地域・

産業部門別の活動量を推計できる応用一般均衡モデルの

入出力を利用した新しい工業用水需要予測モデル、およ

び、安全な水・衛生設備の技術別普及率に基づく生活用

水需要予測モデルの開発を行う。これらのモデルを利用

し、IPCC 第 5 次評価報告書の社会経済人口シナリオに

整合的な 21 世紀中の家庭・工業用水の国別の推計を行

う。

　さらに、国際貿易を通じた水需要への影響や国際河川

の管理に関連した国家間の水資源の配分も、水資源問題

を検討する上で、無視できない要因となっている。H08

は、食料貿易を通じて仮想的に輸出入される水資源であ

る「バーチャルウォーター（VW）貿易」の推計に利用

されてきている5）。この研究では VW 原単位（単位重量

の農畜産物を生産するために必要な水の量）を国別に推

計できる H08 の特徴を利用し、日本の農畜産物の輸入

統計に VW 原単位を掛けることにより、貿易を通じて

日本の水資源が仮想的にどれだけ増加して（節約されて）

いるかが議論された。ここで、この解析を世界に拡大す

るとともに、国際貿易モデルを開発することで、将来社

会シナリオ（GDP、人口、貿易の自由化など）が農畜

産物貿易（VW 貿易）の変化を通して、世界の水資源逼

迫に及ぼす影響を評価する。

　これらのモデルを全球水資源モデル H08 に組み入れ

ることで、H08 の拡張と世界の水資源評価の高度化を行

うことを目的とする。

1．2　研究の構成と概要

　本研究の成果は大きく 4 つに分類できる。

　第 1 に、上記の研究計画に従って、将来の世界の水資

源評価を実施した。まず、将来の世界の水利用の推計に

必要なドライビングフォースである人口や GDP などか

らなる社会経済シナリオを開発した（2.1 節）。次に、工

業用水と生活用水の需要推定モデルを新規に開発し、全

球水資源モデル H08に追加した（2.2節）。そして、農業・

工業・生活用水取水量の将来変化を考慮した将来の世界

の水資源評価を実施した（2.3 節）。

　第 2 に、新しいデータを利用した革新的な生活・工業

用水の需要推定モデルの開発を行った。これまでの生

活・工業用水需要推定モデルは、主にデータの制約から、

過去の国別の取水量を人口や GDP、発電量など国別の

社会経済情報で回帰する統計モデルが多かった。そこ

で、まず、新しく公開された水道アクセス率などのデー

タと計量経済学の手法を利用したモデルを開発した（2.4

節）。また、家庭内の水利用を用途別に積み上げて生活

用水需要を推定するモデルをアジア 5 か国を対象として

開発した（2.5 節）。そして、近年得られるようになった

産業別の工業用水取水量情報を利用して、産業別に水需

要量を積み上げるモデルを開発した（2.6 節）。これらの

モデルはプロジェクト期間内に H08 に実装するには至

らなかったが、将来的に導入すべく、引き続き研究を続

けていく予定である。

　第 3 に、数理モデルを利用したバーチャルウォーター

貿易の解釈を行った。これまでのバーチャルウォーター

貿易の研究は、その定量化に重点が置かれており、なぜ

1　研究の目的と経緯
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そのような貿易構造になるのか説明するに至っていな

かった。そこで、まず、計量経済学で頻繁に用いられる

重力モデルを利用し、経済成長や気候条件がバーチャル

ウォーター貿易に及ぼす影響を分析した（2.7 節）。また、

グラフ理論の一つである複雑ネットワーク理論を利用

し、ネットワークとしてのバーチャルウォーター貿易を

分析した（2.8 節）。これらの研究は、バーチャルウォー

ター貿易のモデル化や将来推計、政策分析へとつながる

と期待される。

　第 4 に、分野横断的な水資源管理に関する研究を進め

た。これまでの研究は表層水水文学に基づく研究が多

く、それ以外の視点は乏しかった。そこで、まず、応用

一般均衡モデルを利用して、渇水時の効率的な水資源配

分に関する分析を行った（2.9 節）。次に、フィールド調

査と地下水シミュレーション技術を利用し、世界の代表

的な水逼迫地域である中国黄河流域を対象に、地下水需

要データの構築を行った（2.10 節）。水問題の多様性を

捉えるため、こうした分野横断的な取り組みは不可欠で

ある。

1．3　本研究で得られた成果の概要

■成果 1　将来の世界の水資源評価

　世界を対象とした応用一般均衡モデル AIM/CGE を

利用することで、人口や GDP などの水利用に関するド

ライビングフォースを整合的に示した。IPCC の新シナ

リオをベースとしており、温暖化影響・適応評価や緩和

策との親和性が高いのが特徴である（2.1 節）。

　次に、全球水資源モデル H08 にこれまでなかった工

業用水と生活用水の需要推定モデルを開発した。開発さ

れた工業・生活用水モデルは比較的単純な回帰モデルで

あるが、先進国・発展途上国ともに、過去の取水量の時

間変化をよく捉えられることを確認した。また、産業構

造変化や効率改善を表現する 1 つのパラメータを持ち、

これを設定することにより、社会経済シナリオに合わせ

た水利用を表現することができる。このモデルと、2.1

節で提供されたドライビングフォースを利用して生活・

工業用水の需要を推定したところ、超長期の推計におい

ても、全ての社会経済シナリオについて安定した推計結

果を得ることができた。従来モデルで散見された GDP

が著しく上昇する途上国において非現実的なほどまで水

需要が大きく推定される問題も回避された（2.2 節）。

　さらに、開発した新しい社会経済シナリオ（2.1 節）

と拡張した全球水資源モデル H08（2.2 節）を利用して、

統合的な全球水循環と水利用に関するシミュレーション

を行った。21 世紀中の温暖化による気候変化のシナリ

オには、最新の第 5 期結合モデル相互比較実験によるも

のを利用した。この結果を利用し、21 世紀中の社会経

済と気候の変化に対して発生する水逼迫の強度や地域の

分析を行った。人口・社会経済の変化による水需要の伸

びは大きいと推定され、水ストレスを示す指標に対する

効果は気候変化のそれよりも大きいことが示された。い

ずれの組み合わせにおいても、水逼迫は 20 世紀末より

増加することが示され、水利用の抑制、温暖化進行の防

止、水利用率の向上の必要性が示唆された（2.3 節）。

■成果 2　新しい生活用水推定モデルの開発

　従来の生活用水予測モデルは、人口や GDP を説明変

数とした回帰モデルが一般的である。しかし、生活用水

は、水・衛生設備へのアクセスと強く関係すると考えら

れる。そこで、3 つのモジュール（①水道へのアクセス

率、②水道にアクセスできる人々の 1 人あたり国別水

需要量、③水道施設維持の大きな問題点である漏水量）

からなるモデルを構築した。パラメータ推計は 5 カ年

77 ヶ国のパネルデータを利用し、計量経済学的手法で

実施した。このモデルを利用して分析を行った結果、（a）

水道アクセス率は、都市人口と 1 人当たり実質 GDP が

増加するほど上昇すること、（b）水道水需要は、① 1 人

あたり実質 GDP が増加するほど大きくなるがその効果

は徐々に逓減し、②人口密度の増加によって 1 人あたり

需要量も増加するが、非線形の関係にあり、③一世帯あ

たりの構成人員数が多いほど水使用量が節約される効果

があること、（c）漏水量は、① 1 人あたり実質 GDP が

増加するほど低下するが、GDP 増加による漏水率低下

の効果は、GDP が増加するほど小さくなり、②都市人

口比率が上昇するほど漏水率は低下し、③識字率が上昇

するほど、漏水率は低下すること、が示された。この新

しいモデルを用いることにより、将来の経済発展や人口

増加に伴う将来の水道アクセス率の変化と、水道利用下

における将来の水需要量を国別に推計することによっ

て、将来の生活用水需要を推定することが可能である

（2.4 節）。

　これと並行して、より詳細な生活用水の需要モデル開

発を目的として、世帯構造や機器普及率を考慮した家庭

における使途別水使用量を推計する手法の開発に取り組
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んだ。本手法は家庭生活からの環境負荷発生量を推計す

る家計生産・ライフスタイルモデル（HPLM）の家庭に

おける水使用量推計サブモジュールの拡張である。本手

法をアジア 5 ヶ国に適用し、2005 年および 2050 年まで

の水使用量を推計した。2005 年の使途別水使用量につ

いては、他調査結果と比較しておおむね良好な推計結果

が得て、日本、中国、インド、ベトナム、韓国の 1 人

1 日あたり水使用量がそれぞれ 228、98、59、89、179L

であることが分かった。また、都市化の進展と世帯人員

数の変化、水使用機器普及率の変化を考慮した 2050 年

までの水使用量推計の結果、途上国では 1 人 1 日あたり

水使用量が増加し、2005 年と比較して 30 ％から 50 ％

程度の増加が予想された。また、人口増加による影響も

考慮するとインドでは 2005 年と比較して約 130 ％もの

水使用量の増加が予想された。一方、先進国である日本

や韓国では節水機器の導入も進み、1 人あたり水使用量

は減少することが予想された。特に日本では人口減少も

進むため、国全体として 2005 年と比較して 70 ％程度の

水使用となることが推計された。この研究を発展させる

ことにより、家庭レベルのより詳細な水利用の分析が可

能になると期待される（2.5 節）。

　既存研究の工業用水の将来シナリオの推計方法は部門

が 1 つに集約されており、産業内構造変化、それぞれの

産業における技術進歩の見積もり方は、単純化されてき

た。本研究では可能な限り国別の水需要統計を部門単位

（金属、化学、電力といった）で収集し、それらを部門

別で回帰分析にかけることで、過去の水技術進歩を推計

するとともに産業用水の現状を部門別で推計する手法を

適用する。そして、その水利用の現状に関する情報、将

来の産業部門別の生産量と将来の水利用技術のシナリオ

を基に産業用水の将来シナリオを試算した。将来シナリ

オには SSPs（Shared Socioeconomic Pathways）を基に

作成した。その結果 21 世紀後半においてはこれまでの

研究よりも全体として低めの推計となった。また、21

世紀前半は中国の増加が世界全体の増加に大きく寄与し

ていた（2.6 節）。

■成果 3　数理モデルを利用したバーチャルウォーター

の解釈

　主要な農作物である小麦、米、トウモロコシを対象

に、重力モデルを二国間の相対貿易に適用し、二国間相

対輸出モデルを構築し、パネルデータを用いてパラメー

タ推計をし、実質 GDP や気候条件がこれらの相対貿易

に与える影響を分析した。得られた主要な結論は、①輸

出国及び輸入国の実質 GDP の増加は、輸出量を増加さ

せる。特に、米に比べて、小麦とトウモロコシの輸出に

対する影響が大きい。②輸出国の気温上昇は、小麦の輸

出を減少させるが、米とトウモロコシの輸出を増加させ

る。③輸入国の気温上昇は、小麦、米、トウモロコシの

輸出（輸入国にとっての輸入）を減らす。④②と③の

結果、世界全体で気温が 3 ℃上昇した場合、小麦では、

8.91 ％輸出が減少し、米では、1.1 ％輸出が増加し、ト

ウモロコシでは、0.15 ％輸出が減少する。⑤輸出国の

降水量増加は、いずれの作物の輸出も減少させる（特

に、小麦に対する影響が大きい）。輸入国の降水量の増

加は、小麦の輸出（輸入国にとっての輸入）を減少させ

るが、米とトウモロコシの輸出を増加させる。⑥この結

果、世界全体で 10 ％の降水量増加（97mm/ 年）によ

る輸出への影響は、小麦の場合、2.25 ％輸出減、米の場

合、0.84 ％輸出増、トウモロコシの場合、3.15 ％の輸出

増となる（2.7 節）。

　次に、複雑ネットワーク理論を利用してバーチャル

ウォーター貿易を分析した。H08 を利用することで時系

列情報を含むバーチャルウォーター貿易量データベース

を構築し、複雑ネットワーク理論を利用してネットワー

クの特性を分析し、さらにネットワークをモデル化する

ことで、構造の要因分析を行った（2.8 節）。

■成果 4　分野横断的な水資源管理に関する研究

　分野横断的な水資源管理に対する取り組みの 1 つとし

て、まず経済学の立場から渇水時の水資源配分のあり方

について分析を行った。水資源の効率的な利用を促進す

るための手段として、水資源の市場取引（水取引）が提

案されている。将来、気候変動により渇水の頻度が増加

すると予想されることから、渇水時における効率的な水

資源の利用は重要な課題であり、日本国内でも市場メカ

ニズムに基づいた水資源配分に関心が向けられ始めてい

る。本研究では、日本を 9 地域に分割した多地域応用一

般均衡モデルの開発を行い、ある地域で渇水が起こった

場合の域内の経済影響と、周辺地域への波及的経済影響

を分析し、水取引を実施することで渇水による経済的影

響をどの程度緩和できるかを定量的に評価した。関東で

5 ％の取水制限を行うことを想定し、農業用水、都市用

水といった用途（部門）の間で水取引を行う場合と行わ
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ない場合のシナリオのシミュレーション分析を行ってい

る。その結果、以下のような結論を得ている。

（a）部門ごとに水取引を認めないケースでは、水資源

の限界便益は部門間で大きく異なり、部門ごとに

渇水リスクの格差が存在することがわかった。と

くに農業部門と製造業部門の水資源の限界便益の

差が大きく、農業部門は潜在的な水資源の売り手、

他は買い手となる。

（b）部門を超えた水取引を行うことで、渇水の影響は全

体として緩和される。関東地域で 5 ％の取水制限を

行う際に、部門間で水が融通されないことの社会

的費用は、関東地域の地域 GDP で見ると、0.015％

ポイントとなった。これは、約 32 億円に相当する

額である。

（c）渇水が起こった場合、生産額あたりの非市場水取水

原単位（m3 ／円）の大きい部門を中心に影響を受

けるが、必ずしも原単位の大きい順に大きな影響

を受けるわけではない。これは、他の地域との競

争の度合いが、部門ごとに異なるためである。

　将来、温暖化が進み、渇水が頻発するようになれば、

部門間で水をスムーズに融通し、各地域・各部門の渇水

リスクを分散するニーズが高まっていくと考えられる。

日本におけるより効率的な水資源配分を可能とするため

の制度の設計に、本研究のようなモデル研究が貢献する

ことが期待される（2.9 節）。

　最後に、中国の黄河流域において、大西ら（2006）6）

の推計した水資源需給構造と、Ichinose et al.（2009）7）

の推計した地下水利用構造とを地域別に直接比較するこ

とにより、データが存在せず実態把握の困難であった当

該流域における地表水の利用構造を描き出すことを試み

た。黄河流域に大部分が含まれる 35 の地級行政単位を

抽出し、立地の近接性と水資源需給構造の形態的類似性

（共通する特徴）に着目してそれらを 12 の小流域に分類

した。一般に上流域では地表水に依存し、農業での利用

割合が低いため、地下水利用の季節変動性は小さい。一

方、中流域から下流域では地下水への依存の度合いが高

くなり、農業での利用割合が高くなるため、地下水利用

の季節変動性は大きくなる。とりわけ、その傾向は黄土

高原において顕著である。また、最下流域では再び地表

水に依存している。さらに地下水利用構造の類似性にも

かかわらず、小流域の中でも地表水を含めた水資源の需

給構造に多様性が見られる地域がある。とりわけ中流域

では、大河川へのアクセスの状況に応じて多様性が顕著

である。昨今、世界的に化石水の利用による地球環境影

響が注目されており、黄河流域はその最も典型的な地域

といえる（2.10 節）。
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2．1．1　研究の背景

　本特別研究では、主として水資源の利用や逼迫につい

て将来の気候変動や社会経済活動の変化による影響を評

価することを目的としている。こうした分析において、

将来の社会経済活動の様々な可能性を検討することは重

要であり、これまでにも IPCC（2000）1）で示されてい

る SRES や IPCC（2001, 2007）2, 3）の統合報告書、UNEP

（2002）4）の GEO3 等で定量的、定性的に取り組まれて

きた。特に、IPCC 第 5 次評価報告書にむけて作業が進

められている新しいシナリオ開発では、社会経済活動と

温室効果ガス排出量を推計する統合評価モデル（IAM）

と、将来の気候変化を推計する気候モデル（CM）、気

候変動による影響を推計する影響モデル（IAV）の 3 つ

のグループが連携して整合的なシナリオ作成に向けて取

り組んでいる（図 2-1-1）。

　本節では、本特別研究用にとりまとめた GDP や人口、

その他の関連指標からなる社会経済シナリオを提示す

る。また、こうした社会経済シナリオは常に更新され、

新たなシナリオ作成が行われている。そこで、今後、こ

うした研究を行う場合の参考となるように、IPCC 第 5

次評価報告書に向けて現在作業が進められているシナリ

オ作成の過程を、本特別研究で定量化した将来シナリオ

とともに説明する。

2．1．2　新シナリオ作成過程と RCPs、SSPs

　IPCC（2000）1）では、SRES と呼ばれる社会経済シ

ナリオと排出シナリオが定量的、定性的に示された。

SRES では、将来の社会経済活動が、（A）経済優先か（B）

環境と経済の調和か、（1）グローバル化が進展するか、（2）

地域のブロック化が進むかという 2 つの軸で描写されて

いる。SRES とそれに続く IPCC 第 3 次、第 4 次評価報

告書で代表されるこれまでのシナリオ作成では、社会経

済活動を記述したシナリオを作成し、それに対応した温

室効果ガス排出シナリオを定量化し、これをもとに、気

候モデルを用いて将来の気候変動を予測し、温暖化に

よる影響を分析するという過程を経てきた（Sequential 

approach）。しかしながら、こうした方法では、社会経

済シナリオの作成から影響シナリオの作成までにかなり

の時間を要することが指摘されてきた。

　そこで、新しいシナリオ開発においては、図 2-1-1

に示すように、はじめに排出シナリオである RCPs

（Representative Concentration Pathways） が 作 成 さ

れ、これをもとに気候モデルが将来の気候変動が予測

される。こうした作業と並行して、SSPs（Shared Socio-

economic Pathways）と呼ばれる将来の社会経済活動が

定量化される。最終的に将来の社会経済活動と気候変動

を統合する形で影響シナリオを作成する方法（parallel 

process）がとられている6）。

　はじめに推計された RCPs では、国立環境研究所の

AIM を中心とするグループ（Masui et al.（2011））7）のほ

かに、米国Pacific Northwest National Laboratory（PNNL）

の GCAM（Thomson et al.（2011））8）、 オ ー ス ト リ

ア International Institute for Applied Systems Analysis

（IIASA）の MESSAGE（Riahi et al.（2011））9）、オラン

ダ PBL Netherlands Environmental Assessment Agency 

の IMAGE（van Vurren et al.（2011a））10）の各モデルが、

将来の放射強制力を 2.6、4.5、6.0、8.5W/m2 に安定化

するための温室効果ガス排出経路や 0.5 度メッシュでの

排出の空間分布、土地利用変化を詳細に定量化してきた

（van Vuuren et al.（2011b））11）。これらの詳細なデータ

は、IIASA のサイト（http://www.iiasa.ac.at/web-apps/

tnt/RcpDb/dsd?Action=htmlpage&page=about）からダ

2　研究の成果
2．1　将来の水利用推計のための社会経済シナリオ

図 2-1-1  IPCC 第 5 次評価報告書に向けたシナリオ
作成過程と 4 つのシナリオ（排出、社会経
済、気候変動、影響）の関係（O＇Neill and 
Schweizer（2011）5）より）
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ウンロード可能である。図 2-1-2 は RCPs での AIM を

中心としたグループによる分析のフローを示している。

図 2-1-3 に RCPs の温室効果ガス排出経路と放射強制力

を示す。

　RCPs では、前述の 4 つの IAM がそれぞれ独自に想

定した社会経済シナリオをもとに排出経路が推計されて

おり、単に「放射強制力に対する排出経路を示す」だけ

のものであった。気候モデルでは、RCPs をもとに将来

の気候変動のシミュレーションが行われているが、それ

と並行して、IAM では共通の社会経済シナリオである

SSPs の作成が着手されている。SSPs では、将来の社会

経済活動を再現するシナリオとして、図 2-1-4 に示すよ

うな緩和策、適応策への社会経済の挑戦の大きさによっ

て 5 つの姿が描かれる予定である。なお、SSPs で示さ

れる社会経済の姿は、温暖化対策をとらない成り行き社

会の姿であり、これに、RCPs の各排出経路を実現する

政策手段と併せて提示される予定である。また、SSPs

の作業と並行して、AgMIP（The Agricultural Model 

Intercomparison and Improvement Project） や ISI-MIP

（Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project）

といった各分野を対象としたモデル比較研究も行われて

いる1。

1 AgMIP に つ い て は http://www.agmip.org/、ISI-MIP に
つ い て は http://www.pik-potsdam.de/research/climate 
-impacts-and-vulnerabilities/projects/Externally_RD2/isi-
mip を、それぞれ参照のこと。

 

図 2-1-2　RCP における AIM を中心とした分析のフロー

図 2-1-3　RCPs の放射強制力 (a) と温室効果ガス排出量（b）の推移



─ 6 ─ ─ 7 ─

2．1．3  将来シナリオ作成のためのドライビングフォー

ス作成作業

　前節で示したように、IPCC 次期評価報告書に向けた

社会経済シナリオは作成段階にある。そこで、本研究

における全球水資源評価（2.2 節・2.3 節）では、2011

年 11 月時点の社会経済シナリオを利用することにした。

以下では、項目ごとにそれらの数値をとりまとめる。

　表 2-1-1 に本データの世界モデルの地域区分の定義

を示す。以下では、これらの地域ごとに社会経済シナ

リオの各項目について数値を示す。なお、各データは、

RCPs で AIM を中心としたチームが提供したモデルで

はなく、Fujimori et al.（2012）12）で示されている応用一

般均衡モデルを用いて計算されたものであり、一般に

も公開されている 2。ドライビングフォースとして取り上

げる項目は、人口（表 2-1-2）、GDP（表 2-1-3）、GDP

に占める一次産業の比率（表 2-1-4）、電力需要量（表

2-1-5）であり、いずれも温室効果ガス削減を行わない

成り行きケースの結果を示したものである 3。

2．1．4　まとめと今後の課題

　本研究では、IPCC 次期評価報告書の作成過程におけ

る社会経済シナリオの位置づけ、作成方法を説明すると

ともに、本特別研究で共通に使用する GDP や人口等の

ドライビングフォースの値を明示した。こうしたシナリ

2 2011 年 11 月 15 日版のデータであり、最新データは
aimdata@nies.go.jpに登録することでダウンロードできる。
なお、ダウンロード可能なデータは、本節で示したデー
タのほか、一次エネルギー供給、GHG 排出量、電源別発
電電力量、部門別付加価値額である。

3 本節では、紙面の都合上、10 年ごとのデータを示してい
るが、前述のダウンロード可能なデータは、2005 年から
1 年ごとのデータが示されている。

オ研究は、常に前提となる統計情報や将来推計のもとと

なるモデルが更新されており、継続的な改訂作業が必要

となる。また、社会経済活動の将来予測の 1 つの特徴と

して、きわめて広範囲な要素の検討が必要であるが、各

要素がもつ不確実性の幅はきわめて大きく、今後も本節

で示したようなシナリオを通じて多様な社会を記述する

ことが求められる。シナリオの用途を踏まえて、新しい

知見をいかに組み入れて将来シナリオを作成するかとと

もに、更新された数値にいかに迅速に対応できるかとい

うことが求められる。

　また、これまでに作成したシナリオの検証作業につい

てはあまり試みられてはいないが、今後の将来シナリオ

を検討する上で、検証作業は重要な要素になると考えら

れる。将来を正確に予測することは不可能であるが、取

り上げた要素が適切であったか、定量化の手法に改善の

余地がないか、定性的なストーリーは定量化と整合的で

あったかなど、検証作業を通じて、将来シナリオをより

意味のあるものにしていくことが、温暖化研究のような

長期分析には必要になると考えている。
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(Adaptation challenges dominate)

図 2-1-4　SSPs で描写される 5 つのシナリオ

表 2-1-1　ドライビングフォースにおける地域区分
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表 2-1-2　人口（単位：1000 人）
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表 2-1-3　GDP（単位：2005 年価格 100 万ドル）
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表 2-1-4　 GDP に占める一次産業の比率（単位：％）
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表 2-1-5　電力需要（単位：ktoe）
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2．2．1　全体における位置付け

　本研究プロジェクトの 1 つの目的として、地球温暖化

による水資源への影響を地球規模で予測し、有効な適応

策を立てていくための科学的知見を提供することがあ

る。将来の水資源への温暖化影響を予測する上で、将来

の水利用シナリオを適切に設定することは重要である。

本稿では、2.3 節で論じる全球水資源モデル H081）によ

る全球温暖化影響評価における、農業用水、工業用水、

生活用水の将来シナリオについて示す。

　本研究プロジェクトにおいて工業用水モデルと生活用

水モデルの開発が行われ、それぞれ 2.6 節、2.4 ～ 5 節

で紹介されている。2.6 節の工業用水モデルは応用一般

均衡モデルから推計される産業別の活動量を利用した先

進的なものであるが、先進国のみでパラメータ同定が行

われたため、途上国への適用時の妥当性に課題を残して

いる。2.4 ～ 5 節の生活用水モデルは高度な計量経済学

的手法を使った先進的なものだが、長期のモデル適用時

の結果の安定性に課題を残している。例えば、現在の発

展途上国が将来に大きな経済成長を遂げるシナリオを与

えたとき、推計される生活用水量が非現実的なほどに高

くなってしまう問題がある（肱岡靖明、私信）。本研究

プロジェクトにおいて、先進性は中程度であるものの、

さまざまなシナリオに対し、現実的な範囲内の推計結果

を出す工業用水・生活用水モデルも開発しており、本節

ではこれらのモデルとその結果について紹介する。

2．2．2　既存の研究

　水利用は農業、工業、生活用水に大別される。それぞ

れについて、これまでどのように全球規模の将来推計が

行われてきたかについてまとめる。

2．2．2．1　農業用水

　農業用水は世界全体の取水量の約 7 割を占める。2000

年頃までに実施された研究では、過去の農業用水の変動

を人口や GDP 等で回帰してモデルを構築し、将来の農

業用水の推計を行っていた2）。その後、Döll and Siebert

（2000, 2002）3, 4）によって、灌漑農地の土壌水分量の不足

からグリッド別に農業用水を推計するプロセスベースの

手法が確立し、以降主流となっている。

　Döll and Siebert（2000, 2002）3, 4）の手法とは次のよう

なものである。正味の灌漑需要 Inet［kg s－ 1］を次のよう

に求める。

 （1）

ここで、Epot は可能蒸発散量［kg m－ 2 s－ 1］、Peff は有効

降雨量［kg m－ 2 s－ 1］、Ahvs,c は c 期作目の収穫面積［m2］

である。Ahvs,c には次のような関係がある。

 （2）

ここで、Airg は灌漑設備のある農地面積（以下灌漑面積）

［m2］、i は耕作強度［－］、つまり 1 年間に何回作付を

行うかである。例えば、i が 1 の場合、1 年間の総収穫

面積と灌漑面積が同じ、つまり全ての灌漑面積で年 1 回

収穫が行われることを示す。Döll and Siebert（2002）4）

によると、世界で i は 0.8 ～ 1.5 の値を取る。灌漑取水

量 Igross は以下のように示される。

 （3）

ここで、e は灌漑効率である。灌漑取水量は農業用水の

ほとんどを占めるため、本稿ではこれを農業用水とみな

す。

　前段落をまとめると、Döll and Siebert（2000, 2002）3, 4） 

の手法を採る場合、Epot, Peff, Airg, i, e の 5 つのデータが必

要であり、将来推計を行うにあたってもこれらが必要と

なる。Epot と Peff については基本的に気象要素があれば

推定可能である。これに対し、Airg, i, e は各国の農業政

策や人口、食料価格、食料需要などと密接に関わってお

り、シナリオとして用意しておくことが必要である。

　Döll（2002）5） は Döll and Siebert（2000, 2002）3, 4） の

手法を利用し、温暖化による将来の世界の農業用水の

推定を行った。ただし、気象要素のみを考慮して Epot と

Peff の将来推計は行ったものの、Airg, i, e は現状で固定し

ていた。Alcamo et al.（2003）6）は 1995 年を基準年と

して 2025 年の水資源評価を実施し、Airg のみ 30 年間に

1.5 ％増加、灌漑効率の改善は 0.3 ％ yr－ 1 というシナリ

オを与え、それ以外については現状で固定していた。

　式（1-3）を見ると分かる通り、推計結果は Airg, i, e に

対して大きな感度を持つが、要因が複雑なため、シナリ

2．2　農業・工業・生活用水シナリオの開発
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オを開発するのも一般的に困難である。

2．2．2．2　工業用水・生活用水

　工業用水と生活用水はそれぞれ世界の取水量の約 2 割

と 1 割を占める。既存の研究は、過去の国別・地域別の

時系列統計データを重回帰して統計モデルを構築し、将

来推計を行った例が多い6）。なお、工業用水と生活用水

は同時にモデル構築が行われる事例が多い。

　重回帰モデルを構築する手法は容易に見えるが、工

業用水や生活用水の時系列データがグローバルに整備

されていないため、実施するのは困難である。最近に

なって、AQUASTAT が国別の時系列データの公開を開

始したが7）、それまでは時系列データを 1 カ国集めるだ

けでも、大きな苦労があった（大瀧雅寛、私信）。なお、

AQUASTAT にしても、欠損が非常に多く、時系列と呼

べるデータが得られる国は限られている。

　さらに、統計モデルに共通の課題や限界もある。第 1

に、説明変数の取る値がパラメータを同定したときと大

きく異なったとき、推計結果も非現実的なものになるこ

とがある。例えば、社会経済シナリオの中には途上国の

急速な経済成長を想定するものがあるが、GDP を説明

変数とした回帰モデルでは、最後発途上国の工業用水使

用量が短期間で先進国の水準を上回るようになったり、

生活用水使用量が数倍になったりすることがある8）。こ

れらは産業の成立やインフラの整備にかかる時間等を勘

案すると明らかに実現困難と考えられる場合もある。第

2 に、パラメータは過去の説明変数と被説明変数の関係

に基づき、一組だけ定まるが、社会経済シナリオによっ

ては、将来パラメータが変わると想定するのが妥当なこ

ともある。例えば GDP を説明変数とした回帰モデルの

場合、GDP が高くてエネルギー多消費型、GDP が高く

て環境重視型という 2 つの社会像に対し、過去から同定

されたパラメータ一組だけを利用するならば、推計結果

が同じになり、社会経済シナリオの意図からずれてしま

う問題がある。

2．2．3　モデル開発

2．2．3．1　農業用水

　既存の研究に示した通り、農業用水（灌漑用水）を求

めるのに必要な要素は Epot（可能蒸発散量）、Peff（有効

降雨量）、Airg（灌漑面積）、i（耕作強度）、e（灌漑効率）

の 5 つである。このうち、Epot と Peff は水資源モデルと

気候シナリオから算出可能である。よって、今回シナリ

オとして用意しなければならないのは Airg, i, e の 3 つで

ある。これらはモデル開発が難しいため、メタ分析を実

施することにした。

　これまでに世界の農業や食料に関する見通しを示し

た報告書が多数発行されてきた。このうち、灌漑農地

に関して定量的なシナリオが示されているものとして、

Rosegrant et al.（2002）9）, Bruinsma（2003）10）, Alcamo 

et al.（2005）11）, de Fraiture et al.（2007）12）、Rosegrant 

et al.（2009）13）がある。Airg, i, e についてまとめた結果

を表 2-2-1 に示す。これらの報告書は、目標となる将

来の 1 時点の灌漑が定量的に示されており、時系列変化

を示したものはなかった。表 2-2-1 の 5 つの報告書の

中で、最も農業用水が大きくなる方向の予測を示したの

が Bruinsma et al.（2003）10）であり、逆に最も小さくな

る予測を示しているのが Alcamo et al.（2005）11）であった。

表 2-2-1　5 つの報告書に示された将来の灌漑面積、耕作強度、灌漑効率の変化率の見通し
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　以上を踏まえ、以下のようなモデルを構築した。ま

ず、Airg, i, e はそれぞれ時間に対して冪乗関数で増加し

ていくものとした。

 （4）

 （5）

 （6）

　ここで、t は期間、t0 は基準期間、rarea, rint, reff はそれぞ

れ表 2-2-2 にまとめた変化率、右肩の記号は期間を示

す。係数 rarea, rint, reff は表 2-2-1 を元に、表 2-2-2 のよう

に高位、中位、低位シナリオを設定した。

2．2．3．2　工業用水・生活用水

　前節でまとめたとおり、工業・生活用水の推定に当た

り、限られた時系列データをもとに長期間安定した推定

結果が得られるモデルが必要である。また、社会経済シ

ナリオの想定する世界に合わせてパラメータを変更でき

ることが望ましい。そこで、過去の工業・生活用水の変

化について再考した。

　過去の工業・生活用水の時系列データは AQUASTAT

を利用した7）。これは世界の 200 の国について、1960 ～

2010 年の 5 年おきの国別取水量を提供している。ただ

し、欠損も多いため、本研究では 4 時点以上がとれる

16 か国（工業用水）、21 か国（生活用水）について解析

を行った。

　先行研究により、工業用水の伸びは発電量と比例する

ことが知られている。そこで、各国の工業用水につい

て、横軸に年、縦軸に発電量当たり工業用水量（以下工

業用水原単位、iind）を取ってプロットしたところ、どの

国のプロットもほぼ直線上にあり、原単位の変化率（sind）

は、50 ≤ iind となる国（カテゴリ 1）において sind は－ 5.8

～－0.7、10 ≤ iind＜50（カテゴリ2）で sind は－1.6～＋0.7、

iind＜ 10（カテゴリ 3）で－ 0.2（イスラエルのみ）であった。

　以上を踏まえ、工業用水（I）は式（7）のように表す

ことができる。

 （7）

ここで、ELC は発電量［MWh］、iind,t0 は基準年の工業用

水原単位［m3 yr－ 1 MWh－ 1］である。このうえで、カテ

ゴリ 1、2、3 それぞれの sind の中央値をとって、低位シ

ナリオとした。この低位シナリオに沿って進むと、世界

の全ての国は現在のイスラエルの水準にまで原単位が減

少していく。ただし、世界の産業構造を考えると極端で

あるため、カテゴリ 2 までで原単位の減少が止まり、さ

らに、sind が低位シナリオの半分のものを中位シナリオ

とし、さらにカテゴリ 1 までしか原単位が減少せず、sind

が低位シナリオの 1/4 のものを高位シナリオとした（表

2-2-3）。

　同様に生活用水の伸びは人口と比例することが知られ

ている。同じく、各国の 1 人当たり生活用水について、

横軸に年、縦軸に 1 人当たり生活用水量（以下生活用水

原単位、idom）を取ってプロットしたところ、やはりプ

ロットが直線状に並ぶことが分かった。原単位の変化率

（sdom）は人口が 1000 万人以上の国において－ 3.6 ～ 3.3

［L person－ 1 day－ 1 yr－ 1］であることが分かった。符号

や傾きは 1 人当たり GDP などと明瞭な関係が見いだせ

なかったが、1 人当たり GDP が 2000 ドル未満の国で生

活用水原単位が 200［L person－ 1 day－ 1］未満の場合に

減少している国はなかった。

　以上を踏まえ、生活用水（D）は式（8）のように表

すことができる。

 （8）

ここで、POP は人口［person］、idom,t0 は基準年の生活用

水原単位［L day－ 1 person－ 1］、0.365［day yr－ 1 m3 L－ 1］

は単位を合わせるための項である。原単位の変化率は国

によってまちまちであったため、典型的な変化率である

± 2［L day－ 1 person－ 1 yr－ 1］を変化率とし、原単位が

表 2-2-2  灌漑面積、耕作強度、灌漑効率の変化率のシ
ナリオ 表 2-2-3　工業用水原単位の変化率のシナリオ
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200［L day－ 1 person－ 1］へ収束していく世界を低位シ

ナリオ、原単位が 200［L day－ 1 person－ 1］未満の国は

300［L day－ 1 person－ 1］へと成長するものの、それ以

外の国は現在と変わらない世界を中位シナリオ、全ての

国の水消費量が伸び続ける世界を高位シナリオと設定し

た（表 2-2-4）。

　各国の時系列で同定された sdom と sind を利用して過去

の工業用水と生活用水を再現するとそれぞれ図 2-2-1 と

図 2-2-2 のようになり、過去の変動を非常によく説明

できることが分かる。

2．2．4　シナリオ

　本研究においては、社会経済シナリオとして、2.1

節で構築した SSP シナリオを利用する。SSP には

SSP1/2/3/4/5 の５シナリオがある。SSP1 は技術の

急速な発達により、適応も緩和も容易になる社会を、

SSP3 は経済の緩慢な成長と人口の急増により、適応も

緩和も困難な社会を、SSP2 はその中間の社会を示す。

SSP4 は主要排出国で低炭素技術が進むものの、その他

の地域で発展が遅れることにより、適応は困難だが緩和

が容易な社会を示す。SSP5 は化石燃料に頼って発展す

る社会で、適応は容易だが緩和は困難な社会である。

　SSP には人口や GDP などの定量的なシナリオの他に、

技術進歩や教育水準などの定性的なシナリオもある。特

に定性的なシナリオを勘案し、SSP シナリオと農業・工

業・生活用水の 3 つのシナリオのどれが対応するのか検

討し、表 2-2-5 のようにまとめた。

2．2．4．1　農業用水シナリオ

　前述の通り、灌漑用水を推定するには本節で開発した

Airg, i, e を H08 モデルに与えて計算を実施しなければな

らない。こうして求めた将来の灌漑用水量の推定結果は

2.3 節で述べる。ここでは、Airg, i, e の時間変化のみを図

2-2-3 に示す。

2．2．4．2　工業用水シナリオ

　SSP1/2/3/4/5 の 2025 年、2055 年、2085 年の世界全

体の工業用水取水量を図 2-2-4 に示す。SSP1 は原単位

の変化率が高く（表 2-2-3）、経済成長にもかかわらず

工業用水取水量が減少する。SSP2 は現状とほぼ同じで、

2085年になって微減する。SSP3は単調に増加していく。

SSP4 と SSP5 は変化が小さいものの高止まりする。

　 今 回 の 推 定 結 果 は、 先 行 研 究 で あ る Alcamo et 

al.（2007）14）と Shen et al.（2008）15）による SRES B2, A2

シナリオの幅の中に収まっている。ここで、本研究は

SSP3 以外のシナリオは増減が小さく、どちらかと言え

ば Shen et al.（2008）15）よりも Alcamo et al.（2007）14）の

結果に近い。また、SSP1 では取水量が顕著に減少して

いるが、このようなシナリオは Alcamo et al.（2007）14） 

や Shen et al.（2008）15）にはなく、例外的と言える。

2．2．4．3　生活用水シナリオ

　SSP1/2/3/4/5 の 2025 年、2055 年、2085 年の世界全

体の生活用水取水量を図 2-2-5 に示す。SSP1 のみほぼ

横ばいだが、それ以外のシナリオでは単調に増える。

　取水量増加の程度としては、Alcamo et al.（2007）14）

より低く、Shen et al.（2008）15）のシナリオに近い。た

だし、SSP3 の 2085 年の世界の総取水量は Alcamo et 

al.（2007）14）のシナリオに近い。

2．2．5　まとめ

　本節では、農業・工業用水・生活のシナリオの構築

表 2-2-4　生活用水原単位の変化率のシナリオ

表 2-2-5　SSP と各シナリオの対応表
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を行った。農業用水は H08 によるモデル計算に必要な、

灌漑面積、耕作強度、灌漑効率の時間変化に関するモデ

ルを開発した。工業用水と生活用水はそれぞれ社会経済

要素で回帰するモデルを開発した。それぞれのモデルは

挙動を決定するパラメータが 1 つずつある。これらのパ

ラメータを高位・中位・低位推計用に 3 つずつ用意した

後、SSP の世界観に合わせた。これにより、SSP それぞ

れに対応したシナリオを構築することができた。

図 2-2-1　16 か国における工業用水モデルの再現性。縦軸は取水量［km3 yr － 1］

図 2-2-2　21 か国における生活用水モデルの再現性。縦軸は取水量［km3 yr － 1］
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＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「A global water scarcity assessment under shared 

socio-economic pathways — Part 1: Water use」（Hydrology 

and Earth System Sciences Discussion 誌 に Discussion 

Paper として掲載）に基づいた内容で、論文中の一部の

計算結果を抜粋して使用している。なお、論文には新し

い検討結果も含まれており、結果が本節と一部異なる場

合もある。
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2．3．1　全体における位置付け

　本研究プロジェクトの 1 つの目的は、地球温暖化によ

る水資源への影響を地球規模で予測し、有効な適応策

を立てていくための科学的知見を提供することである。

2.1 節で開発された社会経済シナリオ、および 2.2 節で

開発された水利用シナリオを利用し、本節では全球水資

源モデル H081, 2）を利用した水資源評価の結果を示す。

2．3．2　既存の研究と本研究の特徴

　水資源への将来の温暖化影響を考える場合、水資源量

と水利用量の両方について検討することが必要になる。

将来の気候変化に伴う水資源量、特に河川流量の変化

は広域水文モデルを利用して将来推計が行われてきた3）。

また、将来の社会経済変化に伴う水利用量の変化は主に

回帰モデルを利用して将来推計が行われてきた 4, 5）。そ

して、これらを組み合わせることにより、包括的な水資

源への影響が評価されてきた6-8）。

　しかし、先行研究には 3 つの課題がある。第 1 に、先

行研究の多くが年単位で評価をしていることである。水

資源量にも水利用量にも季節変動・年々変動があり、地

球温暖化がこれらにどのような影響を与えるかを評価す

ることが重要である。第 2 に、先行研究は Nakicenovic 

and Swart（2000）9）による社会経済・排出シナリオおよ

びそれに基づく気候シナリオを利用していたことであ

る。現在、新しい排出シナリオが公開され、それに基づ

く気候シナリオが整備されつつある。また、新しい社会

経済シナリオも策定されつつある。最新の科学的知見に

基づくシナリオを利用するためには、評価をこれらの新

シナリオに対応させる必要がある。第 3 に、先行研究の

多くが気候と人口以外の要素を現状で固定して評価を

行っていることである。しかし、例えば、将来の人口増

加に伴って灌漑農地面積が変化することはあり得るが、

この場合水利用量を大きく増やすはずである。

　本節では、これらの問題に対応した新しい全球水スト

レス評価の検討結果を報告する。すなわち、第 1 の課題

に対しては日単位で水需給を計算することのできる全球

水資源モデルを用いることによって、第 2 の課題に対し

ては、公開が開始された Representative Concentration 

Pathways（RCP）に基づく気候シナリオおよび、2.1 節

で説明した Shared Socioeconomic Pathways（SSP）に

基づく社会経済シナリオを利用することによって、第 3

の課題に対しては、2.2 節で説明した工業用水・生活用

水需要推計モデルと、2.1 節の SSP シナリオを組み合わ

せることで、それぞれ解決する。

2．3．3　新シナリオ

　これまで温暖化研究で利用されてきたのは SRES シナ

リオである9）。シナリオは A1（高成長社会）、A2（多元

化社会）、B1（持続発展型社会）、B2（地域共存型社会）

の 4 つの社会・経済発展の叙述的な筋書きに対応して、

複数の統合評価モデルを用いることで、排出シナリオ

（温室効果ガスの将来排出パス）と社会経済シナリオ（人

口や GDP などの想定）の組み合わせとして作成された。

　SRES は IPCC 第3次・第4次評価報告書で利用された。

その後、新シナリオの策定が多くの研究者によって進め

られた10）。新シナリオは独立した排出シナリオと社会経

済シナリオからなる。

　排出シナリオは RCP と言い、RCP2.6, RCP4.5, RCP6.0 

RCP8.5 の 4 つから構成される。RCP8.5 以外の 3 つの数

字は長期安定化させる放射強制力［W/m2］の水準を示

している。RCP8.5 は安定化シナリオではなく、2100 年

時点の放射強制力が 8.5［W/m2］以上でその後も上昇

することが想定されている。

　社会経済シナリオは SSP と言う。SSP は緩和策の取

りやすさ、適応策の取りやすさの 2 軸に対応した SSP1, 

SSP2, SSP3, SSP4, SSP5 の 5 つの世界を描く。それぞれ、

持続可能な世界（緩和：容易、適応：容易）、中庸な世

界（中庸、中庸）、分断された世界（困難、困難）、富め

るものと貧しいものに別れた世界（容易、困難）、化石

燃料による世界（困難、容易）を表す。SSP は現在査読

中であり、確定されているものはないので、本研究では

2.1 節で示した国立環境研究所のアジア太平洋統合評価

モデルによる暫定結果を利用した。

　RCP に整合的な気候シナリオの開発が Coupled 

Model Intercomparison Project Phase 5（CMIP5）によ

り進められている。このプロジェクトには全球気候モ

デルを開発する世界の多数の機関が参加し、4 つの RCP

シナリオに沿って気候シナリオの開発を行っている。

2．3　全球水資源評価



─ 20 ─ ─ 21 ─

2012 年 5 月現在、40 以上の全球気候モデルのシナリオ

が CMIP5 のウェブサイトから配布されている（ただし

欠損等もあり、今回の検討に利用可能なものは限られて

いる）。

2．3．4　方法

2．3．4．1　実験設定

　本節では、社会経済シナリオとして SSP1 と SSP3 の

2 つ、気候政策シナリオとして気候政策なし（BAU）と

気候政策あり（STB）の 4 つの組み合わせについて、シ

ナリオ分析を行う。ここで、BAU には RCP8.5 を、STB

には RCP4.5 を対応させた。繰り返しになるが、SSP と

RCP は独立しており、例えば SSP1 と RCP4.5 も、SSP1

と RCP8.5 も組み合わせ可能である。気候シナリオは

CanESM2 モデルの予測結果のみを利用した。不確実性

を評価するため、モデルは複数利用すべきであるが、本

節では割愛する。本研究では基準期間を 1961-1990 と

し、評価期間を 2041-2070 とした。世界全体を対象と

し、空間解像度は 0.5 °× 0.5 °とする。

2．3．4．2　モデル：構造

　モデルは全球水資源モデル H08 を利用する。全球水

資源モデルは陸域の自然の水循環と主要な人間の水利用

を扱うことができる。H08 は陸面過程、河川、作物成

長、貯水池操作、環境用水設定、取水の 6 つのサブモデ

ルからなる。本検討におけるそれぞれの役割は次のよう

になる。陸面過程サブモデルは気象条件を考慮すること

により、降水量を蒸発量と流出量に分離する。気候変化

が水資源量（流出量）に与える影響を評価する重要な役

割を担う。河川サブモデルは 0.5 °× 0.5 °単位で計算さ

れた流出量を河道網に沿って流下させ、河川流量を計算

する。各地・各時間で得られる水資源量はここで求めら

れる。ここで本研究では 1.0 × 109［m3］以上の貯水容

量を持つ 507 の貯水池を考慮する。貯水池操作サブモ

デルは、これらの貯水池に個別に操作アルゴリズムを設

定する。基本的に豊水時に貯水し、渇水時に放流するの

で、貯水池の下流では河川流量の変動幅が減少する。作

物成長サブモデルは農地における作物の成長を計算す

る。特に重要なのは、世界各地の作付日と収穫日を推定

することである。灌漑農地では作付日と収穫日の間に灌

漑が行われ、農業水需要が発生する。ここで、農業水需

要は 2 種類定義する。消費ベースの農業水需要とは無尽

蔵の水源があったとして、作付日から収穫日まで、灌漑

農地で発生する灌漑需要を全てまかなった場合必要にな

る水の量である。この量を灌漑効率で除することにより

求められるのが取水ベースの農業水需要である。環境用

水とは河川生態系のために河川に維持すべき流量と定義

される。環境用水設定サブモデルは比較的単純なアルゴ

リズムにより水文環境に合わせて月別にこの量を設定す

る。最後に取水サブモデルは生活・工業・農業用水の順

に、水需要を満たすべく取水を行う。本検討では河川か

らの取水のみを考え、上流から順に取水していくものと

した。なお、環境用水は常に維持し、この流量を下回ら

ない範囲で取水を行う。

2．3．4．3　モデル：入力データ

　H08 を使ったシミュレーションには気象と地理に関す

る入力データが必要である。

　気象データは、全球をカバーする空間解像度 0.5 °×

0.5 °のものが必要である。また、計算対象期間中の日単

位データが必要である。要素としては、気温、湿度、風

速、気圧、下向き短波放射、下向き長波放射、降雨量、

降雪量の 8 つが必要である。基準期間は、上記条件を満

たす Weedon et al.（2011）11）を利用した。これは世界を

空間解像度 0.5 °× 0.5 °、1958 ～ 2001 年を 6 時間単位

でカバーする全球気象データである。本研究ではこれを

日単位に変換して利用した。

　地理データとして、同解像度の全球データが必要であ

る（表 2-3-1）。要素は多数あるが、自然地理、構造物・

土地利用、社会に関する情報が必要である。自然地理情

報については基本的に計算期間を通じて不変と考えられ

る。これに対し、構造物・土地利用情報や社会情報は、

基準期間・評価期間ともに変化し続けるものである。し

かし、時間変化を示すデータは入手が困難なため、基準

期間に関しては 2000 年付近のもの、評価期間に関して

は期間の中央である 2055 年付近のものを利用した。基

準期間に利用したデータの完全なリストは Hanasaki et 

al.（2010）12）にある。

2．3．4．4　気候シナリオ

　将来期間の気象データは、RCP4.5 と RCP8.5 の排出

シナリオを利用した CanESM2 の出力を利用した。これ

らのデータの空間解像度は 2.8 °× 2.8 °（赤道付近で約

300km）であったので、まず線形内挿によってダウンス
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ケールした。次に、気候モデルの出力にはバイアスが含

まれるため、各要素は以下のように準備した。気温と下

向き長波放射のシナリオは、対象期間と基準期間の気候

モデル出力の差を月別に取り、Weedon et al.（2011）11） 

に加えた（スケーリング法）。また、降水に関しては、

同じく比を取り、Weedon et al.（2011）11）に掛けた。相

対湿度、下向き短波放射、気圧、風速については、基準

期間から不変と見なした。降水量は気温と湿度を利用

し、降雨量と降雪量に分類した。

2．3．4．5　地理シナリオ

　まず、自然地理については変化なしとみなした。灌漑

地面積、耕作強度、灌漑効率、工業用水需要、生活用

水需要については、2.2 節で開発したシナリオ通りとす

る。人口については、SSP から世界 12 の地域について

提供される。これらは 2.2 節で示した方法によりグリッ

ドデータを準備した。

2．3．5　結果

2．3．5．1　年単位の指標による水資源評価

　まず、従来の研究で頻繁に利用されてきたWithdrawal 

to Water Resources Ratio（WWR）指標を用いて水資源

の評価を行った。この指標は式（1）のように表わされる。

 （1）

ここで W は年取水量［km3 yr－ 1］、R は年流量［km3 yr－ 1］

である。本研究において、R は自然状態（ダムや取水が

ない状態）における河川流量を計算した結果を利用し

た。W は生活・工業・農業用水取水量の和である。生活・

工業用水は、2.2 節で示した取水量ベースの水需要量を、

農業用水は、気候シナリオ・地理シナリオに応じて H08

で推定された取水ベースの水需要量を用いた。この結果

を図 2-3-1 に示す。

　WWR 指標が 0.4 を超える強い水ストレス地域は中国

北部、インド西部、アラビア半島、アフリカ北部、アメ

リカ西部に見られる。

2．3．5．2　日単位の指標による水資源評価

　 次 に、Hanasaki et al.（2008b）2） で 提 案 さ れ た

Cumulative Withdrawal to Demand Ratio（CWD）指標

を用いて水資源の評価を行った。この指標は式（2）の

ように表わされる。

 （2）

ここで、w は日単位の取水量で、d は日単位の水需要量

であり、生活・工業・農業用水の和である。Σは期間中

の総和を示す。w は H08 の計算結果を利用する。すな

わち、水需要があっても、環境用水を残すだけの河川流

量がない場合、取水量は水需要を下回る。CWD の計算

結果を図 2-3-2 に示す。

　図 2-3-2 によると、CWD 指標が 0.5 を下回る強い水

ストレス地域は WWR 指標の強い水ストレス地域に加

え、インド東部と東南アジア、アフリカ南端、オースト

ラリア北端、ブラジル東部などに広がっている。これら

の多くは雨季の季節性を持つ地域であり、特に乾季の水

不足の深刻化が懸念される。

2．3．6　水ストレス人口

　最後に、WWR が 0.4 を上回るところに住む人口と

CWD が 0.5 を下回るところに住む人口、いわゆる水ス

トレス人口をそれぞれ求めた（表 2-3-2）。CWD の場合、

基準期間（CTR）の水ストレス人口は 16.1 億人である

が、SSP1-BAU（持続可能な世界－気候政策なし）の場

合には 27.6 億人となる。ここで気候政策を導入すると、

26.4 億人に抑えることができる（SSP1-BAU）。ここで、

SSP3-BAU（分断された世界－気候政策なし）では 40.6

億人となり、仮に気候政策を導入しても 39.7 億人とな

ることが示された。このように、STB は BAU よりも水

ストレス人口を小さくするが、SSP1 と SSP3 の差の方

表 2-3-1　地理データ
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がより大きい。これは、Vörösmarty et al.（2000）13）の

研究とも整合的であり、人口や GDP の大きな違いに加

え（2.1 節）、水需要に関するモデルの振る舞いと、SSP

との対応付けの方法にも依存しているものと考えられた

（2.2 節）。

2．3．7　まとめ

　新しい全球温暖化水資源評価を実施した。まず、H08

の機能を利用することにより、日単位の水逼迫指標

CWD を利用した評価を行った。この結果、年単位の

WWR に比べて水ストレス地域が拡大することが示唆さ

れた。また、2.1 節で議論された事項を含む、IPCC 新

シナリオに対応した水資源評価を実施した。このとき、

2.2 節で開発した生活・工業用水需要および灌漑シナリ

オを利用することで、社会経済シナリオ SSP との整合

性を高めることができた。本検討では SSP1 と SSP3、

気候政策なしとありの組み合わせについて調べたが、水

ストレス人口は社会経済シナリオの違いの方が大きかっ

た。

　研究期間内に、1 モデル、1 期間に関する検討を完了

することができた。今後、多モデル・多期間の検討を実

施することが必要である。また、地域特性を評価し、同

じ水逼迫が生じているにしろ、それが水資源量の低下に

よるものなのか、水利用量の増加によるものなのかな

ど、詳細な分析を実施することが重要である。

＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「A global water scarcity assessment under shared 

socio-economic pathways — Part 2: Water availability 

and scarcity」（Hydrology and Earth System Sciences 

Discussion 誌に Discussion Paper として掲載）に基づ

いた内容で、論文中の一部の計算結果を抜粋して使用し

ている。なお、論文には新しい検討結果も含まれてお

り、結果が本節と一部異なる場合もある。
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2．4．1　生活用水需要量把握の重要性

　世界全体の需要別水利用量は、農業用水：約 69 ％、

工業用水：約 18 ％、生活用水：約 13 ％の割合となっ

ている1）。生活用水は全体への割合は小さいものの、人

間が生きるための基本的要件であり、社会システムを維

持するために必要不可欠である。しかしながら、人口増

加、都市化、生活スタイルの変化により、需要量が急激

に増加し、水不足が深刻な問題となることが懸念されて

いる2-4）。

　生活用水量は、どのような設備によって水が供給され

るかにより、その量が大きく異なる。WHO では、安全

な水へのアクセスとして、居住施設・区域への給水管接

続（Piped water into dwelling, yard or plot）、公共水栓 / 

給水塔（Public tap or standpipe）、掘り抜き井戸 / 試錐

孔（tubewell or borehole）、保護された堀り井戸（Protected 

dug well）、保護された湧水（Protected spring）、雨水収

集（rainwater collection）が定義されている5）。水道を

利用する場合には 1 人あたり 1 日約 150 ～ 400L と報告

されているが、公共水栓などのその他設備を利用する場

合は、人間の基本的な生活に必要な水量（50L/ 人 / 日）

に満たない場合が多いため、生活用水量を推計する際に

は水道利用量に着目する必要がある6）。そこで、本研究

では、全球水資源評価に資する生活用水需要量を推計す

るために、水道利用下における水需要量を世界国別に推

計するモデルの開発を目的とする。既存研究では、1 人

あたり GDP を説明変数とするモデルが提案されてきた

が、概念的なモデルにとどまっており、モデル式やパラ

メータに統計的な裏付けがなされていなかった 7-9）。花

崎ら（2008）8）は、世界の国レベルで生活用水量を推計

する際、経済レベルだけではなく、生活様式の違いも考

慮する必要性を指摘している。本研究では、経済レベル

に加えて、生活様式や水道システムの管理レベルを考慮

し、パネルデータ分析を行うことで、社会的および経済

的背景の異なる国毎の状況を考慮したモデルの開発を試

みる。このようなモデルを開発することで、社会経済の

多様な発展下における生活用水の需要量を適切に分析で

きると考えられる。

　本節では、まず、既存の生活用水需要予測推計につい

て整理し（2.4.2 節）、本研究で開発したモデルについて

述べ、得られた推計結果を考察し（2.4.3 節）、最後にま

とめを述べる（2.4.4 節）。

2．4．2　既存研究の整理と本研究の位置づけ

　既存研究を表 2-4-1 に整理する。全球の生活用水需

要量の将来推計を行うためのモデルは、これまでにいく

つか開発されてきた（モデル群 1）。これらの研究では、

1 人あたり GDP や人口を説明変数として、国レベルの

家庭用水の取水量の推計式を構築し、過去のデータを参

考にパラメータを同定して、全球の将来推計を行ってい

る。しかし、これらのモデルには 2 つの問題がある。第

1 に、パラメータについて統計的な検証が行われていな

い。第 2 に、水道用水需要量を決定する要因として 1 人

あたり GDP にしか注目していない。花崎ら（2008）8）

では、高橋ら（2000）9）、Alcamo et al.（2003）10）、Shen 

et al.（2008）11）の推計式の比較評価を行っており、水需

要量の各国モデルを構築するにあたり、生活様式の違い

を考慮することの重要性を指摘している。さらに、水道

用水需要量を決定する要因は、所得や生活様式だけでは

なく、政治体制や、文化的背景を含む生活様式の違い、

自然条件などが考えられるが、先行研究では 1 人あた

り GDP にすべての関連要因を含有させてしまっており、

こうした変数を考慮していないことから、所得の効果と

所得以外の効果を分離できていないと考えられる10, 11）。

　一方、国レベル・市町村レベルの生活用水需要量につ

いては、1 人あたり GDP 以外の水需要決定要因を説明

変数に加え、モデルパラメータを統計的に同定する手法

が広く採用されてきた（モデル群 2）。生活用水需要量

の推計に関して、Arbues et al.（2003）17）、House-Peters 

et al.（2010）18）が詳細な総説論文を公表している。これ

らの論文では、生活用水需要量を決定する因子や推計手

法について整理している。生活用水需要量を決定する因

子として、水道料金、家計の収入、気温、降水量、世帯

人数、居住設備、料金形態、屋内外別の水利用状況な

どが挙げられている。例えば、Schleich et al.（2009）6）

は、ドイツの 600 程度の配水区を対象として、統計的手

法を用いた家庭用水需要分析を行っており、水道料金や

所得だけでなく、平均世帯人数、井戸を持っている世帯

の割合が水需要量を決定する要因であるという結論を得

2．4　 詳細な生活用水モデル
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ている。Hughes et al.（2010）12）は、水関連インフラの

温暖化に関わる適応コストを算出するにあたり、国別生

活用水需要量モデルのパラメータを統計的に推計してい

るが、対象が OECD 諸国に限定されている。国レベル・

全球レベルの水需要についても、こういった詳細な変数

をモデルに含めることができれば、経済的要因だけでな

く、生活様式や社会的・政治的・文化的特性の変化まで

考慮した将来推計を行うことができる。しかし、こう

いった変数に関する過去のデータが入手できるのは、一

部の先進国に限られており、とくに途上国に関してはほ

とんどデータが入手できないため、経済以外の要因が水

需要量に与える影響を考慮できる全球レベルの将来推計

モデルは現在のところ存在しない。

　実際の生活用水需要量は、保有している水利用機器

（トイレ、風呂など）に強く依存する。そのため、モデ

ル群 3 のように利用者へのアンケートやフィールド調査

の結果からボトムアップ式に生活用水需要量を推計する

手法が考えられる14-17）。しかし、詳細な調査結果を全て

の国について収集することは非常に困難であり、モデル

群 2 以上に、国レベル・全球レベルの生活用水需要量を

把握する手法としては適していない。

　本研究は、モデル群 1 と同様に全球の国別生活用水需

要量推計を目的としながら、モデル群 2 で採用されてい

る統計的手法を用いてモデル開発を試みる。さらに、花

崎ら（2008）8）の指摘を受け、所得と水需要の関係に加

えて、政治的・社会的情勢、固有の文化的背景を含む生

活様式といった所得以外の要因を考慮し、両者の効果を

分離した独自のモデルの開発に取り組む。

　本研究で用いる統計的手法はパネルデータ分析であ

る。パネルデータ分析とは、同一の主体を継続して観察

して得られる複数時点のクロスセクションデータ（パネ

ルデータ）を用いて、主体間の観察不能な属性を定数項

の違いとしてコントロールし、各種変動要因の効果を推

計する手法である。上に挙げた水道水需要量を決定する

要因のうち、所得以外の要因についてはデータとして入

手できないものが多いが、こうした脱落変数の存在によ

り推計結果にバイアスが生じる可能性があることが知ら

れている。しかし、パネルデータ分析を行うことによ

表 2-4-1　既存研究のまとめ
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り、脱落変数のうち、入浴習慣の有無や地理的条件と

いった時間を通じて変化しないものを国別の定数項の違

いとしてコントロールすることができる。つまりパネル

データ分析は、先行研究の所得の効果から所得以外の効

果を分離できていないという問題を解決するために有効

な手法であると言えるため、本研究で採用することにし

た。

2．4．3　生活用水需要モデルの開発

　生活用水需要量は、どのような施設（例えば、水道、

井戸、公共要水栓、など）にアクセスしているかによっ

て大きく異なる。特に、水道施設にアクセスしている

かそうでないかによって、水使用量は大きく異なる。本

研究で開発するモデルは、図 2-4-1 に示すように、3 つ

のモジュール①水道へのアクセス率、②水道にアクセス

できる人々の 1 人あたり国別水需要量、③さらに、水道

施設維持の大きな問題点である漏水率によって構成され

る。すなわち、生活に関わる水の使われ方を次のように

三つに分類した場合、「a）：水道にアクセスした人およ

び都市活動に利用される水」、「b）：水道施設から配水さ

れた水が、個人や都市活動で用いられる前に水道管破

損や盗水によって失われる水」、「c）：水道にアクセスで

きない人および都市活動に利用される水」、本研究では、

a）と b）を対象とする。それぞれのモジュールは以下

のように定式化した。各モジュールで使用した説明変数

の意味は表 2-4-2 にまとめる。

2．4．3．1　水道アクセス率モジュール

　水道アクセス率とは、ある国の人口に対する水道施設

を利用することができる人口の割合（％）である。水道

施設にアクセスできる場合とできない場合とでは、1 人

あたり水使用量が大きく異なるため、将来の水道アクセ

ス率の変化をモデルで考慮できるようにしておくことは

非常に重要である。水道施設へのアクセス率に影響を与

える要因として、1 人あたり所得、都市人口比率が考え

られる。1 人あたり所得が増加するほど、国全体として

水道事業への投資が増加し、水道施設にアクセスできる

人口が増加すると考えられる。また、水道施設は、農村

部よりも人口の集中している都市部から整備されると考

えられることと、都市人口が増加するほど利用人口の割

に水道管の全長が短くて済み、給水設備整備・管理の効

率性が良くなると考えられることから、都市人口比率の

上昇は国全体の水道アクセス率を上昇させる効果がある

と考えられる。以上の 2 つの変数については、多くの国

についてデータを入手することができる。一方で、仮

に 1 人あたり所得や都市人口比率が同じであっても、水

道アクセス率は各国で異なる。すなわち、これら 2 つの

要因以外にも、生活様式、文化的要因、社会の成熟度と

いった要因も水道施設へのアクセス率に影響を及ぼすも

のと理論的には考えられる。しかし、これらの要因を数

量的に把握することは困難であり、データとして利用不

可能である。一般に、脱落変数が誤差項と相関を持つ場

合、他の説明変数の係数の推計値にバイアスをもたらす

可能性があることが知られている。そこで本研究では、

水道アクセス率モデルを以下のように考え、パネルデー

タ分析によってパラメータを統計的に同定する。

ln（水道アクセス率（％）i,t）

＝ αi ＋ β1ln（都市部人口率 i,t）

＋ β2 ln（1 人あたり実質 GDP i,t）

＋誤差項 i,t

　ここで、αi は標本期間内で一定であると考えられる第

i 国の特有の効果を表し、βn（n=1、2）は各国共通のパ

ラメータを表す。パネルデータ分析を行うことのメリッ

トは、この入手不可能な国別の事情の持つ時間を通じて

一定の効果を定数項の違いとして捉えることでコント

ロールし、人口や 1 人当たり GDP や人口の分布と水道

アクセス率の関係を表すパラメータを同定できることで

ある。なお、気温や降水量といった自然条件も水道施設

建設に影響を与えることが考えられるが、本研究では、

国別の多用な水源に関するデータ（河川、地下水、雨水

等）を入手できなかったため今回の解析に加えなかった。

ただし、これらのうち、推計期間中に変化しなかった要

因については、定数項の違いとして捉えられる。

図 2-4-1　開発するモデルの対象範囲
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2．4．3．2　水道用水需要量モジュール

　次に、水道にアクセスできる人々を対象として、1 人

あたり水道用水需要モジュールを構築する。水道需要量

は、経済が発展するほど増加すると考えられている。こ

れは、1 人あたり所得が増加することにより、水洗式ト

イレ、入浴設備といった水利用機器・設備が家庭に普及

するためであり、1 人あたり所得は既存研究においても

説明変数として使用されている。しかし、水道用水需要

量の大きさは、1 人あたり所得だけではなく、入浴習慣

の有無、家族との同居といった生活様式の変化によって

も影響を受け、将来的に変化していくものと考えられ

る。また、水利用機器・設備は技術進歩によって水利用

効率は改善していくと考えられる。以上を考慮し、本研

究では水道用水需要量モデルを以下のように定式化した。

表 2-4-2　各モジュールの変数の意味
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ln（1 人あたり水道用水需要量 i,t）

＝ γi ＋ δ1 ln（タイムトレンド i,t）

＋ δ2 ln（1 人あたり実質 GDP i,t）

＋ δ3（ln（1 人あたり実質 GDP i,t））2

＋ δ4 ln（人口密度 i,t）

＋ δ5（ln（人口密度 i,t））2

＋ δ6 ln（平均世帯人員数 i,t）

＋ δ7 （ln（平均世帯人員数 i,t））2

＋ δ8 ln（1 人あたり実質 GDP i,t）

　　　× ln（人口密度 i,t）

＋ δ9（ln（1 人あたり実質 GDP i,t））2

　　　× ln（人口密度 i,t）

＋ δ10 ln（1 人あたり実質 GDP i,t）

　　　× ln（平均世帯人員数 i,t）

＋ δ11（ln（1 人あたり実質 GDP i,t））2

　　　× ln（平均世帯人員数 i,t）

＋誤差項 i,t

　ここで、γi は標本期間内で一定であると考えられる第

i 国の特有の効果を、δm（m=1、…、11）は各国共通の

パラメータを表し、水道アクセス率モデルと同様にパネ

ルデータ分析を行う。1 人あたり水道水使用量は、漏水

量を除いたものとする。タイムトレンドとは時間の経過

とともに起こる技術進歩、人口密度や平均世帯人員数は

その国の平均的な生活様式を考慮するための変数であ

る。1 人あたり実質 GDP と人口密度の交差項と 1 人あ

たり実質 GDP と世帯人員数との交差項は、1 人あたり

実質 GDP が水消費量に与える影響の大きさが、人口密

度や世帯人員数の違いによって異なるという可能性を捉

えるための項である。1 人あたり実質 GDP と人口密度

の交差項の係数は正であることが期待される。人口密度

が上昇することで、水道整備を効率的に進めることがで

きるため、人口密度が高いほど、1 人あたり実質 GDP

が増加した時の 1 人あたり水道用水需要量に与える効果

は大きくなると考えられるためである。一方、1 人あた

り実質 GDP と世帯人員数との交差項の係数は負である

ことが期待される。なぜなら、世帯人員数が増えれば世

帯あたりの水使用が効率的になると考えられるため、実

質 GDP が増加した時の 1 人あたりの水使用の増加の度

合いは、平均世帯人数が多い国ほど小さいと考えられる

からである。また、それぞれの非線形の効果を考慮する

ため、2 乗の項も加えている。その他、説明変数として

使用することのできない生活様式や文化的背景といった

要因のうち、時間変化によらないものについては、定数

項 γi の違いとして国別に捉えられる4。

2．4．3．3　漏水率モジュール

　漏水率とは、浄水場から各世帯に水が供給される過程

で失われる水の量の割合（％）である。漏水とは具体的

に、配管の老朽化による漏水や水道管への不法な接続、

水道メーターの不正などさまざまな要因により生ずるも

のである。日本の漏水率は世界的に見て非常に低く、わ

ずか数パーセントであるが、先進国であっても 20 ％を

超える都市も決して珍しくはない。したがって、漏水率

の変化は、最終的な水道用水需要量を推計するにあた

り、非常に重要な要素である。漏水率を決定する要因と

して、水道供給設備の維持していくための行政サービス

の水準や、管理能力といった供給側の要因と、盗水と

いった利用者側の要因が考えられることから、以下のよ

うに定式化する。

ln（漏水率（％）i,t）

＝ ζi ＋ η1 ln（タイムトレンド i,t）

＋ η2 ln（1 人あたり実質 GDP i,t）

＋ η3（ln（1 人あたり実質 GDP i,t））2

＋ η4 ln（都市人口比率 i,t）

＋ η5 ln（識字率 i,t）

＋ η6 ln（独裁体制指標 i,t）＋誤差項 i,t

　ζi は標本期間内で一定であると考えられる第 i 国の特

有の効果を、ηl（l=1、…、6）は各国共通のパラメータ

を表し、（1）水道アクセス率モジュール、（2）水道用水

需要量モジュールと同様にパネルデータ分析を行うこと

でパラメータを推計する。タイムトレンド、都市人口比

率、独裁体制指標は、水道供給側の要因であり、識字率

4 水道料金の所得に対する水準は、水道水需要を決定する
要因であると考えられる。しかし、水道料金のデータは、
入手できる国の数が非常に限定されており、入手できた
としても、自治体によって異なっていたり、ブロック料
金制、定額制、逓増型料金制、逓減型料金制といった別
があり、料金体系は様々であることから、国レベルの平
均的な水道料金を多数の国について特定し、それを比較
するのは非常に困難であることから、今後の課題とする。
なお、本研究では、パネルデータ分析を行っていること
から、所得に対する水道料金が標本期間中で大きく変化
がないのであれば、その違いは個別効果として定数項に
含まれる。
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は供給側・利用者側の両方の要因であると考えられる。

タイムトレンドとは、時間の経過に伴う技術進歩を表

し、機器の水利用効率の改善を想定している。都市人口

比率は水道供給整備の効率性の指標として説明変数に加

えた。また、独裁体制指標は、社会情勢あるいは水道供

給サービス事業の効率性を反映するものと考え、説明変

数に追加した。具体的には、独裁体制下では自由な経済

活動が制限される傾向が強く、このことがインフラを維

持・管理していくための行政サービスの水準や、管理能

力の低さとして漏水率に影響を与えると考えられる。独

裁体制指標はその代理変数としての役割が期待される。

犯罪率が高いと盗水が増え、犯罪率は識字率によって大

きく影響されると考えられることから、識字率を犯罪率

の代理変数として用いた。同時に、識字率は、労働者の

教育水準の代理変数でもあると考えられることから、漏

水の供給側の要因として、水道サービスに関わる労働者

の質や管理能力の代理変数としての役割を期待し、説明

変数に加えた。なお、所得と識字率に相関がある可能性

は非常に高いと考えられる。しかし、所得以外にも、初

等教育体制、印刷出版文化、紛争といったものが、識字

率に影響を与える要因として考えられていることから、

所得との相関が高いからといって、識字率を説明変数の

候補から外してしまうと、所得の係数に除外変数バイア

スをもたらす可能性が出てくる。したがって、本研究で

は両変数とも説明変数として加えることとした。

　パラメータ推計に使用したのは、10 ヵ年、101 ヵ国

のパネルデータである5。データの出所は、水道アクセス

率、都市部人口比率は WHO / UNICEF Joint Monitoring 

Programme（JMP）for Water Supply and Sanitation 7）、

1 人あたり実質 GDP は World Development Indicators 

200919）、1人あたり水道水総使用量6 および漏水率7 は The 

International Benchmarking Network for Water and 

Sanitation Utilities（IBNET）20）、平均世帯人員数および

5 国・年によって入手できない変数があるため、各モジュー
ルの推計に使用される国・年の数は必ずしもこれらと一
致しない。

6 1 人あたり水道水総使用量のデータは各水道事業体から提
供されたものであるが、各需要者の給水量を計測するこ
とは非常に困難なため、水道水使用量は給水量を人口で
割ったデータである可能性が高いが、その詳細は記載さ
れていない。

7 漏水率は、全国値であるが、各国の各水道事業体から提
供されたデータを統合したものであり、一国すべての水
道事業体や水道需要者のデータを積み上げて作成された
ものではない。

識字率は Global Market Information Database（GMID）21）、

人口密度は World Population Prospects22）である。独裁

体制指標は Polity IV プロジェクトの政治体制指標を用

いた 23）（表2-4-3）。また、1人あたり水道水総使用量に（1

－漏水率）を乗じて、漏水を除いた 1 人あたり水道水使

用量を計算した。

　3 つのモジュールの間で、101 ヵ国のうち推計対象

に含まれる国は異なるが（表 2-4-4）、全てのモジュー

ルに対して、1 人あたり GDP が 1,000 ドル未満から

15,000 ドルの国をカバーしている（表 2-4-5）。所得の

低い国に偏っている傾向は見られるものの、全てのモ

ジュールについて 1 人あたり GDP を説明変数に加えて

いるため、所得分布の偏りについてはコントロールされ

る。したがって、全球モデルとして妥当な推計を行える

と判断した。

　なお、今回開発した水道アクセス率モデルや漏水率モ

デルは、利用したデータが 100 ％以下の値であるが、将

来推計を行った場合、説明変数の値次第では 100 ％を越

える可能性もある。本研究ではどの変数がモデルに影響

を与えるかを知ることが第一の目的であった。よって、

将来推計におけるモデルや説明変数の取り扱い方につい

ては今後の課題とする。

2．4．4　パラメータの推計結果

　推計結果は表 2-4-6・7・8 に示す通りである。推計式

ごとにハウスマン検定を行ったところ、水道アクセス率

モジュール、漏水率モジュールについては変量効果モデ

ルが棄却され、水道用水需要モジュールについては変量

効果モデルが採択された。したがって、水道アクセス率

モジュール、漏水率モジュールについては固定効果モデ

ル、水道用水需要量モジュールについては変量効果モデ

ルの結果を掲載している8。

　水道アクセス率モジュールでは、都市人口、1 人

あたり実質 GDP がともに正で有意に推計された（表

8 固定効果モデルと変量効果モデルは、個別効果を表す定
数項を定数パラメータとして扱うか、確率変数として扱
うかという違いであり、モデル自体の定式化が異なると
いうわけではない。つまり、被説明変数や説明変数が全
く同じモデルを、個別効果 αi の特徴に応じて別の推定方
法で推定しているということであり、固定効果モデルと
変量効果モデルのどちらが採択されたかによって、解釈
に違いが出てくるものではない。固定効果モデルと変量
効果モデルのどちらの結果を採択するかの判定を行うの
がハウスマン検定であり、本研究もパネル分析を行う際
の一般的な手続きに従った。



─ 30 ─ ─ 31 ─

2-4-6）。水道アクセス率は都市人口と 1 人あたり実質

GDP が増加するほど上昇するといえる。水道は農村部

よりも都市部から整備されるため、都市部人口の増加は

水道需要の増加を意味する。同時に、都市人口が増加す

るほど、水道整備の効率性が良くなると考えられること

から、都市部人口の増加は水道アクセス率を上昇させる

効果があると考えられる。また、豊かになるほど水道整

備への投資が増加するといえる。

　次に、水道用水需要量モジュールの推計結果を考察す

る（表 2-4-7）。タイムトレンド（西暦年）の係数は負

で有意に推計された。これは、時間がたつにつれて水道

用水需要量は減少しているということであり、技術の進

展により節水に向かう傾向があると解釈することができ

る。1 人あたり実質 GDP の効果を、推計結果に基づい

て計算したところ、1 人あたり実質 GDP が 1 ％増加す

ると、1 人あたり水道用水需要量が 0.55 ％増加するとい

う結果となった 9。このことから、豊かになれば生活用水

9 1 人あたり実質 GDP が増加した時の 1 人あたり水道用水
需要量の変化は、1 人あたり実質 GDP の偏微係数によっ
て表される。本モジュールに使用した全 77 カ国のサンプ
ルの世帯平均人員数の平均値（1.4284）を用いて 1 人あた
り GDP の偏微係数を評価すると、0.5500となった。また、
後述の世帯平均人員数の持つ効果についても 1 人あたり
実質GDPと1人あたり実質GDPの2乗のサンプル平均（そ
れぞれ、8.1892、68.3611）を用いて同様に評価したところ、
－ 0.54 となった。

を使用する機器や設備の導入が増え、需要量が増加する

と考えられる。詳しく見ると、1 人あたり実質 GDP の

1 次の項の係数は正、2 次の項の係数は負で有意に推計

された。このことは、１人あたり水道用水需要量と実

質 GDP の関係は、下に開いた形状の 2 次曲線で表され

ることを意味するが、分析に使用した実質 GDP のデー

タは、極大点をとる値よりも小さい。したがって、1 人

あたり実質 GDP 増加によって需要量は増加するが、そ

の効果は GDP の増加に伴って逓減していることがわか

る。また、1 人あたり実質 GDP と世帯人員数の交差項

の係数は負で有意に推計された。これは、1 人あたり実

質 GDP 増加による水消費量増加の効果は、平均世帯人

員数によって異なるということである。人口密度につい

ては、2 乗の項の係数のみが正で有意に推計された。こ

のことは、人口密度の増加によって 1 人あたり需要量も

増加するが、非線形の関係にあることを意味する。人

口密度が高いと、社会経済活動が活発になり、図 2-4-1

に示す家庭用水と分離して考慮している都市活動に必要

な水（都市用水）の増加につながると推察される10。さら

に、平均世帯人員数の効果を推計結果に基づいて計算し

10 ただし、都市部と農村部では、人口密度の効果が異なる
と考えられる。しかしこれらのデータは入手できないた
め、効果を特定するためには工夫が必要である。これは
今後の課題とする。

表 2-4-3　データの出所
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表 2-4-4　各モジュールの推計対象国
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表 2-4-5　データの記述統計

表 2-4-6　水道アクセス率モジュールの推計結果

表 2-4-7　水道用水需要量モジュールの推計結果
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たところ、平均世帯人員数が１％増加した場合の 1 人あ

たり水道用水需要量は0.54％減少するという結果となっ

た。これは、世帯共通で水道水を使用することの節水効

果を示していると考えられる。

　最後に、漏水率モジュールの推計結果を見てみると、

1 人あたり実質 GDP が増加するほど漏水率は低下する

という推計結果が得られた（表 2-4-8）。1 人あたり所得

の増加は、水道事業への予算の増加、水道供給サービス

の質の向上による事業管理の改善、あるいは犯罪率の低

下を反映していると考えられる。ただし GDP の 2 乗の

項が正であることから、GDP 増加による漏水率低下の

効果は、GDP が増加するほど小さくなる。都市人口比

率が上昇するほど、漏水率は低下する。都市部に多くの

人口が集まっているほど、水道網の整備や管理が行いや

すくなるためと考えられる。また、識字率が上昇するほ

ど、漏水率は低下している。教育の普及による労働者の

質の向上・消費者の知識向上によって、水道事業の効率

性が上がる。あるいは、犯罪率が低下し、盗水が減少す

るものと考えることができる。

2．4．5　結論

　本研究では、全球水資源評価に資する生活用水需要量

を推計するために、水道利用下における水需要量を世界

国別に推計するモデルの開発を行った。従来、全球の国

レベルで生活用水量を推計する場合、人口や 1 人あた

り GDP を用いて推計されてきたが、本研究では、水利

用を水道アクセス率、水道用水需要量、漏水率の 3 つプ

ロセスに分離して、それぞれを経済的要因、政治的・社

会的情勢、文化的背景を含む生活様式の変化といった要

因を考慮したモデルの開発に成功した。今後、このモデ

ルを将来推計に用いる場合、説明変数の将来シナリオを

どのように準備するか、推計値が妥当なものとなるかが

大きな課題となるが、将来シナリオの設定に関しては、

現在、IPCC 第 5 次評価報告書に向けて開発されている

SSPs（Shared Socio-Economic Pathways）の活用が考

えられる。将来推計値の妥当性については、最大値（例

えば、アクセス率や漏水率は 100 ％を上限とする、水道

用水需要量は現在考え得る最大の利用量を上限とする、

等）の設定を検討して、推計に用いることで課題を解決

できると考えている。

　今後の課題は、①本推計に用いたデータの拡充、②将

来のシナリオを作成するためのモデルとしての妥当性を

検証すること、③将来推計に用いる説明変数のシナリ

オ作成、が挙げられる。①に関しては、特に漏水率モ

ジュールの推計に用いられたデータの国数が少なかった

ため、他のデータソースを探すことなども検討し、より

多くの国をカバーするようなデータを準備することで、

モデルの妥当性をより高める必要がある。②に関して

は、1999 年から 2008 年のデータセットに基づいてパラ

メータを同定したが、説明変数を将来シナリオに基づき

変化させた場合、想定外（例えば、アクセス率が 100 ％

を大きく越えてしまう場合や 1 人あたりの水道用水需要

量が実際に使われるであろう使途別需要量を大幅に超え

てしまう場合）値が推計されないか確認する必要があ

る。③に関しては、SRES（Special Report on Emission 

Scenarios）で提供されている、人口や GDP 以外の説明

変数のシナリオをどのように開発するかについて検討を

行う必要がある。

表 2-4-8　漏水率モジュールの推計結果
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＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「国別生活用水需要の将来推計のためのモデル開発－

水道用水需要量に着目して－」（環境科学会誌　掲載予

定）に基づいた内容である。環境科学会誌編集委員会の

了承を得た上で、論文中の一部の計算結果を抜粋して使

用している。
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2．5．1　使途別水使用量の把握の必要性と現状

　本節では、生活用水需要を詳細に推計するための使途

別の水使用量推計手法について説明する。

　家庭における水の使途別使用量は地域により大きな違

いがある。その理由として、降水量や水資源量といった

自然環境の違いによるものや、上水道や井戸などのイン

フラ整備状況の違いによるもの、また、生活様式等の文

化の違いが挙げられる。

　日本においては 1965 年には 1 人 1 日生活用水として

165L 使用していたが、その後約 30 年の間に 2 倍近い

322L の水を使用するようになった 1）。この生活用水量増

加の原因としては、上下水道等のインフラの整備や水洗

トイレの普及が進んだことや、生活水準の向上が考えら

れる。2005 年時点では、アジアにおける 1 人 1 日水使

用量は日本が一番大きく、他のアジア諸国の中には 1 日

の 1 人あたり水使用量が 100L にも満たない国が多い 2）。 

しかし、多くのアジア諸国では今後の人口増加や、経済

成長に伴い、インフラの整備や水洗トイレ等水使用機器

の普及が進み、今後の水使用量が急激に増加することが

予想される。人口増加や都市域への人口集中などと相

まって、生活の基盤を維持するための十分な水を確保で

きない場合、持続可能な発展に大きな障壁になることが

懸念されている。持続可能な発展のための計画を立てる

ためにも、現状や将来の水使用量の構造を把握すること

が非常に重要になる。

　生活の中でエネルギーや水をどの程度消費できるかど

うかは、われわれの生活の豊かさに強く影響する。水使

用量は、われわれの生活に強く影響を与えるにもかかわ

らず、研究はまだ少なく消費実態はつかみきれていない

部分も多い。

　家庭部門における水使用に関する研究では、水使用量

総量の推計を行う研究が多い。それらの研究のほとんど

は、水の使用量に影響を与える人口や GDP 等を説明変

数として、分析を行うものである。例えば、Alcamo et 

al.（2003）3）の開発した水使用量推計モデル WaterGAP 

2 の中では 1 人あたり GDP を説明変数とした式を用い

て生活用水を推計している。また、回帰分析を行った例

としては、Zhang and Brown（2005）4）の中で、生活用

水に影響を与えると思われる変数（水使用回数や世帯属性

など）を説明変数として回帰分析を行った例などもある。

　また、使途別水使用量については、実地調査を報告し

ているものがほとんどであり、使途別水使用量を推計し

ている研究は少ない。調査結果についても国全体の結果

ではなく、特定の都市や地域を対象としたもので、単年

の調査がほとんどである。アジアを対象に行われた調査

を表 2-5-1 に示した。表 2-5-1 からも明らかなように、

家庭用水について断片的な情報は得られるものの、国全

体の水使用量の傾向を把握するのは困難である。

　以上のように、家庭における水使用量に関する研究や

調査についてまとめると、水使用量総量については、社

会、経済変数を利用して推計する手法が提案されている

が、家庭での使途別水使用量については、地域、年とも

に非常に限られた調査結果が報告されているのみであ

り、包括的に研究、調査が進んでいる状況ではない。そ

こで、本研究では、様々な統計から得られる情報を中

心に、各国の使途別水使用量を把握する方法を提案し、

2005 年を基準年とした使途別水使用量の把握と、2050

年までの使途別水需要量の変化を推計した。さらに、収

集可能なデータを使用し、世帯構造や機器普及率を考慮

した詳細な推計を可能にすることで、調査データが少な

い発展途上国でも適応できるツールを開発した。また、

本ツールをアジア各国に適用し、2050 年までの水使用

量を推計した。

2．5．2　基準年の使途別水使用量推計

　本研究では、次の二つの推計を行った。はじめに、1）

世帯人数や機器普及率と使途別水使用量の関係を定義

して、基準年（2005 年）の使途別水使用量を推計した。

次に、2）世帯人数や機器普及率の変化を考慮した 2050

年までの使途別水使用量の推計を行った。

　まず 1）の基準年における水使用量の推計では、使途

別水使用量に関係する様々な変数（都市部と農村部にお

ける水道の普及率、下水道の整備率等のインフラの導入

状況の違い、世帯人数の違い）を考慮した積み上げ計算

により使途別水使用量を推計した。本推計で用いた使途

別水使用量を決定する変数間の関係を図 2-5-1 に示す。

家庭の水使用量は生活スタイルや水利用に関わる機器の

導入状況などで大きく異なる。そこで、家庭で使用さ

2．5　家庭における使途別水使用量推計手法の開発
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れる水の使途として、トイレ、風呂、食器洗い、洗濯、

飲食、その他の 6 つを想定した。水の使途の定義を表

2-5-2 に示した。これらの使途のうち、飲食用とその他

の水需要は社会・経済変数から推計することが困難であ

るため、外生的にシナリオで使途別水使用量を決め、他

の 4 つの使途については、使途別水使用量に関係する変

数から推計した。以後、推計方法について説明する。

2．5．2．1　トイレにおける水使用量

　トイレの使用における水使用量は、大きく 2 種類があ

る。1 つは、a）トイレ施設そのものを清掃するための

水使用量と、もう 1 つは、b）体の洗浄を目的とした水

使用量である。a）のケースでは、日本などの先進国で

利用されている水洗トイレでトイレの洗浄に用いる場合

と、水汲み場から柄杓を利用して洗浄する場合、また、

もともと水の流れているところにトイレを設置する場合

などがある。今回の推計では家庭での水使用量なので、

もともと水の流れているところにトイレを設置するケー

スの水使用量は計上しないものとする。水洗トイレのト

イレ洗浄用の水使用量は 10L/ 回11、体の洗浄用の水使用

量は 1 L/ 回17）とする。トイレ洗浄用の水使用量は地域

11 日本衛生設備機器工業会 35）の現在使用トイレの洗浄水量
に関する調査結果から、現在使用されているトイレの平
均的な洗浄水量を 10L と設定した。

によって異なると思われるが、現時点では十分な情報が

ないため、全地域で同じ値を用いた。

　また、b）のケースでは、最新のトイレのようにウォ

シュレット機能が付いているものや、体洗浄用の水道が

併設されているケースなど様々あるが、全てのケースを

含むものとする。

　これらの情報を整備するには、種類別のトイレ普及率

データが必要となるが、整備されたデータは非常に少な

い。そこで各国の調査等から表2-5-3のように設定した。

　また、トイレの使用回数は、1 日 7 回22）とするが、そ

のうち家庭でのトイレの使用回数は在宅時間によるもの

とし、学生と勤労者については 1 日 3.5 回、その他は 6.3

回とした。

2．5．2．2　風呂における水使用量

　風呂での水使用量には、シャワーによるものと、風呂

使用によるものがある。特にアジアの地域では風呂を使

用する文化は日本以外には見られないため、日本以外は

シャワー使用のみを考慮した。シャワーの使用も地域に

よって異なる。日本でのシャワーの使用は、風呂の代替

であり、比較的時間をかけて使用しているが、アジアの

暑い地域では、汗を流すために 1 回の使用時間は短いが

日に何度も使用している。そこで、各地域のシャワー回

数と水の使用量を表 2-5-4 のように設定した。途上国

表 2-5-1　アジアにおける家庭の水使用量に関す調査報告
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におけるシャワー回数について根拠となるような文献は

なかった。しかし、気候や習慣等により国により違いが

あることが予想されるため、本研究では次のように設定

した。中国では夏は1日に1回、春と秋は、週5回程度、

冬は週 3 回24）と設定し、その結果年平均 5 回 / 週とした。

一方、インドでは、上水道の普及レベルを考慮しても明

らかに中国より少ないことが予想されるので、中国の冬

程度のレベルが年間続くものとした。ベトナムは、非常

に暑いため、頻繁にシャワー浴びるものとし、一番暑い

3 カ月のみ 1 日 2 回シャワーを利用し、他の季節は 1 日

1 回シャワーを浴びるものとした。

2．5．2．3　食器洗いにおける水使用量

　食事の回数は 1 日 3 回とし、そのうち家の中で食べ

る割合（内食率）を考慮して食器洗い回数を設定した。

さらに、洗い方についても流水すすぎか溜すすぎかを

考慮した。流水すすぎの水量は 45L/ 回（日本・韓国）、

36L/ 回（それ以外の国）、溜すすぎの水量は 20L/ 回と

した。先進国については、日本電機工業会の基準を参

考に12、1回あたり45Lとした。途上国では、流水すすぎ

12 日本電機工業会の基準では食器を手洗いした時の使用水
量として、1 日 2 回の食器洗いについて、食器 53 点・小
物 24 点を 10L のお湯でつけ置き洗いした後、毎分 6L で
食器 1 点あたり 13.5 秒、小物１点あたり 5.5 秒流し湯で
すすぐものとしている。1 回あたり 5L のつけ置き洗い
が非現実的なため半分の 2.5L とした場合、水使用量が
89.75L となるため、1 回あたり水使用量を 45L とした。

でも先進国よりは水使用量が少なく、先進国の 80 ％の

36L とした。溜めすすぎに関する情報は少ないが、大 

瀧25）から 1 人 1 日 15L 程度使用するとのことなので、4

人家族、1 日 3 回の食事という設定で 1 世帯あたり 1 回

の溜めすすぎ水使用量を 20L/ 回とした。また、流水

すすぎを行なっている割合は、日本で 100 ％、韓国で

60 ％、その他は 20 ％とした。この割合に関する情報は

文献で得られなかったため、本研究では筆者が適宜設定

した。内食率は Euromonitor International18）の消費支出

金額データから計算した。

2．5．2．4　洗濯における水使用量

　洗濯の方法としては、洗濯機の利用と手洗いの 2 種類

がある。洗濯機の普及率は表 2-5-5 に示した通りであ

るが、アジアの途上国では普及率が高くても洗濯機を使

用しない、もしくは洗濯機と手洗いの併用をしている世

帯が多いことが明らかになっており25, 26）、洗濯機使用率

図 2-5-1　モデル構造

表 2-5-2　水の使途の定義
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は表 2-5-5 のように、先進国では普及率と使用率が同

じものとしたが、途上国では普及率の約 1/3 の使用率13

であると設定した。洗濯機には大きく一層式と二層式の

ものがあるが、種類別データは入手できなかったので、

一層式が普及していると仮定している。また洗濯機の性

能は基準年においては、全て 110L/ 回14 とした。

2．5．2．5　飲食・その他における水使用量

　飲食、その他については、基準年において参考となる

ようなデータがある場合はその値を、そうでない場合

は、適宜データを設定した。設定した値については、表

2-5-6 に示した通りである。

2．5．2．6　2005 年の使途別水使用量

　各国の推計結果を表 2-5-7 から表 2-5-11 に示した。

日本は、風呂、トイレ、食器洗い、洗濯の順に水が使用

され、1 人 1 日あたり 228L 使用していると推計された。

13 花王 26）から、中国都市部においては、洗濯機の普及率が
97 ％であるにもかかわらず、洗濯機の使用頻度が平均週
2 回程度、手洗いの頻度は 4.4 回程度であることから、本
研究では途上国では、洗濯機の普及率に対し使用頻度が
約 1/3 であると設定した。

14 洗濯機の種類のよっても水使用量は大きく異なるので、
厳密な設定は非常に困難であるが、生活知恵袋ホーム
ページ 36）に 2005 年に調査された水槽式とドラム式洗濯
機の 1 回あたり平均水使用量を参考に設定した。海外に
普及している製品についての情報は得られなかったので、
日本と同じ値としている。

東京都の 2006 年の調査結果（表 2-5-7）と比較すると、

総量、使途別水使用量ともに概ね同様の傾向を示してお

り、全体的に良好な推計結果が得られた。

　中国では、2005 年における 1 人 1 日水使用量が約

98L と推計された。この結果は、中国全体の報告値より

20 ％程度大きく、また北京等の都市部における水使用

量の 30-40 ％程度小さい値となった。中国では、人々の

生活レベルの格差が激しく、水の使用に関しても、イン

フラの整備状況、生活レベルが都市部と農村部では大き

く異なっている。しかし、近年の急速な発展に伴い都市

部のみならず農村部でもインフラの整備が進んできたこ

とを考慮すると、IBNET2）の 77L/day/ 人は若干少ない

のではないかと思われる。経済成長に伴う水使用機器の

普及率の増加や、人々の清潔への関心の増大に伴い水使

用量は増加していると考えられ、都市部ではかなり水を

使用しているとの報告27）もあるが、それでも中国におけ

る 1 人 1 日あたり平均水使用量は日本の 40 ％程度であ

ることがわかった。また、使途別結果を北京と河北の調

査結果とすると、飲食や食器洗の項目については、絶対

量が大きく違わないが、トイレや洗濯といった機器によ

り水使用量が大きく異なる使途については、国全体は都

市部と比較してかなり小さいことがわかった。

　韓国の結果を見ると、水使用量総量は 179L/day/ 人

と推計され、報告値7, 28, 29）と比較して妥当な値となった

が、使途別の結果については調査結果と若干のかい離が

表 2-5-3　トイレの普及率データ

表 2-5-4　風呂・シャワー回数と水の使用量
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表 2-5-5　洗濯機普及率

表 2-5-6　飲食・その他における水使用量データ

表 2-5-7　日本の水使用量推計結果 表 2-5-8　中国の水使用量推計結果

表 2-5-10　インドの水使用量推計結果表 2-5-9　韓国の水使用量推計結果

表 2-5-11 ベトナムの水使用量推計結果
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見られた。特に、飲食と食器洗いに使用される水使用量

に関してのかい離が激しい。この点については今後も精

査が必要だが、韓国の生活レベルを考慮した上で、中国

や日本の調査結果と比較してみると、韓国の調査結果が

若干小さいと思われる。

　インドやベトナム等の途上国では、推計結果を比較す

る調査結果が少なく、現状では結果の妥当性を充分に評

価できない。しかし、ベトナムについては、使用総量の

推計結果は報告値と比べて約 4L/day/ 人少ないだけの

結果となり、妥当な推計結果が得られた（表 2-5-11）。

今後、現地調査や統計データの整備が進み、使途別水使

用量の状況が適切に把握されることを期待したい。

2．5．3　将来の使途別水使用量推計

2．5．3．1　2050 年までのシナリオ

　将来の使途別水使用量は、大まかには地域の発展に伴

うインフラの整備（水道アクセス率の向上等）による水

使用量の増加と、機器の改善に伴う水使用量の減少が同

時に起きることが考えられる。本研究では、これらの二

つの大きな変化に加え、世帯人員数の変化と都市化率の

変化という二つの社会変化を考慮した将来推計を行っ

た。

　世帯人員数については、過去 30 年程度の推移を考慮

して減少するものとし、図 2-5-2 に示すシナリオを設

定した。また都市化率については UN30）を使用した（図

2-5-3）。各国機器普及率等のシナリオ設定を表 2-5-12

にまとめた。先進国では洗濯機やトイレについて節水機

器が導入されるものとした。2050 年において導入、普

及する節水機器は、日本が最も進んでいるものとし、洗

濯機は 1 回の水使用量が 65L、トイレは 1 回の水使用

量が 4 L のものが普及するものとした。2011 年現在で、

洗濯機については水使用量が 72L/ 回 31）、トイレでは 4.8 

L/ 回32）の節水機器が販売されており、将来普及する機

器効率は、現在の最新式の機器が 2040 年（現在の 30

年後）に平均的に普及し、機器効率の変化が指数関数で

表現されるものと仮定した場合に、2050 年に普及する

平均的な機器効率として設定した。また、途上国ではイ

ンフラの整備に伴い、機器等が普及するものとしてい

る。風呂・シャワーの使用回数は、日本とインドについ

てシャワーの回数が増えるものと設定した。日本に関し

ては、横須賀市水道局33）から一週間当たりの風呂の利用

回数が減っており、これまでの傾向を踏まえて、5 年で

0.05 回 / 週ずつ減るものとした。その減少分が、シャ

ワーの利用回数の増加になるものとした。インドについ

ては、上下水道の整備に伴い今まで以上にシャワーを浴

びる文化になるものと想定し、2020 年までは 5 年ごと

に 0.075 回 / 週ずつ増えるものとし、それ以降は、3 倍

の0.225回 / 週増えるものとした15。流水すすぎ率は途上

国について5年ごとに一律2％ずつ増加するものとした。

2．5．3．2　2050 年の使途別水使用量推計結果と考察

　2050 年までの使途別水使用量の推計結果を図 2-5-4

から図 2-5-8 に示す。日本や韓国では節水機器の導入

が進むことにより、1 人あたり水使用量は減少すると推

計された。一方、中国・インド・ベトナムでは、インフ

ラの整備や水使用機器の普及により水使用量が増加する

ことが推計された。

　日本では 2050 年にかけて 1 人あたり水使用量が減少

し続ける一方、韓国では一度増加し、その後減少に転じ

る結果となった。日本と韓国で使用量の推移の違いがあ

るのは、韓国の方が水洗トイレの普及率が若干低いた

15 2020 年までは一年で最も暑い 3 カ月間にシャワーの回数
が増えるものとし、2025年以降は、暑い9カ間でシャワー
の回数が増えるものと想定した。
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図 2-5-2　世帯人員数の設定

図 2-5-3　都市化率の設定
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め、その普及率の増加があるためである。

　中国、インド、ベトナムでは、いずれも水洗トイレの

普及により、大幅な水使用量の増加が推計された。

　表 2-5-13 に将来推計結果のまとめを示す。インドや

ベトナムでは 1 人 1 日あたり水使用量の増大に加え、人

口増加も進み、国全体としての水使用量がそれぞれ 2.27

倍、1.62 倍になることが推計され、激しく増加するこ

とが明らかになった。中国では 1 人あたり水使用量は増

加するものの、2050 年時点では、人口増加のピークを

越え減少し始めているため、国全体としては現在より

28 ％程度の水使用量増加に留まると推計された。また、

日本では、節水機器の導入により 1 人あたり水使用量が

減少する可能性を示したが、さらに、人口減少の効果も

考慮すると国全体としては、2005 年時点の 7 割程度の

水使用量となることが示唆された。アジアでは、発展途

上の国が多く、今回推計対象とした中国、インド、ベト

ナム以外にも、人口の増加、経済の成長に伴う水使用量

の増加が予想される国が多くある。家庭生活において、

水が十分に使えることが健康で快適な生活への鍵の一つ

であり、急激な水需要の増加に見合う供給ができるかど

うかが、アジア地域の成長のポイントとなるだろう。

2．5．4　結論

　本節では、都市化率と世帯規模を考慮したボトムアッ

プ型の家庭における使途別水使用量を推計する手法につ

いて説明し、アジア地域に適用した結果を示した。2005

年の使途別水使用量については、他調査結果と比較して

おおむね良好な推計結果を得ることができたとともに、

日本、中国、インド、ベトナム、韓国の 1 人 1 日あたり

水使用量がそれぞれ 228、98、59、89、179L であるこ

とが分かった。また、都市化の進展と世帯人員数の変

化、水使用機器普及率の変化を考慮した 2050 年までの

水使用量推計の結果、途上国では 1 人 1 日あたり水使用

量が増加し、2005 年と比較して 30 ％から 50 ％程度の

増加が予想された。また、人口増加による影響も考慮す

るとインドでは 2005 年と比較して約 130 ％もの水使用

量の増加が予想された。一方、先進国である日本や韓国

表 2-5-12　その他のシナリオ設定（図中　2005 年→ 2050 年）

図 2-5-4　日本の使途別水使用量推計結果

図 2-5-5　韓国の使途別水使用量推計結果

図 2-5-6　中国の使途別水使用量推計結果
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では節水機器の導入も進み、1 人あたり水使用量は減少

することが予想された。特に日本では人口減少も進むた

め、国全体として 2005 年と比較して 70 ％程度の水使用

となることが推計された。

　本手法を世界各国に発展させることにより、2.4 節で

説明した水使用量推計手法の妥当性を裏付けることも可

能となる。また、全球水資源モデルとリンクすること

で、より社会経済状況や節水行動も考慮した動的な家庭

用水の将来推計が可能になることが期待される。

＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「家庭における使途別水使用量推計手法の開発とアジ

ア各国への適用」（環境科学会誌　掲載予定）に基づい

た内容である。環境科学会誌編集委員会の了承を得た上

で、論文中の一部の結果を抜粋して使用している。
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2．6．1　研究背景

　これまで世界を対象とした多くの水資源評価分析が行

われてきた（Oki et al.（2003）1）; Alcamo et al.（2007）2）; 

Hanasaki et al.（2008）3）; Shen et al.（2008）4））。こうし

た水資源評価の研究では、基本的に今世紀中に人口増

加、所得増大により水需要が増加し、水資源逼迫の可能

性があるとされている。さらに、気候変化も加わり、地

域によっては水資源が非常に限られる可能性も指摘され

ている。

　水の需要源は大別して、農業、産業、家庭に分けられ

るが、それらは 1995 年付近でそれぞれ約 66 ％、21 ％、

13 ％とされている5）。水資源評価を行う上で工業用水は

一見重要そうでないように見えるが、今後の途上国を

中心とした経済発展によってはその物理的な量、シェ

アが大きく伸びる可能性もある。Alcamo et al.（2007）2） 

と Shen et al.（2008）4）は、社会経済シナリオとして

SRES6）を用いて、産業用水の将来シナリオを提示した

が、それらは今後産業用水が大きく増加することを示し

ていた。

　ただし、これらの先行研究はいずれも産業用水を集約

的に扱っている。Alcamo et al.（2007）2）は、電力消費

量をドライビングフォースとして、 水利用技術進歩（水

消費強度）を 1 人当たり GDP で記述した式で推計を行っ

た。Shen et al.（2008）4）は、電力消費をドライビング

フォースとして、水利用技術進歩をタイムトレンドで記

述した式で推計を行った。これらの既往研究のシナリオ

では共通して以下の強い仮定を暗黙に置いている。すな

わち、産業内構造変化による水消費強度の変化、各部門

によって異なる技術進歩は集約的に扱われている産業全

体の技術変化に内包するというものである。

　上述の先行研究が上述のような手法を取ったのには理

由が 2 点あると考えられる。第 1 に、世界全域をカバー

した現状を記述する水統計は AQUASTAT7）がほぼ唯一

の統計であるが、そこには部門別の情報が収録されてい

ないことである。第 2 に電力、産業別の工業生産等の水

需要のドライビングフォースとなる指標の将来シナリオ

が得られなかったということである。

　本研究では上述の問題点を克服して産業用水（取水）

に関する将来シナリオの新しい推計を提案する。そのた

めに、本研究では主として3つの工程を行った。まず1）

国別・部門別の水消費統計を集め回帰分析にかけること

で、過去に経験した技術変化を部門別で推計する。そ

して、2）その回帰式で得られた結果を基に、現状の部

門別の産業用水を推計する。最後に、3）ドライビング

フォースとなる産業別生産、電力生産量の将来シナリオ

と将来の水利用技術に関する想定を行って産業用水の将

来推計を行う。ここで、ドライビングフォースは IAM

（Integrated Assessment Model） の 一 つ で あ る AIM/

CGE モデル8）から得る。

　現状に関する情報が不足している点を補おうとした

取組としては Vassolo et al.（2005）9）がある。Vassolo et 

al.（2005）9）は、工業生産の物理量当たりの水消費量を

先進国から得て、それらを使って産業別の推計を試み

た。ただし、Vassolo et al.（2005）9）では現状の産業部

門の分割を行ったが、過去の技術変化に関する解析は行

われなかった。また当時の試みでは使えた情報が非常に

限られていたが、現在 EUROSTAT 10）をはじめとして、

少しずつ産業用水に関する情報が増えており、それらを

システマティックに用いれば、より現状を表すのにもっ

ともらしい推計ができる可能性がある。

　一方、将来のドライビングフォースとして前提とな

る社会経済シナリオであるが、現在 SRES6）の次の社

会経済シナリオとして SSPs（Shared Socioeconomic 

Pathway）（Moss et al.（2010）11）, O＇neill et, al.（2011）12） 

など）が作成されている。この SSPs をベースにした

研究はまだ数少ないが、Jiyong et al.（2012）13）がある。

今回はこの SSPs をベースとする社会経済シナリオを

AIM/CGE モデルに入力して、水需要のドライビング

フォースとなる産業別の生産量を準備した。

　次節では、本研究が採用した手法の全体像について述

べる。2.6.3 節では過去の水消費の解析手法について述

べる。2.6.4 節では推計された現状の産業用水について

示す。2.6.5 節では将来シナリオの推計で用いるドライ

ビングフォースと水技術の想定について述べる、2.6.6

節では将来シナリオの結果について解析し、2.6.7 節で

本研究をまとめる。

2．6　工業用水需要推計モデルの開発とシナリオ分析
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2．6．2　分析方法

　まず、本研究の全体像を述べる。将来の産業用水シナ

リオを作成することが最終的な目的である。この時に部

門別、地域別の推計を試みる。そのためには 3 種類の情

報が必要となる。すなわち、第 1 に産業用水のドライビ

ングフォース、第 2 に将来の技術見通し、第 3 に現状の

部門別、地域別の水取水量（もしくは水消費強度）で

ある。1 つ目の情報は、部門別の実質付加価値額及び火

力・原子力・バイオマス発電量を用いる。これらのドラ

イビングフォースは SSPs を社会経済シナリオとして用

いた AIM/CGE モデルの出力を使用する。

　2 つ目の将来の水技術の見通しは、過去の水技術の進

歩を計測し、それを基にシナリオとして設定する。この

ために国別、部門別の取水に関する統計を集め、回帰分

析を行った。

　3 つ目の現状の部門別取水量は前述の回帰分析より推

計する。この回帰分析では世界の標準的な水消費強度や

水技術の改善に関する情報が得られる。推定結果を基に

統計情報がない地域等を補完した。本推計の手順を図

2-6-1 に示す。

　本研究で使う 2 つのツール AIM/CGE と回帰分析に

ついて簡単に説明する。AIM/CGE モデルは、世界を

12 地域、38 部門に分割した逐次動学型の応用一般均衡

モデルである。2005 年を基準年として 2100 年まで 1 年

ステップで計算がなされる。エネルギー需給の記述をよ

り詳細にするために、発電は 11 部門にわかれている。

各産業部門は CES 関数のネスト構造で表されている。

貿易は各財について一つの世界市場を仮定している。モ

デル詳細については Fujimori et al.（2012）8）を参照され

たい。

　次に回帰分析であるが、ここでは各産業別で回帰分析

を行う。各産業の水消費強度（生産指数あたりの取水量）

を説明する式を想定する。水技術の時間的改善を表す

項、各国の水技術差を調整する項、世界の標準的な水技

術を表す項という 3 つの変数を回帰する。国際統計では

部門別の情報が得られないので、国統計を基本として国

横断的に分析を行う。ここでは部門別に加えて産業全体

という区分についても推定を行う。これは次のステップ

で基準年の産業用水を作成する際に、コントロールトー

タルとするためである。

2．6．2．1　回帰分析

（回帰式とその考え方）

　過去の技術進歩及び、各国別・部門別水取水量を計算

図 2-6-1　分析手法の全体像
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するために回帰分析を行う。基本的には水消費強度（ド

ライビングフォースあたりの水取水量）の推計を試みる。

まずは我々が仮定した式を示し、そこから我々が置いた

仮定について説明する。

 （1）

 （2）

 （3）

：t 年、部門 j、地域 r における活動量

：t 年、部門 j、地域 r における取水量

：水消費量（統計値）

：t 年、部門 j、地域 r における水消費強度

αj；部門 j の水消費技術改善係数
βr,j；部門 j、国 r の水消費係数

Cj；部門 j の水消費係数
εt,r,j：誤差項

J：部門集合

Jd：詳細な部門の集合（産業全体を含まない）

Jt：産業全体の集合

R：地域の集合

T：時間の集合

　アッパーバーがついているのは、既知の外生変数であ

り、それ以外は内生変数である。

　最初の式は、取水量がドライビングフォースと水消費

強度をかけることで得られるという定義式である。ドラ

イビングフォースは各部門の生産量を表す指標である。

　2 つ目の式は水消費強度を説明する式であり、この式

が回帰分析される。第 1 項は技術進歩を表すもので、タ

イムトレンドで技術進歩を説明するとした。これは先に

述べた Shen et al.（2008）4）の考え方と同じである。第 2

項は各国別の技術水準を表すものである。この変数が機

能するのは統計値が得られる国のみである。3 つ目の項

は世界の標準的な水消費強度を表す係数である。この式

の意味するところを説明する。

　我々はまずある部門 j については全世界共通した標準

的な水消費係数 C が存在すると仮定した。次に、時系

列的に水消費に関する情報が得られる場合は、C と異な

る各国の技術水準を βで表現する。そして、技術進歩は

全世界共通で年々同様に行われると仮定した。

　3 つ目の式は取水量の観測値とここでの推定値の誤差

を表すものである。これらの式を詳細な部門別で適用す

ることを試みる。

　ただし、産業用水トータルは水の技術だけでなく、産

業構造の変化も水消費強度に織り込まれることになるた

め、国によってその技術改善スピードが異なることが予

想された。そのため産業用水全体に対しては（2）の代

わりに以下の（2）’を適用する。

 （2）’

dr,j：国別の産業構造変化に伴う水消費強度改善を表す変

数

　この式はタイムトレンド項に各国の産業構造変化を表

す d という係数を用意することで各国別の産業構造変化

を表現した。

（適用先と得られた統計値）

　今回の分析では、表 2-6-1 に示すような部門単位で

上述の回帰式を適用した。

　次に、我々が収集した統計について述べる。表 2-6-2

は産業用水について情報を収録した統計である。統計に

よっては非常に限られた情報しか収録していない。例え

ば、AQUASTAT は産業全体のみ、USGS（2004）14）は

表 2-6-1 部門分類
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発電部門のみ収録している。また、部門単位で限られて

いるだけでなく、年単位でも限られている統計も多い。

例えば、日本の工業統計15）は長期の時系列（1961 年か

ら 2004 年の各年）で統計が得られるが、イギリスの水

統 計 で あ る Environmental Accounts - Consumption of 

water resources by industrial sector16）では 1 年しか得ら

れない。

　次に、各産業の生産量を表す指数であるが、電力につ

いては物理的な火力・原子力の生産量17, 18）、それ以外の

部門については Fujimori et al.（2011）19）で用いた実質

価格付加価値額を用いた。これらの生産量指数のデータ

の利用可能性から実際に回帰式を適用した期間は 1971-

2005 年である。

（データのスクリーニング）

　実際に前述の回帰分析を適用しようとする際にデータ

を見たところ、回帰分析に不適切であると考えられる

データが存在した。そこで、本研究では以下の 3 つの基

準を設けてデータのスクリーニングを行った。

 1 ）ある国、部門の観測値のうち最も近い年もの同士を

比べて年率換算の変化率を取り、この変化率が 2 倍

以上もしくは半分以下である。

 2 ）産業全体については AQUASTAT と各国の統計を

比較して、2 倍以上の乖離が 1 年でも見られた場

合、国統計の方を優先して採用し、AQUASTAT

の情報を棄却した。ただし、実際には欠測などで

AQUASTAT と各国統計を比較できた例は少なく、

実際に棄却された国はオーストラリアだけだった。

 3 ）発電部門については発電量をドライビングフォース

として使うので、kWh あたりの水需要 m3 という物

理量として比較可能である。アメリカの 2000 年の

実情である 21,000gal/MWh（Freedman and Wolfe

（2007））から判断し、この値から 10 倍もしくは

1/10 離れているような値はかなり非現実的である

表 2-6-2　収集した統計とその概要
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と考えられたので、除外した。

（結果）

　回帰式の適用結果を示す。ここでは技術進歩係数に注

目して結果を示す。表 2-6-3 は推定結果、t 値及びデー

タ数と修正済み決定係数を表している。データ数は国×

年の数となる。産業全体以外は負値を取った。産業用水

のシェアが最も多いと言われる電力では -0.03 となり年

率約 3 ％の技術進歩が観測された。また、化学や鉱業な

どで高い技術進歩率が見られ、金属や紙パルプでは相対

的に低かった。また係数αの t 値を見ると十分に高い値

をとり、t 値がゼロである産業全体を除きいずれの部門

でも有意であった。自由度修正済み決定係数も比較的大

きな値を取っており、推定式の再現性も高いと考えられ

る。産業全体はαの推計値自体がゼロ（0.000）であっ

たため、t 値もゼロとなった。

2．6．3　推計と統計・他研究との比較

　 本 研 究 推 計 値 を AQUASTAT と 比 較 す る。

AQUASTAT では産業用水トータルしか得られないの

で、産業用水トータルのみの比較を行った。図 2-6-2 は

AQUASTAT と本研究推計値を比較可能な国、年につい

てプロットしたものである。おおむね AQUASTAT と近

い値を取っていることがわかる。これは表 2-6-3 の推

計結果の決定係数の値の高さから見ても容易に想像の付

く結果である。

　次に既存の研究と本研究の推計を比較する。Vassolo 

et al.（2005）9）が、全世界で電力とそれ以外の産業用水

を分けた唯一の研究であるのでここではそれと比較する

（表 2-6-4）。ただし、いくつか比較する上で注意が必要

である。第 1 に、Vassolo et, al.（2005）9）は 1995 年付近

の推計をしたものであり、本研究は 1995 年と将来推計

の基準年となる 2005 年の値を示す。第 2 に本研究推計

のその他産業には Mining も含まれていることである。

また、地域区分については Vassolo et al.（2005）9）がど

のように対応しているか詳細が不明だったので、多か

れ少なかれ地域区分による誤差も含まれると思われる。

従って、ここでは本研究推計値と Vassolo et al.（2005）9）

でどのような差があるのか、あるとしたらどのような理

由によるものなのかを議論する。

　ここで比較した結果、いくつか注目すべき点があっ

た。まず、最も多くの取水がある、北米については、本

研究と Vassolo et al.（2005）9）は比較的近い値を取ってい 

る。発電由来は本研究が 196 × 109 m3 であるのに対し

表 2-6-3　推定結果（α）

図 2-6-2　AQUASTAT と本研究推計値の比較
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て Vassolo et al.（2005）9）では 224 × 109m3 である。そ

の他産業は発電よりも近く、39 × 109m3 と 42 × 109m3

であった。次に欧州であるが、発電由来は約 30 ％程度

の乖離であるがその他産業由来は 2 倍近い乖離がある。

これらについては明確に原因について述べることは困難

であるが、1 つ重要な要素として考えられたのは旧ソ連

である。欧州の多くの主要な国については EUROSTAT

によって我々の推計は調整されているが、ロシアなどの

旧ソ連諸国は統計が得られなかったため、旧ソ連の推計

値は本研究で推計された係数に依存する。例えば、本研

究が推計した旧ソ連の発電由来の取水は 60 × 109m3 あ

り、Vassolo et al.（2005）9）と比較しても十分大きな値

であった。

　本研究のアジアの値についてみると、発電由来は

Vassolo et al.（2005）9）より大きく、その他産業由来は

Vassolo et al.（2005）9）より低い。発電由来の取水につ

いては 2005 年の中国だけで 45 × 109m3 あり、我々の推

計がそれほど過大評価しているとは考えていない。もち

ろんこの統計値と比較している1995年は10年差があり、

その間電力消費の増加と技術進歩があるため単純な比較

はできないことは断っておきたい。一方その他産業はや

はり2005年の中国で26×109m3、日本が12×109m3（2004

年）であるため、我々の値が過小評価であるというのも

難しいだろう。

　世界全体からみるとオセアニアは大きなシェアではな

いが、Vassolo et al.（2005）9）との値の乖離は非常に起

きい。オセアニアについては経済規模から考えてもその

大部分をオーストラリアが占めているという点から比較

的検証が容易である。オーストラリアの統計21）によれ

ば、2000 年における発電由来は 54.8 × 109m3、その他産

業由来は 0.9 × 109m3 であった。これらは AQUASTAT

の2000年の報告2.4×109m3と大きな乖離があったため、

データスクリーニングの基準に AQUASTAT の値が棄却

されている。そのため、AQUASTAT とは大きく異なる

値が推計され、結果として Vassolo et al.（2005）9）とも

乖離が大きくなっていると考えられる。

2．6．4　産業用水の現状

　前節で得られた結果から現状の推計を行う。回帰式で

得られた係数とドライビングフォースから推計する。部

門別の計算をしたのちにそれらを集計し、産業全体の量

と合わせるようにスケールアップ、もしくはスケールダ

ウンを行ったものを現状の産業用水とする。繰り返しに

なるが、国統計が存在する地域は、係数 βが機能して、

その国の技術水準を表す。そのため、統計値が存在する

地域の推計値は自動的に各国統計に近い値となる。

　推計の結果を部門別、地域別でみたものを図2-6-3、

図2-6-4に示す。地域別にみると北米が最も大きなシェ

アを占め、次いで、中国、西欧となる。これらはほぼ経

済の規模に比例している。ただし、2005 年時点では世

界で 2 番目に大きな GDP を持つ日本は 2 ％と低いシェ

アであり、水消費強度は小さい。これは回収水を含む水

利用技術が高いことによると考えられる。

　次に部門別でみると、電力が全体の 3/4 を占める。次

いで、金属、化学となり、全体のそれぞれ 8.5 ％となっ

た。

表 2-6-4　2000 年付近の推計値と既存研究との比較
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図 2-6-4　2005 年における産業部門別の産業用水 16

2．6．5　水の将来技術

　我々の過去の推計結果からは、非常に強い技術改善が

なされてきたと考えられる。例えば電力で見られるよう

に年率 3 ％という水消費強度の改善は今後も見込めるの

かどうかは非常に不確実である。

　我々は過去と同様に強い技術改善が進むケースは適応

策のチャレンジが相対的に低い SSP1 と SSP5 の世界観

に合致すると考えこれらのシナリオでは過去の技術進

歩が継続すると仮定した。すなわち、SSP1 と SSP5 で

は回帰分析で得られた係数をそのまま使うこととなる。

SSP3、SSP4 では Adaptive Challenge が大きい世界であ

る。すなわち水技術に関して進歩が小さいとして、回帰

式で得られた値の 1/4 を割り当て、中庸な世界である

SSP2 は半分の値を使用した。これらの想定は恣意的で

あり、推計に大きな影響を与えるため、次節では感度分

析を示している。

　ただし、電力部門については、我々は物理的な量 m3/

MWh をチェックすることができる。電力部門では、基

本的に冷却用途に水は使われるが、閉ループで再利用

をしても、物理的な限界として 3 m3/MWh とされてい 

る（EPRI, 2002）24）。従って、この水準を超える技術改

16 軽工業は繊維と木材の合計である。

善を持つ地域はこの値を下限とした。

2．6．6　将来シナリオ

　工業用水の将来シナリオの推計に使う、工業生産、発

電等のドライビングフォースは SSP を用いた。SSP に

ついては 2.1 節を参照されたい。

2．6．6．1　将来シナリオの概要

　図 2-6-5 に世界全体の産業用水のシナリオ SSP1-SSP5

を示す。SSP1 は 21 世紀中一貫して低下していく。これ

は水利用技術が相対的に高いシナリオであること、また

電力や産業生産がそれほど伸びないシナリオであるため

である。SSP1 以外のシナリオでは 2030、2040 年頃まで

は増加するが、その後徐々に低下していく。水技術進歩

が低い SSP3、SSP4 は他のシナリオよりも高い値を示し

た。SSP4 では特に電力も産業生産もともに低いシナリ

オであるにもかかわらず、相対的に取水量が高く出たの

は技術の想定が大きく寄与しているものと考えられる。

　次に、既往の研究と本研究の推計値を比較する。

図 2-6-6 は、本研究推計値に他研究の結果（Shen et 

al.（2008）4）; Alcamo et al.（2007）2）; Shiklomanov（2000）5） 

を プ ロ ッ ト し た。Shen et al.（2008） と Alcamo et 

al.（2007）は SRES をベースとした推計であり、シナ

リオの記号 A1 などは SRES のそれと対応する。今回の

推計は他研究と比べると全体として低めとなっている。

Shen et al.（2008）4）の B2 以外を除いては、既存研究で

は 21 世紀をとおして増加するという見込みであるのに

対して本研究は 21 世紀後半にはある程度安定化すると

いう見通しとなった。

　既存の研究の多くは将来にわたって工業用水が大きく

増加していくというものであるが、本研究では異なる結

果となったため、この点について少し議論が必要と思わ

れる。本研究の回帰分析から得られた電力の水消費改善

率 3.0 ％が真値であり、将来にわたってそれが期待でき

るという前提で議論を進めるなら、21 世紀中に工業用

水が大きく増加するためには、電力生産量が年率 3 ％以

上で成長するという見通しが必要となる（その他部門よ

りも電力の割合が大きいため、議論を簡単に進めるため

に電力とする）。この年率 3 ％という値は 95 年間続ける

と約 17 倍となる。我々の SSP の定量化ではそのような

大規模な電力の増加は見込まれなかったため、21 世紀

で産業用水が安定化するという結果になった。

図 2-6-3　2005 年における地域別の産業用水

図 2-6-4　2005 年における産業部門別の産業用水 16
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　これらの違いを生み出しているのはドライビング

フォースと技術の想定である。残念ながら、SRES ベー

スで用いられたドライビングフォースは集約的であるた

め、本研究で SRES の値を使って他研究と比較検証する

ことはできないため、ドライビングフォースと技術の想

定いずれの要因がこのような差異を生み出しているか結

論付けることはできない。そこで、次項では 2 種類の感

度解析を行い、本研究の推計値の性質について議論す

る。

2．6．6．2　感度分析

　ここでは 2 種類の感度解析を行った。1 つは SSP1-

SSP5 に対して水技術進歩が全くないケースである。水

技術進歩がないという仮定は非現実的ではあるが、ドラ

イビングフォースの増加によりどの程度潜在的な重要が

増加するかということがこの感度解析からわかる。

　その結果が図 2-6-7 である。既存の研究よりは全般

に高い値となることがわかる。特に SSP5 は 2100 年で

5000 10 億 m3 を超え現状の約 7 倍となる。前項の SSP5

と比べると大きな差があることからも、技術進歩の仮定

は非常に大きな影響を与えることがわかる。他のシナリ

オは電力や産業生産の安定化によりその増加は 21 世紀

後半で落ち着くが、全般に他研究よりも高い値となる。

　次に、中庸的なシナリオである SSP2 について 4 つの

技術進歩を仮定して計算した（図 2-6-8）。その 4 つと

は過去と同じ速度（Opt）、半分（middle）、1/4（Pes）、

なし（No）の 4 つである。これらの 4 つの感度解析で

も非常に大きな幅ができることがわかる。2100 年では

Opt と No の間で 10 倍近い差がある。Middle や Pes と

いった技術進歩を想定すると、21 世紀中盤でピークを

迎え、2100 年にはやはり下がっていく。既存研究と比

較的同様の軌跡を取るのは、No、Middle、Pes の 3 つ

のシナリオである。これらの感度解析からは、過去の技

術進歩がどの程度将来続くのかということは今後の産業

用水を見通すうえで極めて重要であることがわかる。

2．6．6．3　部門別の解析

　次に、部門別に産業用水の内訳を見てみる。次の図

2-6-9 は 2005 年と SSP1-SSP5 の 2100 年における内訳

を世界全体と中国について表している。世界全体の部門

内訳の様相は大きく変わらないという結果となった。発

図 2-6-5　世界全体の産業用水シナリオ

図 2-6-6　世界全体産業用水シナリオ（他の研究との比較）

図 2-6-7  水技術進歩がないと仮定した時の世界全体の
産業用水

図 2-6-8  4 つの水技術進歩の仮定を用いた SSP2 の世
界全体の産業用水
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電以外の部門の内訳はシナリオにより若干の差異はある

もののいずれのシナリオにおいても 2100 年では基本的

に電力部門が大きな割合を占めている。しかし、地域別

にこれを見るとその限りではない。ここではその例とし

て中国を見てみる（図 2-6-10）。2005 年で約半分を占

めていたが、2100 年ではその割合が若干下がる結果と

なった。この結果も、ドライビングフォースがどのよう

に推移するのか、電力と産業生産の関係がキーポイント

となる。従って、AIM/CGE での推計でどのような想定

をしているかに強く依存する。ここではやはりその推計

値自体の妥当性については立ち入らないが、少なくとも

こういった既存研究で水利用技術と産業構造変化が集約

されて推計されていたものとは異なる推計が可能なこと

がわかる。

2．6．6．4　地域別の解析

　次に地域別の内訳を SSP1-SSP5 について見てみる（図

2-6-11）。SSP によって経済成長の速度が先進国と途上

国で異なるため、その内訳は大きく変わるものもある。

例えば、SSP4 の 2100 年について見てみると、中国の

シェアは小さく北米や EU といった先進地域は依然とし

て大きなシェアを占めている。これは SSP4 が非常に格

差の広がる社会を想定しているおり、途上国は成長速度

が遅いためである。

　SSP によって異なる様相はあるが、一貫してみられる

のは 2030 年頃までに世界全体で増加している需要が中

国の増加によって引き起こされていることである。中国

では 2030 年頃までは技術進歩の速度以上に電力や産業

生産の増加が早く、結果としていずれのシナリオでも産

業用水が増加する。水資源評価をするときには産業用水

だけでなく農業用水も考えないといけないが、2030 年

付近の中国はある程度水需要が大きくなっていることを

考えて、適切な水資源管理が必要になるのではないかと

いうことが推測できる。一方、アジアのもう一つ重要な

国であるインドもシェアが大きくなっており、2100 年

においては中国のシェアを超えている。インドについて

も今後注視する必要性があるかもしれない。

2．6．7　議論及び結論

　本研究ではまず産業用水に関する統計情報を国別で収

集し、そこから回帰分析を用いて過去の技術進歩を推計

するともに水需要の現状の推計を行った。次いで、将

来のドライビングフォースと技術進歩に関する仮定を、

SSPs を基に準備し、産業用水の将来シナリオを試みた。

ただし、推計の過程では多くの仮定が置かれている。い

くつか主要なものについてここでは議論しておく。

　第 1 に、技術進歩をタイムトレンドで説明したことは

最初に述べておきたい。将来シナリオにおいては技術進

歩をどの程度見積もるかで大きくその値が変わることを

示したが、その技術進歩が継続的に時間変化に応じて得

られるというモデル自体は今回の限られた統計情報から

有意であったが、より情報が集まれば、異なるモデルを

想定できる可能性もある。今後統計情報が拡充されるこ

とが望まれる。

　第 2 に、基本的には先進国を中心とした統計から途上

国の現状を推計し先進国と同様の技術進歩を仮定してい

るが、大きなバイアスを生んでいるかもしれない。この

点についても、今後途上国の統計情報が揃うことが強く

望まれる。

　第 3 に、将来の技術の想定である。ここでは技術進歩

に回収水など特定の技術を考慮せずに集約化された 1 つ

の“技術”として表現した。また、過去の技術進歩を基

図 2-6-9　世界全体の部門別内訳

図 2-6-10　中国の部門別内訳
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準に将来のそれを想定し、各 SSP に配置したがこの想

定は我々の恣意的なものである。本研究では技術進歩に

ついて感度解析を行い、この点は極めて重要であること

を議論したが、異なる想定も十分に考えられる。

　最後に、本研究の取水量推計では、水の市場、価格、

供給可能性については考慮せず、潜在的な需要量を推計

した。農業用水のシナリオや河川流域別の水のひっ迫度

によって、水の価格は変わるだろうし、それによって需

要、技術も影響を受けると考えられる。これらの供給可

能性も考慮した推計は今後の課題としたい。

　以上のようないくつかの限界点はあるものの、本研究

は産業用水の将来シナリオとしていくつかの重要な点を

示した。最後にその結論を述べる。

　21 世紀前半で多くのシナリオで将来の産業用水は増

加したが、後半には安定化することになった。これはド

ライビングフォースが安定化してくるシナリオが多かっ

たとともに継続的な水技術が想定されたためである。

　21 世紀前半の増加は中国に寄与するところが大き

かった。また、21 世紀後半ではインドがそのシェアを

伸ばすシナリオが多く見られた。

　将来の水技術の想定は大きな影響力を持つ因子であ

り、今後それを適切に見通すためにも統計情報の拡充は

重要である。

　参　考　文　献

1）	 Oki, T., Agata Y., Kanae S., Saruhashi T. and Musiake K. 

(2003) Global water Resources Assessment under 

図 2-6-11　地域別内訳



─ 56 ─ ─ 57 ─

Climatic Change in 2050 using TRIP, IAHS Publica-

tion, Vol. 280, 124-133.

2）	 Alcamo, J., Florke M. and Marker M. (2007) Future 

long-term changes in global water resources driven 

by socio-economic and climatic changes, Hydrologi-

cal Sciences Journal, Vol. 52, No. 2, 247-275.

3）	 Hanasaki, N., Kanae S., Oki T., Masuda K., Motoya K., 

Shirakawa N. and Shen Y. (2008) An integrated mod-

el for the assessment of global water resources - Part 2: 

Applications and assessments. Hydrology and Earth 

System Sciences, Vol. 12, No. 4, 1027-1037.

4）	 Shen, Y., Oki T., Utsumi N., Kanae S. and Hanasaki 

N. (2008) Projection of future world water resources 

under SRES scenarios: water withdrawal, Hydrologi-

cal Sciences Journal, Vol. 53, No. 1, 11-33.

5）	 Shiklomanov, I. (2000) World water resources and 

water use: present assessment and outlook for 2025. 

In: World Water

6）	 Nakicenovic, N., Swart, R. (Eds.) (2000) Special Re-

port on Emissions Scenarios. Cambridge University 

Press, Cambridge, United Kingdom.

7）	 FAO (2012) AQUASTAT, http://www.fao.org/nr/

water/aquastat/main/index.stm.

8）	 Fujimori, S., Masui T. and Matsuoka Y. (2012) AIM/

CGE [basic] manual, Discussion paper series, Cen-

ter for Social and Environmental Systems Research, 

NIES.

9）	 Vassolo, S. and Doell P. (2005) Global-scale gridded 

estimates of thermoelectric power and manufactur-

ing water use. Water Resources Research, Vol. 41, No. 4.

10）	 EUROSTAT (2011) Water statistics, http://epp.euro-

stat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php/

Water_statistics.

11） Moss, R.H., Edmonds, J.A., Hibbard, K.A., Man-

ning, M.R., Rose, S.K., van Vuuren, D.P., Carter, 

T.R., Emori, S., Kainuma, M., Kram, T., Meehl, G.A., 

Mitchell, J.F.B., Nakicenovic, N., Riahi, K., Smith, 

S.J., Stouffer, R.J., Thomson, A.M., Weyant, J.P. and 

Wilbanks, T.J. (2010) The next generation of sce-

narios for climate change research and assessment, 

Nature, Vol. 463, 747-756.

12）	 O＇Neill B.C., Carter T.R., Ebi K.L., Edmonds J., Hal-

legatte S., Kemp-Benedict E., Kriegler E., Mearns L., 

Moss R., Riahi K., van Ruijven B. and van Vuuren D., 

Workshop on The Nature and Use of New Socioeco-

nomic Pathways for Climate Change Research, Meet-

ing report, https://www.isp.ucar.edu/sites/default/

files/Boulder%20Workshop%20Report_0.pdf.

13）	 Eom, J., K. Calvin, L. Clarke, J. Edmonds, S. Kim, R. 

Kopp, P. Kyle, P. Luckow, R. Moss, P. Patel, M. Wise 

(2012) Exploring the future role of Asia utilizing 

a Scenario Matrix Architecture and Shared Socio-

economic Pathways, Energy Economics, in press.

14）	 USGS. (2004) Estimated Use of Water in the United 

States in 2000. USGS Circular 1268; March 2004. 

http://pubs.usgs.gov/circ/2004/circ1268/pdf/cir-

cular 1268.pdf

15）	 経済産業省（2007）Industrial statisics, http://www.

meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-2/h17/

kakuho/youti/index.html.

16）	 Office for National Statisics (United Kingdom) (2009) 

Environmental Accounts - Consumption of water re-

sources by industrial sector.

17）	 IEA (International Energy Agency) (2009a) Energy 

Statistics of OECD countries, International Energy 

Agency, Paris, France.

18）	 IEA (International Energy Agency) (2009b) Energy 

Statistics of non-OECD countries, International En-

ergy Agency, Paris, France.

19）	 Fujimori, S. and Matsuoka Y. (2011) Development 

of method for estimation of world industrial energy 

consumption and its application, Energy Economics, 

Vol. 33, 461-473.

20）	 Statistsics Canada (2010) Industrial Water Use, Sta-

tistics Canada, Environment Accounts and Statistics 

Division.

21）	 Australian Bureau of Statistics (2006) Water account 

Australia 2004-05, Australian Bureau of Statistics.

22）	 Ministry of Environmental Protection of the People's 

Republic of China (2010) Report On the State of the 

Environment In China.

23）	 Statistical Office of the Republic of Slovenia (2011)  

SI-STAT database, http://www.stat.si/pxweb/Dia-

log/varval.asp?ma=2761807E&ti=Water+use+by+indu



─ 56 ─ ─ 57 ─

strial+activities,+mio+m3,+Slovenia,+annually&path=../

Database/Environment/27_environment/08_joint_

questionnaries/01_27618_inland_waters/&lang=1.

24）	 EPRI (2002) Water and Sustainability (Volume 1): 

Research Plan. 1006784. Palo Alto, CA.



─ 58 ─ ─ 59 ─

2．7．1　農作物貿易とバーチャル・ウォーター

　経済成長や人口増加にともなう水需要の増加や気候変

動は、世界の水資源の利用・不足の問題に大きな影響を

及ぼす。特に、経済成長や人口増加に起因して、世界の

食料需要は急激に増加しており、将来の農業生産が水資

源問題に与える影響は大きい。

　農業生産に与える要因の一つに貿易がある。Hanasaki 

et al（2010）1）は 2000 年の貿易フローのデータを用いて、

バーチャル・ウォーター（仮想水）17 を推計している。そ

れによると、2000 年の大麦、小麦、米、大豆、トウモ

ロコシなどの主要な農作物と畜産物（牛肉、豚肉、鶏

肉）の貿易によって生じたバーチャル・ウォーターは

545km3 であったという。

　農作物の輸入は、輸入国での農作物生産を減らすこと

で農業生産に必要な水使用量を減らし、輸入国の水資源

不足を緩和する働きがある。一方、輸出国では、農業生

産による水使用量を増加させる。このため、比較優位の

結果、相対的に水資源の豊富な国での農業生産及び農作

物の輸出が促進され、水資源の豊富でない国での農業生

産を減らすことができれば、国際貿易は、世界全体の

水資源不足の問題を緩和することに貢献すると考えられ

る。

　しかし、そのような状況下であっても、将来の経済成

長や人口増加による食料需要の増加は、将来の農作物貿

易を増加させ、世界全体の水資源不足の問題に大きな影

響を及ぼす。また、将来の気候変動は、農業の生産性へ

の影響を通じて農作物の貿易に影響を与える。気温の低

い国では、気温上昇によって農業の生産性が上昇すれ

ば、その国の農作物の輸出を増加させるし、気温が高い

国では、気温上昇によって農業の生産性が下落すれば、

その国の農作物の輸出を減少させるかもしれない。

17 農畜産物生産のためには多量の水が消費される。たとえ
ば、1kg のトウモロコシ生産のためには、灌漑用水とし
て 1,800 リットルの水が利用される（環境省（2011）2））。
このため、農畜産物を輸入すれば、その輸入国は、輸入
に相当分の農畜産物を自国で生産した場合に必要な水の
消費を減らすことができる。このように、農畜産物の輸
入は、輸出国での生産に利用された水を輸入したものと
解釈できる。したがって、バーチャル・ウォーターとは、
農畜産物の貿易を通じて、仮想的に輸入したと解釈した
水の量をいう。詳細は、Hanasaki et al.（2010）1）を参照
されたい。

　気候変動や経済成長が将来の農業生産に起因する水需

要にどのような影響を与えるかを明らかにするために

は、これらの要因が、農作物貿易に与える影響を分析す

る必要がある。

　本節では、主要な農作物である米、トウモロコシ、小

麦を対象に開発した、二国間の相対貿易モデルのフレー

ムワークを説明し、気候条件がこれらの相対貿易（特に、

輸出国にとっての輸出）に与える影響についての分析結

果について説明する。

　以下、2.7.2 節では、モデルのフレームワークを含む

分析方法及びデータについて説明し、2.7.3 節では分析

結果について説明する。最後に、2.7.4 節で研究の成果

を要約する。

2．7．2　モデルのフレームワークと分析方法

　二国間貿易を分析した先行研究は数多くある（van 

Beers and van den Bergh（1997）3）、Harris et al.（2002）4）、

Jug and Mirza（2005）5）、Xu（2000）6）、Costantini and 

Crespi（2008）7）、Bergstrand（1985）8）、Rose（2005）9）、

Baier and Bergstrand（2007）10））。これらは、通常、重

力モデルのフレームワークを応用して二国間貿易の決定

要因を分析している。たとえば、van Beers and van den 

Bergh（1997） 3）、Harris et al.（2002）4）、Jug and Mirza

（2005）5）、Xu（2000）6）、Costantini and Crespi（2008）7）、 

Tsurumi et al.（2011）11）は、環境政策が二国間の貿易

フローに与える影響を分析している。Rose（2005）9）、

Baier and Bergstrand（2007）10）は、貿易の自由化（自

由貿易協定への加入、WTO（世界貿易機構）や GATT

への加盟）が二国間の貿易フローに与える影響を分析し

ている。一方、Bergstrand（1985）8）は、食品、飲料・

たばこ、機械・輸送機器、化学製品、燃料など、業種別

の二国間の貿易フローを対象に、輸出国や輸入国の実

質 GDP などの経済的要因が貿易に与える影響を分析し

ている。しかし、著者の知る限り、個別の農作物を対象

に、経済的要因や気候要因が二国間貿易に与える影響を

分析した先行研究は存在しない。

2．7　二国間農作物貿易モデルの開発と気候変動が農作物貿易に与える影響の分析
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2．7．2．1 二国間農作物（小麦、米、トウモロコシ）輸

出モデル

　本研究では、3 つの農作物（小麦、米、トウモロコシ）

を対象に、それぞれの二国間輸出モデルを推計する。以

下では、二国間貿易（輸出）をモデル化するフレームワー

クに重力モデルを応用する。このとき、t 年における、e

国（輸出国）から i 国（輸入国）への農作物 j（小麦、米、

トウモロコシ）の輸出国の実質輸出額を Xj
ei,t とすると、

農作物 j に関する二国間の輸出モデルは（1）式で表さ

れる。

 （1）

ただし、GDPe、GDPi、Ke/Le、Ki/Li、Disei、DBorderei、

DInei、Te、Ti、Raine、Raini はそれぞれ、輸出国の実質

GDP、輸入国の実質 GDP、輸出国の資本労働比率、輸

入国の資本労働比率、輸出国と輸入国の直線距離、国

境ダミー変数（輸出国と輸入国が国境を接していれば

1、そうでなければ 0 をとる）、内陸国指数（輸入国及び

輸出国の両方が内陸国である場合には 2、どちらか一方

だけが内陸国の場合には 1、そうでなければ 0 をとる）、

輸出国の年平均気温、輸入国の年平均気温、輸出国の年

平均降水量、輸入国の年平均降水量を表している。ま

た、εij は誤差項を表している。

　輸出国の実質 GDP は、先行研究と同様、農作物生産

の増加が輸出を増加させる効果を明らかにする変数とし

て用いている。すなわち、輸出国の実質 GDP が農作物

生産と相関が高ければ、輸出国の実質 GDP の増加は、

輸出国による農作物輸出を増加させると期待される。ま

た、輸入国の実質 GDP は、輸入国の購買力を測る変数

として用いている。輸入国の実質 GDP が大きければ、

財の購買力が大きくなるので、農作物に対する需要も増

加する結果、農作物輸出（輸入国にとっての輸入量）を

増加させると考えられる。資本労働比率は輸出国あるい

は輸入国の比較優位を測る変数として用いている。ただ

し、本節では、国際的に見た比較優位を測ることを目的

としているため、輸出国あるいは輸入国の各年の資本労

働比率を、同年の資本労働比率の世界平均で割ったもの

を使っている。すなわち、世界と比較して、相対的に資

本労働比率が低い輸出国ほど、農作物のように労働集約

的な財生産に比較優位をもつため、国内の農作物生産が

多くなる結果、その輸出が多くなると期待される18。同様

の理由で、輸入国が、世界と比較して、相対的に資本労

働比率が低ければ、輸入国でも農作物の生産量が多くな

る結果、そのような作物の輸入（輸出国にとっての輸出）

が減ると期待される。

　輸出国と輸入国の直線距離、国境ダミー変数、内陸国

指数は、先行研究と同様に、貿易相手国との貿易に伴う

輸送費を表す変数として用いている。すなわち、直線距

離が短いほど、また、国境に接しているほど、輸送費が

安くなるので、輸出が促進されると期待される。また、

貿易相手国が内陸国でなければ、比較的輸送費が安い海

上輸送を使えるため、輸出が促進されると期待される。

　最後に、輸入国及び輸出国の気候変数として、気温と

降水量を使っている。これは、気温や降水量が、農作物

の生産への影響を通じて、貿易に影響を与えると考えら

れるからである。すなわち、気温の低い輸出国での気温

上昇は、農作物の生産性の上昇を通じて、農作物生産を

増加させるため、輸出国の輸出を増加させるかもしれな

い。しかし、気温の高い輸出国における気温上昇は、農

作物の生産性の下落を通じて、農作物生産を減らすた

め、輸出国の輸入を減少させるかもしれない。同様に、

気温の低い輸入国での気温上昇は、農作物の生産性の上

昇の結果、輸出国の輸出（すなわち、輸入国にとっての

輸入）を減らし、気温の高い輸入国での気温上昇は、農

作物生産性の下落の結果、輸出国の輸出（すなわち、輸

入国にとっての輸入）を増やすかもしれない。降水量に

ついても、同様に考えることができる。すなわち、降水

量の少ない輸出国での降水量の増加は、農作物の生産性

の上昇を通じて、農作物生産を増加させるため、輸出国

の輸出を増加させるかもしれない。しかし、輸出国にお

18 この仮説は、国際貿易における標準的な理論の一つであ
る、ヘクシャー＝オーリンの定理に依拠している。この
定理は、本節で用いた重力モデルのフレームワークを
国際貿易の問題に応用する際、よく用いられる。ヘク
シャー＝オーリンの定理については、竹森（1994）12）や
Leamer（1995）13）が参考になる。
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いて、台風などの影響で、降水量が多くなった場合、水

害などによって農作物が被害を受け、その生産性を低下

させる結果、輸出国の輸出量を減らすかもしれない。ま

た、輸入国において、台風などの影響で降水量が多く

なった場合、輸出国の輸出（輸入国にとって輸入）を増

加させるかもしれない。

2．7．2．2　データ

　推計に使用したデータは、1986 年から 2000 年の 15

年で、各年 8,056 の二国間貿易（輸出国は 96 カ国、輸

入国は 126 カ国）のパネルデータである。農作物別

の二国間貿易の輸出額は、国際連合食糧農業機関の

FAOSTAT14）より入手した。各国実質 GDP については

世界銀行の統計 WDI15）から入手した。資本労働比率に

ついては Extended Penn World Tables 3.016）より入手し

た。二国間の主要都市間の距離、国境ダミーのデータは

Andrew K. Rose（2005）9）において使用されたデータセッ

トを Rose のホームページ17）より入手した。

　気象データ（国別年平均気温及び年平均降水量）に

つ い て は、Weedon et al（2011）18） で 提 供 し て い る

WATCH Forcing Data と Ramankutty et al.（2008）19）で

提供している農地面積のデータを利用して、独自に作成

した。WATCH Forcing Data は、全球を緯度経度 0.5 度

に分割し、それぞれの格子について、気温及び降水量の

データを提供している。その格子を、国別に分類した上

で、各国別に平均気温や降水量を計算したものを、当該

国の気温及び降水量として定義している。その際、各格

子の中には農地以外の土地も含まれているので、農作物

生産に関係するより適切な気候変数を作成するために、

農地以外の地域の気温や降水量を除いた農地だけの気温

及び降水量のデータを作成する必要があった。このため

に、Ramankutty et al.（2008）19）から得られる農地面積

情報を用い、格子ごとに農地の比率でウェイト付けした

上で、各国の平均値を計算した。

2．7．3　分析結果

　モデルで使用した変数の中で、輸出国と輸入国の直線

距離、国境ダミー変数、内陸国指数は、時間を通じて

変化しない変数である。このため、本節では、Pooled 

OLS によって推計した。小麦、米、トウモロコシの二

国間貿易輸出関数の推計結果は、表 2-7-1 の通りであ

る。まず、F 検定の結果、本モデルの定式化が有意に意

味があることが確認された。

2．7．3．1　経済的要因等が輸出に与える影響

　輸出国実質 GDP 及び輸入国実質 GDP のパラメータ

は、小麦、米、トウモロコシのいずれの輸出において

も、１％の有意水準で有意に正であった。分析対象の品

目は異なるものの、この結果は、Bergstrand（1985）8） 

を初めとする多くの先行研究と一致している。すなわ

ち、輸出国の実質 GDP が大きいほど、また、輸入国の

実質 GDP が大きいほど、輸出国の輸出（輸入国にとっ

ての輸入）が増加することが明らかとなった。推計結果

から、輸出国実質 GDP の輸出弾力性（1 ％の輸出国実

質 GDP の増加によって生じる輸出の増加率（％））は、

小麦が 0.581、米が 0.149、トウモロコシが 0.589 である

のに対して、輸入国実質 GDP の輸出弾力性（1 ％の輸

入国実質 GDP の増加によって生じる輸出の増加率（％））

は、小麦が 0.224、米が 0.053、トウモロコシが 0.249 と

計算された。

　その結果、輸出国実質 GDP の弾力性の方が、輸入国

実質 GDP 弾力性よりも大きく（2 ～ 3 倍の大きさ）、輸

出国の実質 GDP の成長が貿易に大きな影響を与えてい

ることがわかった。このように、輸入国の実質 GDP の

輸出（輸入国にとっての輸入量）への影響が小さなもの

になるのは、小麦、米、トウモロコシといった主要な穀

物が必需財的な性質をもっており、輸入国の実質 GDP

が増加してもそれほど消費量が増加しないからだと考え

られる。また、小麦やトウモロコシと比較して、米の弾

力性は小さく（4 分の 1 程度）、農作物によって、弾力

性が大きく異なることが明らかとなった。これは、米が

主に主食としての利用が中心であるのに対して、小麦や

トウモロコシは多様な食品、あるいは、燃料に利用され

ており、さまざまな用途での需要が存在するために、輸

入国の購買力の増加（実質 GDP の増加）によって需要

が増加した場合、あるいは、輸出国で生産量が増加した

場合に、輸出（輸入国にとっての輸入量）を増加させる

効果はより大きくなると考えられる。

　輸出国の資本労働比率は、小麦、米、トウモロコシの

いずれの場合も、1 ％有意水準で有意にマイナスであっ

た。このことは、資本労働比率の低い輸出国（相対的に

資本より労働の多い輸出国）ほど、労働集約的（あるい

は、非資本集約的）な農作物の生産により比較優位をも

つために、より多くの農作物の生産を行う結果、輸出量
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が多くなることを意味している。一方、輸入国の資本労

働比率は、小麦に関しては、有意ではなかったが、米と

トウモロコシについては、1 ％有意水準で有意にプラス

であった。これは、資本労働比率の低い輸入国ほど、労

働集約的な農作物の生産により比較優位をもつために、

輸入国での農作物の生産が多くなり、輸出国にとっての

輸出量（輸入国にとっての輸入量）が減ることを意味し

ている。

　取引相手国との輸送費用に関わる変数の推計結果につ

いても、期待通りの結果が得られた。まず、取引相手国

との距離は、小麦、米、トウモロコシのいずれの場合

も、1 ％有意水準で有意にマイナスであった。このこと

は、距離が離れるほど、輸送費用が増加するため、輸出

量が減少することを意味している。同様に、国境ダミー

は、いずれの作物の場合でも、1 ％有意水準で有意にプ

ラスであり、国境を接する国同士の貿易は、促進される

ことがわかった。また、内陸国指数は、いずれの作物で

も、1 ％有意水準で有意にマイナスであった。内陸国指

数は、輸入国及び輸出国の両方が内陸国である場合には

2、どちらか一方だけが内陸国の場合には 1、そうでな

ければ 0 をとる変数である。したがって、この推計結果

は、海上輸送が利用可能な相手と貿易をすることで、よ

り輸送費用の低い輸送手段が利用可能になることから、

貿易が促進されることを意味している。

2．7．3．2　気温が輸出に与える影響

　気温変数については、一乗項、二乗項とも、いずれの

作物においても、1 ％の有意水準で有意であった。しか

し、その符号は、作物によって異なる。（1）式から、輸

出国の気温変化が輸出量に与える影響は（2）式、輸入

国の気温変化が輸出量に与える影響は（3）式で計算で

きる。

 （2）

 （3）

　推計されたパラメータと各国（輸出国及び輸入国）の

平均気温を使い、（2）式及び（3）式を個別に計算する

ことにより以下のことがわかった。

　まず、輸出国（農作物の主要な生産国）の気温と農作

物輸出の関係について検討しよう。（2）式とパラメータ

の推計値を使うと、小麦の場合、輸出国の年平均気温が

18.7 ℃を越える国（東南アジア、中東、中米、アフリカ）

では（2）式がマイナスの値となり、気温上昇にともなっ

表 2-7-1　作物別二国間貿易モデルの推計結果
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て、輸出が減少する一方、18.7 ℃を下回る国（ヨーロッ

パ、東アジア、北米、南米）では（2）式がプラスの値

となり、気温上昇に伴って輸出が増加することがわかっ

た。これは、小麦が、主に冷涼な地域での栽培が適した

作物であるため、平均気温が低い国では、気温上昇が小

麦の生産性上昇による生産増によって輸出が増加する一

方、平均気温が高い国では、気温上昇はむしろ小麦の生

産性を低下させるため、輸出が減少するものと考えられ

る。

　一方、米やトウモロコシについて、個別の国（輸出

国）についての気温上昇が輸出に与える影響を試算する

と、どの輸出国の気温（年平均気温）を使って（2）式

を計算しても、いずれの国でもプラスの値となることが

明らかとなった19。このことは、米やトウモロコシでは、

輸出国の気温上昇は、輸出を増加させる効果をもつこと

を意味している。これは、気温上昇によって作物の生育

がよくなり、生産性が上昇することで、より生産量が増

加し、それを輸出に回せるようになることを意味してい

る。このように、米やトウモロコシで、小麦と異なる結

果が生じたのは、小麦の適温は 10 ～ 25 ℃とされている

のに対し、トウモロコシの適温はそれよりも高い（雄穂

抽出期に 21-30 ℃の 等温線の地域で栽培が多い）こと

が主因と考えられる。なお、平均気温の対数の 2 乗の項

のパラメータの推計値がマイナスであることから、平均

気温の高い輸出国ほど、気温上昇による輸出増加の効果

が小さいことも明らかとなった。これは、気温の低い国

（特に寒冷地）ほど、気温上昇が生産性を引き上げ、生

産を増加させる効果が大きくなることを意味している。

このため、気温上昇は、熱帯地域に属する国（東南アジ

ア、中東、中米、アフリカなど）の生産よりも、寒冷地

域に属する国（ヨーロッパ、特に、北欧）の生産を増加

させる効果が大きいため、相対的に寒冷地域に属する国

の輸出をより大きく増加させる効果をもつと考えられ

る。

　次いで、気温上昇による世界全体の平均的な輸出への

影響を見るために、（2）式及び（3）式と推計に用いた

輸出国及び輸入国の分析対象期間（1986 ～ 2000 年）の

平均気温の値（16.2 ℃）を使って、輸出国において 3 ℃

19 輸出国の中でナイジェリアの平均気温が最も高く、28.7℃
であった。本節での議論は、あくまでも、ナイジェリア
の気温を上限とした場合の議論であることに注意された
い。

の気温上昇があった場合の輸出量に与える平均的な影

響、及び、輸入国において 3 ℃の気温上昇があった場

合の輸出量に与える平均的影響を計算すると、表 2-7-2

のようになる。

　表 2-7-2 から、以下のことが明らかとなった。

①輸出国の気温上昇は、小麦の輸出を減少させるが、米

とトウモロコシの輸出を増加させる。特に、3 ℃の気

温上昇は、小麦の輸出を平均で 3.54 ％減らすが、米

とトウモロコシの輸出を、それぞれ、4.61 ％、5.41 ％

程度増加させる。

②輸入国の気温上昇は、小麦、米、トウモロコシの輸出

（輸入国にとっての輸入）を減らす。特に、3 ℃の気

温上昇は、小麦の輸出を平均で 5.37 ％、米の輸出を

3.48 ％、トウモロコシの輸出を 5.56 ％減らす。

③すべての国（輸出国及び輸入国）で、3 ℃気温上昇に

よる輸出への平均的な影響は、小麦の場合、8.91 ％輸

出減、米の場合、1.13 ％輸出増、トウモロコシの場

合、0.15 ％の輸出減となる。

2．7．3．3　降水量が輸出に与える影響

　降水量変数については、トウモロコシの輸入国の降水

量の一乗の項を除き、いずれの作物、いずれの項におい

ても、1 ％あるいは 5 ％の有意水準で有意であった。し

かし、その符号は、作物によって異なる。（1）式から、

輸出国の降水量変化が輸出量に与える影響は（4）式、

輸入国の降水量変化が輸出量に与える影響は（5）式で

計算できる。

 （4）

 （5）

　推計されたパラメータと各国（輸出国及び輸入国）の

平均降水量を使い、（4）式及び（5）式を用いて、気温

のケースと同様に、輸出国あるいは輸入国の降水量の増

加が輸出量に与える影響を個別に計算することができ

表 2-7-2　3 ℃の気温上昇が輸出に与える影響（％）
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る。

　以下では、まず、輸出国（農作物の主要な生産国）の

降水量と農作物輸出の関係について検討しよう。（4）式

及びパラメータの推計値を使うと、小麦の場合、輸出

国の年平均降水量が 661mm を越える国（主に、東南ア

ジア、東アジア、北中南米、ヨーロッパの一部、アフ

リカの一部の国）では、（4）式がマイナスの値となるた

め、降水量の増加にともなって、輸出が減少する一方、

661mm を下回る国（上記以外の地域）では、（4）式が

プラスの値となるため、降水量に伴って輸出が増加する

ことがわかった。これは、降水量が適量を越えない範囲

では、降水量の増加は、小麦の生産性上昇による生産量

の増加によって、輸出を増加させるが、適量を超えて降

水量が多い地域では、生産性が低下し、輸出を減らす力

が働いていることを意味しているものと考えられる。同

様の現象が、米やトウモロコシでも観察された。米の場

合には、輸出国の年平均降水量が 1054mm を越える国

（主に、東南アジア、東アジア、南米の一部の国）、トウ

モロコシの場合には 846mm を越える国（主に、東南ア

ジア、東アジア、北中南米、ヨーロッパの一部）では、

降水量の増加に伴って、輸出が減少することがわかっ

た。

　次いで、降水量の増加による世界全体の平均的な輸

出への影響を見るために、（4）式及び（5）式から、推

計に用いた輸出国及び輸入国の分析対象期間（1986 ～

2000 年）の平均降水量の値（973mm）を使って、輸出

国の降水量増加が輸出量に与える平均的な影響（輸出国

降水量の輸出に対する感度）、及び、輸入国の降水量増

加が輸出量に与える平均的な影響（輸入国降水量の輸

出に対する感度）を検討しよう。計算結果は、表 2-7-3

のようになる。（ただし、推計結果が有意でない変数の

場合、0 と設定して計算している。）

　表 2-7-3 から、以下のことが明らかとなった。

①輸出国の降水量増加は、平均的には小麦、トウモロ

コシの輸出を減少させ、米の輸出量を増加させる。

10 ％の降水量増加（97.3mm/ 年の増加）は、小麦、

トウモロコシの輸出をそれぞれ平均で 1.76％、0.57％

減少させる一方、米の輸出を 0.14 ％増加させる。

②輸入国の降水量の増加は、平均として、小麦の輸出

（輸入国にとっての輸入）を減らすが、米とトウモロ

コシの輸出は増加させる。すなわち、10 ％の降水量

の増加（97.3mm/ 年）は、小麦の輸出を平均で 0.49 ％

減らすが、米とトウモロコシの輸出をそれぞれ0.7％、

3.72 ％増加させる。

③すべての国（輸出国及び輸入国）で、10 ％の降水量

増加による輸出への平均的な影響は、小麦の場合、

2.25 ％輸出減、米の場合、0.84 ％輸出増、トウモロ

コシの場合、3.15 ％の輸出増となる。

2．7．4　おわりに

　本節では、3 つの主要な農作物（小麦、米、トウモロ

コシ）を対象に、作物別に二国間輸出モデルを構築し、

パラメータ推計を行い、輸出に影響を与える要因につい

て分析した。

　その結果、以下のことが明らかとなった。

　輸出国及び輸入国の実質 GDP の増加は、輸出国の輸

出量を増加させる。特に、米に比べて、小麦とトウモロ

コシの輸出に対する影響が大きい。このため、米に比べ

て小麦やトウモロコシの方が、将来の経済成長によって

輸出国の農業用水需要を高める効果が大きい。

　輸出国の気温上昇は、平均的に小麦の輸出を減少させ

るが、米とトウモロコシの輸出を増加させる。また、輸

入国の気温上昇は、小麦、米、トウモロコシの輸出（輸

入国にとっての輸入）を減らす。この結果、世界全体で

気温が 3 ℃上昇した場合、小麦では、8.91 ％輸出が減少

し、米では、1.13 ％輸出が増加し、トウモロコシでは、

0.15 ％輸出が減少する。

　輸出国の降水量増加は、小麦とトウモロコシの輸出を

減少させるが、米の輸出を増加させる。輸入国の降水量

の増加は、小麦の輸出（輸入国にとっての輸入）を減ら

すが、米とトウモロコシの輸出は増加させる。すべての

国（輸出国及び輸入国）で、10 ％の降水量増加（97.3mm/

年）による輸出への影響は、小麦の場合、2.25 ％輸出減、

米の場合、0.84 ％輸出増、トウモロコシの場合、3.15 ％

の輸出増となる。

表 2-7-3　降水量増加が輸出に与える影響
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＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「気候要因が農作物貿易に与える影響に関する実証分

析－小麦、米、トウモロコシのケーススタディ－」（環

境科学会誌、掲載予定）に基づいた内容で、環境科学会

誌編集委員会の了承を得た上で、論文を抜粋して使用し

ている。
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2．8．1　研究開始の経緯

　本節では複雑ネットワーク理論を利用したバーチャル

ウォーター貿易の分析について報告する。この課題は当

初の研究計画の中に含まれていなかったため、まず研究

開始の経緯について説明する。

　2009 年 12 月、筆者はアメリカ地球物理学連合大会に

出席し、H08 を使ったバーチャルウォーター分析の研

究成果を報告した（後に Hanasaki et al.（2010）1）とし

て出版されるもので、当時は印刷中だった）。このとき

研究に関心を示した Princeton 大学の水文学研究室の博

士課程の学生に、筆者は原稿を手渡した。その直後、同

研究室の Megan Konar が共同研究を提案し、筆者が受

諾したことから研究活動が始まった。研究提案は彼女の

博士論文の一部であり、複雑ネットワーク理論を利用し

てバーチャルウォーター貿易を分析するというものだっ

た。筆者が 2 カ国間のバーチャルウォーター貿易量デー

タを提供し、Megan Konar と、もう一人の博士課程の

学生である Carole Dalin の 2 人が複雑ネットワーク理論

による分析を行うという分担で研究を進めた。2012 年 7

月までに、4 編の国際誌が出版され、数編が準備中であ

る。長くメールのみでの共同研究が続いたが、2011 年

12 月、筆者がアメリカ地球物理学連合大会に再び出席

した際にようやく直接会うことができた。

　この共同研究が本特別研究に結び付けられる理由は 2

点ある。第 1 に、特別研究の成果を含む最新の H08 の

計算結果を利用しているからである。第 2 に、バーチャ

ルウォーター貿易を新しい方法論を使って分析する研究

であり、2.7 節で示した重力モデルを利用した分析を補

足し合うからである。

2．8．2　研究の背景

　農畜産物の生産には多くの水が必要である。特に降水

量の乏しい乾燥・半乾燥地で農畜産物を生産する場合、

多くの灌漑が必要となり、水不足の原因となる。このと

き、農畜産物を生産せずに輸入すれば、水利用を抑制で

きる。つまり、農畜産物の輸送が仮想的に水の輸送に相

当すると考えることができる。製品の輸出入に伴って仮

想的に輸送される水をバーチャルウォーターと言う。

　バーチャルウォーターの概念は 1993 年に Tony Allan

によって提唱され2）、以降、多くの研究者によって研究

が展開された。まず、何人かの水文学者が、バーチャル

ウォーター原単位（単位重量当たりの製品の生産に必要

な水の量）の定量化に取り組んだ。これらの手法は体系

化され、バーチャルウォーター原単位、および、バー

チャルウォーター貿易量（製品の貿易量にバーチャル

ウォーター原単位を掛け、換算したもの）のデータベー

スが製品別・国別の整備された（Oki and Kanae（2004）3）; 

Hoekstra and Hung（2005）4）など）。これらのデータ

ベースを利用してバーチャルウォーター貿易の分析が多

数行われた。最も基本的な分析は、農畜産物貿易によっ

て世界の水資源量がどの程度再配分されているかという

ものである。農畜産物貿易によって仮想的に輸出入さ

れている水の量を Oki and Kanae（2004）3）は 683 km3/

yr、Chapagain et al.（2006）5） は 695 km3/yr と推計し

た（注：対象としている品目が異なるため、直接比較は

できない）。また、バーチャルウォーター節水に関する

研究も行われた。これは、輸出国が輸出用製品を作るの

に必要な水の量が、輸入国が同じ製品を生産したとして

仮想的に必要になる水の量より小さい時、貿易によって

地球全体で消費する水の量を節約できるという概念で

ある。この値を Oki and Kanae（2004）3）は 460 km3/yr、

Chapagain et al.（2006）5）は 350 km3/yr と推計した。そ

の後、それぞれの機会費用の違いを考慮するため、バー

チャルウォーターの起源を天水と灌漑水に分離する研究

が展開されている1, 5）。

　バーチャルウォーターは水文学に新たな視点を持ち

込んだ。すなわち、降水を起源とする水収支が流域単

位で閉じるのは水文学の大前提であるが、バーチャル

ウォーターを導入することで、流域を越えた水の移動と

いう視点が持ち込まれたのである。特に、水問題はロー

カルな問題という認識を覆した功績は大きい。ただし、

未解明の課題も多数残っている。第 1 に、バーチャル

ウォーター貿易がどの程度水不足の解決に役立っている

のかという問題である。この問題に対しては、そもそも

バーチャルウォーター輸送が何によって駆動されている

のか、メカニズムを解明しなければならない。第 2 に、

バーチャルウォーター貿易は時間的・歴史的にどう発展

してきたのかという問題である。特に過去の政策や国際

2．8　複雑ネットワーク理論によるバーチャルウォーター貿易の分析
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情勢、国境の変化はどのような影響をもたらしたのか、

関心が集まっている。この問題に対しては、データ不足

とデータ処理の煩雑さを解決しなければならない。

　共同研究では H08 を利用することで時系列情報を含

むバーチャルウォーター貿易量データベースを構築し、

複雑ネットワーク理論を利用してネットワークの特性を

分析し、さらにネットワークをモデル化することで、構

造の要因分析を行った。

2．8．3  時系列情報を含むバーチャルウォーター貿易量

データベースの構築

　本研究では農産物 5 品目（大麦、トウモロコシ、コメ、

大豆、小麦）と畜産物 3 品目（牛肉、豚肉、鶏肉）の国

際貿易に伴うバーチャルウォーター貿易量を対象とす

る。バーチャルウォーター貿易量は次のように表現され

る。

 （1）

ここで、VWTe,i は輸出国 e から輸入国 i へのバーチャル

ウォーター貿易量、VWCc は製品 c のバーチャルウォー

ター原単位、Qe,i,c は輸出国 e から輸入国 i への製品 c

の輸出入量である。ここで、Qe,i,c は国連食糧農業機関

（Food Agriculture Organization, FAO）によるデータベー

ス FAOSTAT を利用した。

　世界各国の製品別のバーチャルウォーター原単位は全

球水資源モデル H08 を利用して推定した 1）。H08 には作

付日・収穫日・栽培期間を推定する作物成長過程や、そ

の期間中の農地からの蒸発散量を推定する陸面過程に関

するサブモデルがある。そこで、H08 を利用して、全球

0.5°×0.5°の空間解像度で1986年から2001年までシミュ

レーションを実施し、その結果からバーチャルウォー

ター原単位を製品別国別に推定した。さらに、H08 には

灌漑や貯水池に関するサブモデルがあるので、天水起源

と灌漑水起源に分類した。

　なお、製品の 2 カ国間貿易量および各国の単位面積当

たり収量について 1986 年から 2001 年まで時系列デー

タを得ることができた。しかし、バーチャルウォーター

貿易量の時系列データを開発するにあたって必要な、気

象、農地、灌漑農地、栽培種（品目・品種）の変化につ

いて、気象以外では全球 0.5 °× 0.5 °の時系列情報を得

ることが困難であった。そこで、農地、灌漑農地、栽培

種（品目・品種）は 2000 年のデータで固定して計算を行っ

た。このため、期間中に大きく農地・灌漑農地が拡大し

た場合や、栽培期間の大幅な変化を伴う品目・品種の変

化が起きたことは、シミュレーションに反映されていな

いので注意が必要である。

2．8．4　複雑ネットワーク理論

　本節では、以降の内容を理解するために必要な複雑

ネットワーク理論の基本的な概念について整理する。こ

の理論については、増田と今野（2006）6）と増田（2007）7） 

に非常によくまとめられているので参照されたい。

　世界のバーチャルウォーター貿易をネットワーク（グ

ラフ）に置き換える方法は次のようなものである。ま

ず、国際食料貿易に参加する国をノード、輸出国から輸

入国へのバーチャルウォーターの流れをリンクとして表

現する。ここで、ノードから伸びるリンクの数を次数と

呼び、リンクの太さ（ここではバーチャルウォーターの

量）を強度という。

　単純な例を示したい。アメリカから日本に 100、日本

からアメリカに 10 のバーチャルウォーターが輸出され

ているとする（表 2-8-1）。この場合、ノードはアメリ

カと日本の 2 つある。リンクはアメリカと日本の間で 1

本と考えることもできるし、アメリカから日本と日本か

らアメリカの 2 本と考えることもできる。前者を方向性

なし、後者を方向性ありと呼ぶ。

　表 2-8-1 は行列を用いることで数学的に表現される。

まず、方向性ありの場合、次数に関してはノード間のリ

ンクの本数を要素とする行列で、強度は、あるノードか

ら他のノードへのバーチャルウォーターの量を要素とす

る行列で、それぞれ以下のように表される。

　次に、方向性なしの場合、次数と強度はそれぞれ次の

ように表される。方向性なしの場合両者とも行列は対称

になる。強度に関しては、双方の輸出量の和として定義

される。

表 2-8-1　仮想的な輸出入表
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2．8．5  バーチャルウォーター貿易のネットワークとし

ての解釈

　本節では、Konar et al.（2011）8）にまとめられた 1 つ

目の共同研究の成果について述べる。

　この研究ではバーチャルウォーター貿易研究の新しい

概念的枠組みと方法論を示した。筆者らは複雑ネット

ワーク理論を利用して、世界の農畜産物貿易に伴うバー

チャルウォーター貿易のネットワーク構造を分析した。

バーチャルウォーター貿易をノードとリンクとして表す

と図 2-8-1 のようになる。

　まず、ネットワークの次数を分析し、輸出国の次数を

降順に並べ替えると、指数分布に従うことが分かった。

ただし、この関係は輸入国に対して成り立たないことが

分かった。続いて、ネットワークの強度を分析し、強度

表したものを降順に並べ替えると、引き延ばされた指数

分布とよく一致することが分かった。このことから強度

の不均一性、つまり、貿易量が少数の国に偏っているこ

とが示唆された。また、強度と次数の関係を分析したと

ころ、冪乗則に従うことを見出した。すなわち、強度を

s、次数を k とすると、s(k) ～ kβの関係がある（βは係

数）。

　次数を分析したところ、貿易相手国の多い国は、貿易

相手国の少ない国と結び付く関係があり、クラスタ性（3

つ以上の国が相互に結び付く関係）は小さかった。しか

し、強度（バーチャルウォーター貿易量）を分析すると、

この構造が逆転することが分かった。このことは世界の

階層構造、つまり、多くの水を貿易する国は多くの水を

貿易する国とつながりやすく、クラスタ性が高いことを

示している。このことは特に方向性ありの場合、つまり

輸入と輸出を区別したときに顕著であった。

　一連の分析の結果、世界のネットワーク構造を形成す

る決定的な役割を果たす国が明らかになった。この研究

は次節で紹介する、地球温暖化に対して貿易ネットワー

クを最適化することを目的とした、世界のバーチャル

ウォーター貿易のモデルの開発のために必要な枠組みを

提供した。

2．8．6  バーチャルウォーター貿易のネットワークのモ

デル化と将来シナリオ分析

　本節では、Suweis et al.（2011）9）にまとめられた 2 つ

目の共同研究の成果について述べる。

　食料生産への影響があるという点において、周期的あ

るいは一過性の水不足は世界の重大な問題である。この

問題の大局的な特徴はバーチャルウォーター貿易に反映

されると考えられる。筆者らはまず、前節で示した主要

農畜産物に関する国家間のバーチャルウォーター貿易の

ネットワークの分析を踏まえ、各国の GDP と農地への

年降水量のみを説明変数とするネットワークを構築する

モデル（Fitness model）を開発した。このモデルにより、

ネットワークのトポロジー（ノードとリンクの構造）お

よび重みづけされたリンク（バーチャルウォーター貿易

量）が再現できた（図2-8-2）。このモデルによって、バー

チャルウォーター貿易のグローバルな結び付きを捉え、

定量的に記述することができる。また、ネットワーク構

造とバーチャルウォーター再配分において、少数の国が

中心的な役悪を演じることを明らかにできる。

　最後に、筆者らは将来の政治・経済・気候的シナリオ

における、ネットワーク構造の予測の例を示した。この

結果によると、大量のバーチャルウォーターを貿易する

国への依存度がますます増大することが示唆された。

2．8．7　バーチャルウォーター貿易の時間変化

　本節では、Dalin et al.（2012）10）にまとめられた 3 つ

図 2-8-1  バーチャルウォーター貿易をノードとリンク
として表したもの（Konar et al., 20118）, Fig 2
より）

図 2-8-2  次数（k）の累積分布関数。点は現実のネッ
トワーク、赤線は Fitness model。（Suweis et 
al.（2011）9）, Fig2 より抜粋。）
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目の共同研究の成果について述べる。

　世界の淡水資源利用は、経済成長、人口増加と気候

変化により、増大の圧力下にある。筆者らは FAOSTAT

から得られた各年の貿易量と H08 でモデル推計して得

られた各年のバーチャルウォーター原単位を利用して、

1986 ～ 2007 年の各年のバーチャルウォーター貿易ネッ

トワークを構築した。筆者らは 1986 ～ 2007 年のネッ

トワークの発展を分析し、実際に起こった貿易政策・社

会経済状況・農業効率化と関連付けた。この結果、世界

の農畜産物貿易のリンク数とバーチャルウォーター貿

易量は 22 年で 2 倍に増加したことが示された。ネット

ワークには 22 年にわたって継続的・組織的に特徴が維

持さているものもあるが、地域や国のバーチャルウォー

ター貿易のパターンは大きく変化した。例えば、アジア

はバーチャルウォーター輸入量が 170 ％も増加し、北

米から南米へと主要な相手国が変化した。中国のバー

チャルウォーター輸入の増加は 2000 年の国内政策の変

更による大豆輸入の増加に関連付けられた。重要なこと

に、この変化は世界の大豆市場において、バーチャル

ウォーター節水の概念により、世界全体を節水に向かわ

せた。しかし、この変化はブラジルの大豆生産に依存す

るため、アマゾンの森林伐採に間接的に貢献することに

なる。筆者らは国際食料貿易が世界の水資源の節約につ

ながっていることを見出した。世界全体の水利用という

観点において、効率改善が行われていることが示唆され

た。

2．8．8  水源に着目したバーチャルウォーター貿易の時

間変化

　本節では、Konar et al.（2012）11）にまとめられた 4 つ

目の共同研究の成果について述べる。

　世界の食料安全保障は食料品の貿易により大きく依存

しつつある。農業生産に必要な水資源は圧倒的に降水を

起源とするもの（グリーンウォーター）だが、灌漑を起

源とするもの（ブルーウォーター）も重要な役割を果た

している。これらの異なる水源は明瞭に異なる機会費用

を持っており、水源別のバーチャルウォーター貿易の時

間変化も考慮していく必要がある。1986 年には世界で

42 × 109 m3 のブルーウォーターと、310 × 109 m3 のグ

リーンウォーターが 1986 年に貿易されていたが、2008

年にはそれぞれ 78 × 109 m3 と 594 × 109 m3 になったと

推定された。グリーンウォーターの主要な輸出国はアメ

リカ、アルゼンチン、ブラジルの 3 つの国である。分析

の結果、1 つの国が輸出相手国を増やすにつれ、より多

くのブルーウォーターが輸出されるようになる傾向があ

るものの、輸入相手国が増えても特定の水源の輸入が増

えるわけではないことが分かった。貿易相手国が増える

につれて、ある国が輸入するバーチャルウォーターの量

は時間とともに減少しているが、大豆の貿易は例外で増

えている。バーチャルウォーター節水について検討し

たところ、ブルーウォーターとグリーンウォーターの

ネットワークはともに効率的であることが分かった。つ

まり、1984 年にはそれぞれ 52 × 109 m3 および 39 × 109 

m3 が、 2008 年には 119 × 109 m3 および 105 × 109 m3 が

節約された。重要なことに、水利用が効率的になるよう

に農畜産物貿易が活性化しているため、時間とともに節

約量が上がっている。

2．8．9　まとめと今後の課題

　複雑ネットワーク理論を用いた研究を展開した。従来

の研究において、バーチャルウォーター貿易は各国の水

資源の多少と常に結び付けられていたが、ネットワーク

を数学的に捉える事により、新たな視点から、客観的に

分析を進めることができた。これは世界で初めての試み

であり、著名な雑誌に 4 編の論文を掲載することもでき

た。ただし、これまでに実施した分析は極度に抽象的で

あり、今の段階では現実世界における解釈や政策的含意

を得にくい。この新しい分析手法と、既存の水資源分析

を高度に融合し、政策支援に資する情報を提供すべく、

研究を続けていくことが必要である。

　参　考　文　献

1）	 Hanasaki, N., Inuzuka T., Kanae S. and Oki T. (2010) 

An estimation of global virtual water flow and sourc-

es of water withdrawal for major crops and livestock 

products using a global hydrological model, J. Hy-

drol. Vol. 384, 232-244.

2）	 Allan, J.A. (1993) Fortunately there are substitutes 

for water: otherwise our hydropolitical futures would 

be impossible In Priorities for water resources alloca-

tion and management London, UK: Overseas Devel-

opment Administration, 13-26.

3）	 Oki, T. and Kanae S. (2004) Virtual water trade and 



─ 68 ─ ─ 69 ─

world water resources, Water Sci. Technol. Vol. 49, 

203-209.

4）	 Hoekstra, A.Y. and Hung P.Q. (2005) Globalisation 

of water resources: international virtual water flows 

in relation to crop trade, Global Environ. Chang. Vol. 

15, 45-56.

5）	 Chapagain, A.K., Hoekstra A.Y. and Savenije H.H.G. 

(2006) Water saving through international trade of 

agricultural products, Hydrol. Earth Syst. Sci. Vol. 

10, 455-468.

6）	 増田直紀，今野紀雄（2006）「複雑ネットワーク」

とは何か，講談社ブルーバックス

7）	 増田直紀（2007）私たちはどうつながっているのか，

中公新書

8）	 Konar, M., Dalin C., Suweis S., Hanasaki N., Rinaldo 

A. and Rodriguez-Iturbe I. (2011) Water for food: The 

global virtual water trade network, Water Resour. 

Res. Vol. 47, W05520.

9）	 Suweis, S., Konar M., Dalin C., Hanasaki N., Rinaldo 

A. and Rodriguez-Iturbe I. (2011) Structure and 

controls of the global virtual water trade network, 

Geophys. Res. Lett. Vol. 38, L10403.

10）	 Dalin, C., Konar M., Hanasaki N., Rinaldo A. and 

Rodriguez-Iturbe I. (2012) Evolution of the global 

virtual water trade network, P. Natl. Acad. Sci. USA, 

Vol. 109, 5989-5994.

11） Konar, M., Dalin C., Hanasaki N., Rinaldo A. and 

Rodríguez-Iturbe I. (2012) Temporal dynamics of 

blue and green virtual water trade networks, Water 

Resour. Res, Vol.48, W07509.



─ 70 ─ ─ 71 ─

2．9．1　経済学による水資源管理へのアプローチ

　本節では、分野横断的な水資源管理に対する取り組み

の 1 つとして、経済学の立場から渇水時の水資源配分の

あり方について分析した成果をまとめる。我が国では、

水需要に対して十分な供給がされるように水資源開発が

進められてきた結果、普段生活している中で水が「資源」

であることを実感することは少ない。しかし、いったん

渇水が起これば、利用者間で競合が起こることとなり、

水が限られた資源であることが実感できるであろう。経

済学では、「限りある資源を誰がどれだけ使うか」とい

う資源配分の問題が根本的な関心事の一つであり、効率

的な資源配分を達成する方法として、市場メカニズムを

通じた配分方法が提案されている。本節では、現行制度

下のように、市場メカニズムに基づかない渇水時の水資

源配分の問題点を明らかにし、その社会的費用を定量的

に評価する。

2．9．2　研究の背景と目的

2．9．2．1 現行の水資源配分の課題―利水者間の渇水リ

スク格差

　水資源は、水利権に基づいて利水者間で利用量が配分

されている。この配分は、主に歴史的経緯によって決

まってきたものである。このため、水の需要が増大する

と、利水者間で水利権を再配分するのではなく、水資源

を新たに開発することで新しい水利権を創出する形で対

応してきた。

　したがって、平常時においては、利水者は必要に応じ

て水を利用することができ、そのことで他者の水の利用

を制限することにはならない。水を利用するための費用

は、水道料金や水利費といった形で負担されているが、

他の利水者との調整のための追加的な費用は発生しない

と言ってよい。

　ただし、いったん渇水が発生すると、十分な水を利用

できない者が現れ、利水者間で競合が起こることとな

り、利水者間でどのように配分するかが問題となる。現

在の日本では、利水者間で「水融通」が行われ、誰がど

れだけの水を使うかが調整されている。水利用を増加さ

せることで社会的便益をより大きく増加させる用途に水

資源を配分すること、すなわち限界便益に応じた水資源

の配分が、水利用の総便益を最大にするためには重要な

条件となる。しかし実際には、現在の水融通は、複雑な

利権関係や歴史的経緯に基づいて行われており、限界便

益に応じた水資源配分が実現されているわけではない。

また、水利権は一度手放すと再度手に入れることが難し

く、必要性の低い水利権を所有し続ける動機となってい

る。こうしたことが原因となって、渇水リスクには、地

域間、利水者間で格差が存在しているのが現状である。

2．9．2．2　市場取引による効率的な水資源配分の達成

　限界便益に応じた水資源配分の達成を助ける手段とし

て、水の市場取引（水取引）が世界的に注目されている。

水取引とは、水資源に利用権 20 を設定して価格をつけ、

利水者が必要に応じて水資源を購入・売却できるという

制度であり、広く知られている例としてカリフォルニア

渇水銀行によるプログラムがある21。渇水時に水資源を市

場取引できるようにすれば、限界便益の高い者は、限界

便益の低い者から利用権を購入することで、多くの水資

源を利用できるようになる。なぜなら、限界便益の高い

者、すなわち、水の利用を増やした場合により大きな便

益を生み出すことのできる者は、利用権に対して高い支

払意志額を持ち、限界便益の低い者は低い支払意志額し

か持たない。このため限界便益が低い者は、自分の支払

意志額より利用権価格が高ければそれを売ろうとし、限

界便益が高い者は、利用権価格が支払意志額より低い限

り、それを購入して水を利用しようとするからである。

逆に、限界便益の低い者からすれば、水資源を利用しな

いことによって便益（生産の利益）を失うが、権利を売

ることによって受け取る対価がそれを上回れば、このよ

うな取引は、限界便益の低い者にもメリットがある。こ

のようにして、利水者間で取引を行った結果、限界便益

20 利用権には、現在の取水権のようにストックについて設
定するもの（恒久的な利用権）だけではなく、フローに
ついて設定するもの（一時的な利用権）の 2 種類が考え
られる。ただし、恒久的な利用権を市場取引するには、
権利関係の整理と大規模な法改正が必要となることから、
現実的ではない。実際に、カリフォルニア渇水銀行で取
引される利用権は、新たに設定された一時的な利用権で
ある。

21 ただし、カリフォルニア渇水銀行による水市場は自由な
市場ではなく、効率的な水資源配分が保証されるもので
はないことが、遠藤（2007）1）で指摘されている。

2．9　水取引制度導入の有効性の評価に関する研究
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の高い利水者に多くの水資源が配分され、限界便益の低

い利水者には少ない水資源が配分されることとなる。つ

まり、水取引を通じて、限界便益に応じた水資源配分が

実現され、社会全体としての渇水による損失を小さくす

ることが期待できる。

2．9．2．3 渇水リスク格差の存在による社会的費用の定

量的評価

　利用者間で水資源の利用が限られていることで、限界

便益の高い者が水を利用できず、水利用が非効率になっ

てしまう。そこで、日本においても、渇水時の効率的な

水資源配分を通じた水利用の安定性の確保や、未使用淡

水資源の有効利用といった観点から、水取引制度に目が

向けられ始めている。しかし、非効率な水利用によって

失われる便益（以下では、社会的費用と呼ぶ）に関する

研究は進んでおらず、制度に関する議論をするための情

報は依然として乏しい。

　こうした背景から、本節では、渇水リスク格差が存在

することによる社会的費用を定量的に評価することを目

的とした分析を行う。渇水時に水取引を行うことで、農

業用水・都市用水の用途間でどのような水資源配分が達

成されるか、それによる経済への影響を、シミュレー

ション分析を行うことで明らかにし、用途ごとに水利用

が限られていることの社会的費用を定量的に評価する。

想定する渇水は、数年間（3 ～ 5 年間）にわたる連続的

な渇水とする。渇水は流域スケールで起こるが、たとえ

ば農作物の収量に影響が出た場合、その影響は農業部門

のみではなく、域内・周辺地域の飲食料品部門や家庭部

門にも広く波及すると考えられる。そこで本節では、日

本を 9 地域に分割した多地域応用一般均衡モデルを開発

し、関東で渇水が起こった場合の域内の影響と、周辺地

域への波及的影響を分析することとする。

2．9．3　効率的な水資源配分に関する先行研究

2．9．3．1　日本の水資源利用による限界便益

　日本を対象とした用途間の水資源配分に関する定量分

析を行った研究として、福石（2010）2）が挙げられる。

福石（2010）2）では、産業連関線形計画法によって部門

別の水資源利用による GDP への限界的な寄与が計算さ

れており、農業部門よりも製造業部門の方が水利用によ

る GDP 増加への貢献度が高いという結果が得られてい

る。しかし、水取引によって限界便益に応じた水資源を

配分した場合については言及されていない。また、計算

されているのは全国の平均的な値であるが、気候変動に

よる影響を踏まえるのであれば、降雨の変化などの影響

は日本全国で均一ではない上、地域間で産業構造や水資

源への依存度は大きく異なる。したがって、水資源が制

約された場合の経済的影響を地域ごとに見ておく必要が

ある。

2．9．3．2 応用一般均衡モデルを用いた水資源問題の経

済的評価に関する研究

　応用一般均衡モデルを用いて水資源配分問題の経済的

評価を行った先行研究は海外で多く行われており、水資

源と貿易の関わりを分析したものと、水逼迫度の高い国

を対象に、国内でどのように水資源をマネジメントする

のかを分析したものに分けられる。

　Diao and Roe（2003）3）では、モロッコを対象として、

農作物貿易の自由化と水資源の再配分について動学的応

用一般均衡モデルで分析を行っている。農作物の関税が

撤廃されることで国内の農業部門は縮小するが、同時に

水資源市場を創設することで、水資源の効率的な利用

を達成することができるとともに、農家が貿易自由化

による損失を補填することが可能であるとされている。

Berrittella et al.（2007）4）では、世界を対象とした応用

一般均衡モデル（GTAP-W）を用いて、農業部門の水資

源量が減少した場合に経済（貿易・GDP・厚生）にど

のような影響が出るのかを定量的に把握している。水資

源制約をうける地域での農作物の生産が減少する一方、

制約を受けない地域での生産は増加するという結果を示

している。また、水資源制約に直面する地域の経済厚生

が悪化するケースが多く、水が部門間で移動できない場

合には、影響がより深刻に出るという結果を示してい

る。Calzadilla et al.（2010）5）では、GTAP-W を用いて、

農業部門で利用される水の供給源（Blue water と Green 

water22）を区別して扱い、2025 年における農業部門での

水利用形態の違いによる経済への影響を評価しており、

経済と環境の持続性の間にトレードオフ関係があること

を明らかにしている。

　国内の水資源配分や、水資源配分による所得配分へ

22 Blue water とは、降雨のうち河川、湖沼、貯水池、地下水
層に留まるものを指し、この一部が灌漑に利用されてい
る。Green water とは、降雨のうち蒸発と蒸散で大気中へ
戻るものを指し、森林や天水作物への供給源となってい
る。
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の影響を評価した先行研究も多数存在する。Letsoalo et 

al.（2007）6）では、南アフリカにおいて、灌漑農業部門、

資源採掘部門、林業部門での水資源利用に対して水利用

税を徴収することで、三重の配当23 が得られるかどうか

を、応用一般均衡モデルで評価している。Van Heerden 

et al.（2008）7）でも南アフリカの部門間ごとの水利用税

と所得分配の関係が明らかにされている。Hassan and 

Thurlow（2011）8）でも、同じく南アフリカにおける水

資源マネジメントを対象とされており、農業部門内での

水資源の配分や都市部の製造業部門と農村部の水資源配

分について論じられている。Cakmak et al.（2008）9）で

は、多地域応用一般均衡モデルを用いて、食料価格の世

界的高騰や気候変動による外生的なショックがあった場

合に、トルコの農業部門と非農業部門にどのような影響

があるかを、水資源の配分を含めて分析されている。

　以上の先行研究の中では、世界と日本国内という対象

の違いや、農業部門分類の細かさという違いはあるも

のの、特定地域での水資源制約による地域間取引（貿

易）を通じた経済的影響を分析しているという点では、

Barrittella et al.（2007）4）が本節に最も近い立場にある。

また、産業部門別の水の限界便益の評価に関しては、福

石（2010）2）が参考となる。

2．9．4　定量評価分析に使用するモデルとシミュレー

ションシナリオ

2．9．4．1　モデルとデータ

　分析に使用するモデルは、多地域応用一般均衡モデル

である。応用一般均衡モデルとは、経済学分野における

一般均衡理論に基づいて構築される経済モデルの 1 つで

ある。応用一般均衡モデルでは、外生ショックがある市

場だけでなく、他の複数の市場との相互作用まで含めた

分析を行うことができるため、貿易自由化や、温暖化対

策制度の導入の議論において広く使用されているツール

である。

　本節で使用するモデルは日本を北海道、東北、関東、

中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄の 9 地域に分割し

ており、9 地域それぞれに 34 生産部門（34 種類の財を

生産する34の代表的企業）と1つの代表的家計が存在し、

23 ここでいう「三重の配当」とは、水資源マネジメント料
金を課して水資源の配分を効率的にし、かつ収入をうま
く還流することで（1）水資源の節約（2）経済成長の加速（3）
衡平な所得分配に資することができるという意味で使用
されている。

それぞれ生産活動、消費活動を行うことが想定されてい

る。9 地域の間では財・サービスの取引が行われる（図

2-9-1、表 2-9-1）。

　本モデルでは市場水と非市場水を分けて考えている。

（図 2-9-2）市場水とは、水道事業部門（上水道・工業

用水道）を通して供給される水を指しており、価格（水

道料金）を支払うことで使用することができる。市場水

の利用者は、家庭部門、製造業部門、サービス産業部門

である。非市場水とは、表流水・伏流水、井戸水など直

接取水される淡水を指しており、価格はついていない 24。

非市場水の利用者は、農林水産部門、製造業部門、公益

事業部門（電力・ガス・熱供給）、公務部門である25。な

お、本節における非市場水は、新たに取水される水のみ

を対象とし、製造業部門における回収水、および水力発

電に使用される水は除外している。モデルでは、市場

水・非市場水を、各部門の生産のために投入される財と

して扱っている。水道事業部門が供給する市場水は、図

2-9-3 における中間財として投入される。一方、非市場

水は、多段入れ子型の生産関数の最上段で、他の合成中

間投入財および生産要素の合成財と比例的に投入される

24 現実には水利権があり、非市場水の利用についても価格
が発生しているが、本節では従来の水利権に相当する費
用負担については資本の一部として取り扱うこととして
いる。

25 家庭部門においても、東北や九州の一部の県を中心とし
て非市場水の利用が認められる。しかし、我が国の水道
普及率（給水人口／総人口）は 2005 年時点で 97.2 ％に上
ることから（厚生労働省健康局水道課調べ）、本節では対
象としないこととする。

図 2-9-1　モデルの全体構造
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関係を想定している。

　現実に渇水時に節水する場合には、水を利用しないこ

とによって失われる利益、すなわち、節水による機会費

用が発生しているが、本モデルは、この機会費用を水資

源制約のシャドウ・プライスとして明示的に扱うことが

できるメカニズムを持っている。このメカニズムによ

り、2.9.2.2 で述べた水取引をモデルで扱うことができ

る。詳細については岡川と増井（2012）10）を参照された

い。

　本モデルで使用している経済データは、『平成 17 年地

域間産業連関表 11）』である。関東地域 26 の GDP は全国の

44 ％を占め、次いで近畿、中部が大きな経済規模を持

つ地域となっている。関東・中部・近畿は農林水産業部

門の締める割合が他の地域よりも低い。

　各地域・各部門の取水量データについては、製造業部

門については『工業統計調査 12）』を使用した。農業部門・

発電・水道・公務部門における取水量（非市場水投入量）

については『日本の水資源 27』に掲載されている国土交通

26 関東地域に含まれる都道府県は、茨城、栃木、群馬、埼
玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡であ
る。

27 平成 19 年度版 13）、平成 20 年度版 14）、平成 21 年度版 15）、
平成 22 年度版 16）の各版より、2005 年に関する該当デー
タを収集した。ただし、発電事業、ガス供給、熱供給部
門の非市場水使用量については、2003 年の値を参照して
いる。

省水資源部による推定量を使用した。

　主要部門の粗生産額あたりの取水原単位（m3 ／百万

円）を表 2-9-2 に示す。同一部門であっても、地域に

よって取水原単位は大きく異なる。これは、各部門を構

成する基本部門の違いや、各基本部門が保有する技術の

違いに起因する。例えば農林水産部門について見ると、

東北と中部の値が他の地域に比べてかなり大きい。この

違いをもたらしている最も大きな要因は作付けの違いで

あり、東北や中部などの水田の割合が高い地域では取水

原単位の値が大きくなる。また、灌漑効率の違いといっ

た要因も考えられる。製造業部門における原単位の違い

の要因としては、部門分類の粗さ、すなわち同じ部門に

分類されてもその構成が地域によって異なることと、回

表 2-9-1　財・産業区分と水利用

図 2-9-2　市場水と非市場水
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収水利用などの生産設備の違いが挙げられる。

2．9．4．2 定量評価分析のためのシミュレーションシナ

リオの設定

　本節では、基準ケースを平常時、すなわち水資源の供

給が需要を上回っている状態とする。この基準ケースに

対して、渇水が起こった場合に、水取引によって水資源

利用の限界便益の大きい利用者が、一時的な水資源利用

のための費用（利用権価格）を負担し、限界便益の低い

利用権の所有者から利用権を購入することによって水資

源を利用することを想定した以下 2 つのシナリオについ

てシミュレーション分析を行う。渇水発生を想定する地

域は、経済規模が大きく、周辺地域に対して大きな影響

力を持つ関東とする。

（1）部門別取引ケース

　関東で渇水が発生し、5 ％の取水制限を行うものとす

る。取水制限は、農林水産業、製造業、電力・ガス・熱

供給・公務（公益部門）、水道・廃棄物の用途ごとに行う。

取水制限は、平常時の取水量の 95 ％分の取水権を用途

ごとに発行することで行う。発行された取水権は取引可

図 2-9-3　生産構造

表 2-9-2　地域別部門別取水原単位（m2/ 百万円）
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能であり、用途ごとにオークション形式で初期配布され

るものとする。

（2）全部門取引ケース

　関東で渇水が発生し、全ての用途に対して 5 ％の取水

制限を行う。取水制限は、（1）部門別取引ケースと同様

の方法で行うが、部門を超えた取水権の取引が認められ

る。

　現在の取水制限は、上水、工業用水、農業用水といっ

た用途（部門）ごとに節水率を設定する形で行われるこ

とが多いため、（1）のように部門ごとに水資源を融通す

ることを想定したシナリオを設定する。（1）では、各部

門内では、水取引によって取水の限界便益が均等になる

ように水資源が配分される。しかし、部門ごとに取引市

場が分断されていることから、4 つの部門間の取水権の

価格は異なり、取水の限界便益は異なる結果となる。そ

れに対して、（2）では、全部門の合計取水量に対して取

水上限が設定され、4 つの部門の間で水取引が行われる

ことから、取水による限界便益は均等化される。

　（1）と（2）を比較することで、部門を超えた水融通

によって、渇水による被害がどの程度緩和されるのか、

逆に言えば、部門間で水融通が制限されていることの費

用を評価することができる。また、水取引における潜在

的な売り手と買い手を特定することができる。

2．9．5　シミュレーションの結果

2．9．5．1　部門別取引ケース

　部門別取引ケースでは、部門をこえた水取引が認めら

れないため、4 つの部門で異なる水資源価格（利用権価

格）がつく。部門別の利用権価格は、農林水産業部門で

18.8 円／ m3、製造業部門で 848.6 円／ m3、水道部門で

2282.4 円／ m3、公益部門で 79.0 円／ m3 となった。（表

2-9-3）この値はそれぞれの部門における非市場取水 5 ％

削減による限界便益を表しており、限界便益の部門間格

差の存在を示していると言える。

　図 2-9-4（1）によると、取水制限に直面した関東

地方の地域の付加価値の合計28 減少幅が一番大きく、約

0.02 ％減少する。財の取引を通じて、関東地域以外も影

響を受ける。とくに東北・北海道・中部への影響は他の

地域に比べて大きい。また、図 2-9-5（1）から、関東

の GDP 低下の要因は、消費の減少であることがわかる。

28 地域 GDP は「GDP ＝消費＋投資＋移出－移入＋輸出－
輸入」と定義される。

　部門別生産量を見ると、関東地域の農林水産業の生産

量は 5 ％減少している（図 2-9-6）。これは他の部門と

の水取引を認めておらず、非市場水の取水量が生産量に

比例しているという生産技術構造の仮定によるものであ

る。また、製造業部門は全体として生産を縮小する結果

となった。これは、部門別取引ケースでは、関東地域の

製造業部門のみで非市場取水量を 5 ％削減しなければな

らないことによる。繊維、紙パルプ部門といった取水原

単位の大きい部門を中心に生産量が減少しているが、必

ずしも原単位の大きい順に影響を受けるわけではない。

例えば、表 2-9-1 によると窯業・土石は鉄鋼より取水原

単位が大きいが、鉄鋼の方が生産量の減少幅が大きい。

この影響の違いは、他の地域との競争の度合いが部門別

に異なることが一因となっている。

　周辺地域の部門別生産量への影響（図 2-9-7）を見る

と、関東域内とは逆に、農林水産業や水資源集約的な製

造業部門の生産量が増加しており、関東の渇水による生

産の落ち込みが、周辺地域での生産増加によってカバー

されていることがわかる。また、このことから、周辺地

域での水資源利用量が増加していることが示唆される。

2．9．5．2　全部門取引ケース

　全部門取引ケースでは部門を越えた水取引を行うこと

から、全部門で同じ取水権価格（35.0円／m3）となる。（表

2-9-2）どの部門も水資源を 1 m3 使用することで、35

円の限界便益が得られるということを意味しており、渇

水リスクが部門間で均等化されていると言える。（1）部

門別取引ケースの取水権価格と比べると、35.0 円／ m3

よりも低い価格がついているのは、農林水産業のみであ

る。このことから、全部門で取引を行うケースでは、農

林水産業が水資源の売り手、それ以外の部門が買い手と

なっていることがわかる。また、関東地域の GDP の減

少率は約 0.005 ％となり、（1）部門別取引ケースよりも

表 2-9-3　利用権価格（円／ m3）

注）基準ケースでは水資源供給が需要を上回るとしているこ
とから、どの部門にも水資源価格は発生しない。
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影響が小さくなった。（図 2-9-4（2））

　関東地域の農林水産部門の生産量は 8 ％減少している

（図 2-9-6）。このことは、農林水産部門の水利用量も同

時に 8 ％減少していることを意味するが、全体としての

取水制限は－ 5 ％であることから、農林水産業から他の

部門に対して 3 ％ポイントの水資源が融通されているこ

とがわかる。製造業への影響は、（1）部門別取引ケース

に比べて大幅に緩和されていると言える。ただし、飲食

料品部門は農作物を多く投入していることから、取水原

単位の大きさのわりに影響を強く受けているものと考え

られる。

2．9．5．3　シミュレーション結果のまとめ

　本節のシミュレーション分析の結果を以下にまとめ

る。第 1 に、部門ごとに水取引を認めないケース（1）

では、水資源の限界便益は部門間で大きく異なり、部門

ごとに渇水リスクの格差が存在することがわかった。と

くに農業部門と製造業部門の水資源の限界便益の差が大

きいと言え、農業部門は潜在的な水資源の売り手、他は

図 2-9-4  各地域の GDP への影響（基準ケースからの
変化率％）

図 2-9-5　地域 GDP 変化率（％）に対する寄与度

図 2-9-6  関東地域の部門別生産量への影響（基準ケー
スからの変化率％）

図 2-9-7  周辺地域の部門別生産量への影響（基準ケー
スからの変化率％）
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買い手であることがわかった。

　第 2 に、部門を越えた水取引を行うことで、渇水の経

済影響は全体として緩和されることが示された。部門ご

とに水市場が分断されているケース（1）では、農林水

産部門、製造業部門ともに生産量の減少が見られた。一

方で、部門間の水取引を認めるケース（2）では、農林

水産業から製造業へ水資源が融通されることで、全体の

影響が緩和される結果となった。

　第 3 に、渇水が起こった場合、非市場水取水原単位の

大きい部門を中心に影響を受けるが、必ずしも原単位の

大きい順に大きな影響を受けるわけではない。これは、

他の地域との競争の度合いが、部門ごとに異なるためで

ある。

　以上の結果を先行研究との比較によって評価する。福

石（2010）2）によると、日本の全国平均の部門別水シャ

ドウ・プライスは、農林水産業部門で低く、製造業部門

で高い結果となっている。これは本節の分析結果の傾向

と概ね一致するものである。

　Barrittella et al.（2007）4）では、ある地域で水資源制

約が課せられると、別の地域での水の利用量が増加する

という結論が出されており、本節の分析結果は整合する

ものである。制約のかかった地域の GDP は減少し、水

が部門間で移動できない場合には、影響が深刻に出ると

いう点でも一致している。また、農業部門における水利

用の限界便益が他の部門に比べて小さいという結果も一

致するものである。

2．9．6　結論

　本節では、数年単位で起こる連続的な渇水を想定し、

水資源を限界便益に応じて配分した場合の経済的影響

を、多地域応用一般均衡モデルを用いて分析し、部門ご

とに水利用が限られていることの費用、すなわち、非効

率な水利用によって失われる便益（付加価値合計）を評

価した。分析結果に基づけば、部門間での水利用の限界

便益は大きく異なることから、渇水時に水資源に価格を

つけて部門間で取引を行うことにより、全体としての経

済的影響は緩和される。関東地域で 5 ％の取水制限を行

う際に、部門間で水が融通されないことの社会的費用

は、関東地域の地域 GDP で見ると、0.015 ％ポイント

となった。これは、約 32 億円に相当する額である。

　将来温暖化が進み、渇水が頻発するようになれば、部

門間で水をスムーズに融通し、各地域・各部門の限界便

益の格差をなくして社会的費用を最小にするニーズが高

まっていくと考えられる。水資源の利用について、歴史

的経緯や食料や貿易といった他の政策との整合性と併せ

て、効率性に配慮した制度設計が求められる。

2．9．7　今後の課題

　本節の分析を進めていく過程で、水資源問題、とくに

渇水を応用一般均衡モデルの枠組みでとらえることに

は、乗り越えなければならない課題があることが明らか

となった。この分野の将来的な発展に向けて、今後の課

題を明らかにしたことも本プロジェクトの重要な成果で

あると考えられることから、以下に整理しておく。

　第 1 に、時間スケールの問題である。本節の計算結果

は、年間を通した慢性的な渇水の影響であると言える。

しかし実際には、水資源の需給には季節性があるため、

渇水は断続的に起こると考えられる。つまり、年間取

水量に対する不足量は同じであっても、1 ヶ月間断水が

続く場合と、1 年を通して慢性的に不足しているのとで

は、経済的影響は異なるということであり、とくに農作

物は成長時期に水供給がないことが収量に大きな影響を

与えるであろう。このように日単位・月単位の渇水の影

響を、年単位の時間スケールを持つ経済データとモデル

でどのように評価するかは今後の大きな課題である。

　また、第 2 の課題は、対象とする地域スケールの問題

である。渇水は河川の流域単位の問題であるのに対し、

応用一般均衡モデルで使用する経済データは県別、地

方別、国別といった区分でしか手に入れることができな

い。今後は、以上のような問題点を解決する手法を開発

するとともに、異なったアプローチによる評価も併せて

行っていく必要がある。

＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「多地域応用一般均衡モデルを用いた渇水時の水資源

配分の経済的評価」（上智経済論集第 57 巻第一・二号合

併号（pp55-75））10）に基づいた内容である。上智経済論

集編集委員会の了承を得た上で、論文中の一部の計算結

果を抜粋して使用している。
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2．10．1　黄河流域における水資源の開発利用

　今日、黄河流域における水資源の開発利用をめぐる問

題は次のように認識されている1）。最近数十年における

大規模な水利事業の推進にもかかわらず、水資源が不足

している。1980 年代以降、渇水期の持続による流量の

減少が著しい。利用できる地表水が少ないため、平原地

区における大規模な地下水の汲み上げが行われている。

このため、広域にわたり地下水位の大幅な低下が発生し

ている。また、水資源の不足している乾燥・半乾燥地域

における水資源需給の矛盾（水資源が必要であるのに使

える水資源が存在しない）は深刻化している。国土の

52 ％において、汲み上げ過剰の状態にあり、涵養が進

みにくく滞留時間が 1 万年前後に及ぶ化石水のような深

層地下水が利用されている。さらに、急速に発展する都

市と工業が、生態環境用水と農業用水を圧迫している。

工業用水と農業用水におけるこうした緊張状態にもかか

わらず、水資源の浪費問題も深刻である。加えて、水質

も劣化している。

　黄河流域の 1 人あたり年間水資源量は約 580 t であり、

これは世界平均の6％、中国平均の24％である2）。一方、

流域の総水需要は人口増加、灌漑農地の発達、工業化、

都市化の進展に伴い増加し続けており、1980 年の 271

億 tに対し、近年では年間平均で300億 tを超えている3）。

　以上の背景より、流域全体にわたる地域ごとの水需給

構造を把握し、水資源の合理的かつ効率的な利用方法を

模索することが重要である4）。広大な黄河流域では、気

候・水文条件が地域によって大きく異なるため、継続的

なモニタリングと水循環の解明が進められている5）。ま

た、主産業である農業には灌漑が必須であり、農業にお

ける生産活動や水利用状況の変化が流域全体の水資源需

給バランスに大きな影響を与える4）。そのため、特定の

地域における生産活動や水利用の調査もさかんに行われ

ている6）。一方、流域全体を網羅する水資源需給バラン

スの把握や総合的な水資源管理を目的とした研究7）は少

なく、その分析に用いられたデータや資料の多くが一般

に入手困難であり、用いられた手法や作成されたモデル

の内部も不明な部分が多い2）。

　これらの状況を踏まえ大西ら（2006）4）は、黄河流域

全体の水資源需給の時空間構造を県級行政単位（省級行

政単位、地級行政単位の下の行政単位であり、面積的に

は日本の郡に相当する。）別・月別に表現し、上流から

下流への取水・耗水・還元といった一連の水循環を分析

するための枠組みを提示した。彼らのモデルにおいては

黄河流域に属する県級行政単位をボックスで表現し、そ

のそれぞれにおいて降水量・蒸発散量からもたらされる

水資源量と、生産・経済活動に伴う取水量および耗水量

を推計している。そこでは人口や GDP から推計された

産業構造・工業生産額、既存統計などによる作物別水需

要パターン・灌漑面積などが用いられている。次に、黄

河流域全体にわたって上流から下流へとすべてのボック

スを配置し、河道に沿ってそれらをリンクさせることで

上流から下流までのカスケード関係を構成している 8）。

また黄河における計算流量について、観測流量を用いて

検証し、ある程度の整合性を確認している。しかしここ

では、地表水と地下水の水資源量が手法上の制約から混

同されており、これらの現象を個別に再現するには至ら

なかった。

　一方、黄河流域における地下水資源の問題は、資源利

用の空間的分布のアンバランスと、その不合理な開発利

用方式である。Ichinose et al.（2009）9）は、黄河流域に

おける地下水位の挙動を数値シミュレーションで再現す

ることを目的として、具体のデータが公開されていない

地下水需要の空間分布を高解像度のグリッドベースで把

握することを試みた。この出力を用いて行われた 3 次元

地下水循環モデルによる数値シミュレーション10）を通

じ、この推計結果が現実に近い地下水利用実態を表現し

ているものであることが示された。この推計には、本来

地表面における人間活動としての水資源利用とはなんら

物理的関係を持たない地表面夜間光衛星画像11）や、統

計資料として公開されている県級行政単位別耕地面積な

どを参考に、「黄河水資源公報」などで省級行政単位別

に公開されている農業・工業・生活用の地下水取水量を

各県級行政単位やグリッド（約 1120 m 四方）に配分す

る手法を採っている。しかし、農業用取水量の季節依存

性は非常に大きいため、地下水の挙動を理解するために

も、単純な灌漑モデルを立てての季節変化の推計9）では

なく、正確な農事暦を反映した取水シナリオの把握が課

題として残っていた。また、それにより、地域ごとの地

2．10　黄河の水資源
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下水需要内訳を把握し、地表水との併用を念頭にした季

節別水資源融通方策を考えることも可能となる。

2．10．2　研究目的と解析手法

　以上により本研究では、大西ら（2006）4）の推計した

水資源需給構造と、Ichinose et al.（2009）9）の推計した

地下水利用構造とを地域別に直接比較することにより、

データが存在せず実態把握の困難であった地表水と地下

水それぞれの利用構造を描き出すことを試みる。本研究

の詳細については紙面の制約上、本研究の成果を発表

した一ノ瀬ら（2012）12）に譲るとして、ここではその概

要のみを紹介する。大西ら（2006）4）の対象年次は 1997

年、Ichinose et al.（2009）9）の対象年次は 1996 年である。

Ichinose et al.（2009）9）においては、グリッドで表現さ

れた工業用と生活用の地下水利用量を県級行政単位別に

集計したマップも提示しており、今回比較に用いられる

のはそのデータである。まず、黄河流域に大部分が含ま

れる 35 の地級行政単位（図 2-10-1；表 2-10-1）を抽

出し、立地の近接性と水資源需給構造の形態的類似性に

着目してそれらを 12 の小流域に分類した。なお、その

過程で共通する特徴が記述できるよう、数度にわたる試

行錯誤がなされているが、とりわけ地下水資源の使途に

注目し、地下水利用の季節変動性を重視している。

　Ichinose et al.（2009）9）では県級行政単位でこれらのデー

タが推計されている。しかし推計手法上の制約から、省

内の農業用地下水利用構造（季節間や作物間の分担比

率）が同じものとなっており、県級行政単位での地域比

較から得られる情報は利用量合計の絶対量の差のみであ

る。よって本研究では、このデータを地級行政単位へ

集計した上で解析を行なっている。次節では、Ichinose 

et al.（2009）9）による地下水利用構造と大西ら（2006）4）

の推計した水資源需給構造とを小流域別に比較した結果

を、上流から下流へと順に、地表水を含んだ水資源需要

と地下水利用とを、セクター（工業、生活、農業）別に

交互にならべたグラフの形で示す。大西ら（2006）4）の

データも県級行政単位別に推計が行われており、同様に

地級行政単位（省級行政単位の下の行政単位であり、面

積的には日本の県に相当する。）へと集計を行なってい

る。水資源需要と地下水利用との差が地表水利用に相当

するが、上述の 2 つの先行研究における推計精度の相違

から、水資源需要が地下水利用をわずかながら下回る

ケースも見られる。その場合も、水資源需要はほとんど

地下水利用によってまかなわれているものと解釈した。

また大西ら（2006）4）によれば、工業および生活での水

資源需要における季節変化は無視できるとされ、4 半期

ごと（季節別）に示した農業での水資源需要と比較でき

図 2-10-1 　黄河流域に大部分が含まれる 35 の地級行政単位の位置
 　地図の出典：Y. Masutomi, Y. Inui, K. Takahashi and Y. Matsuoka (2007) Hydrological Processes
 　図の中央付近に海に流出しない内流域が存在する。
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るよう、図中には年間値を 4 分の 1 にした値（4 半期分

に相当）を示した。

　地下水利用の季節変動性については、各小流域を代表

する地級行政単位における農業（季節変化は明瞭である）

でのピークの値と、農業以外（工業および生活の合計）

での 4 半期分の値を比較し、前者が大きいほうから小さ

いほうへ順に季節変動性を 5 段階（極めて大きい、大き

い、中程度、小さい、極めて小さい）にカテゴライズし

た。数値的な目安として、農業でのピークの値が農業以

外での 4 半期分の値に対し、10 ％程度かそれ以下を「極

めて小さい」、同程度から 2 倍までを「中程度」、4 倍以

上となる場合を「極めて大きい」としている。

2．10．3　黄河流域における水資源需給構造の分類

　結果（図 2-10-2 ～図 2-10-7 にサンプルを例示）は

表 2-10-1 のように整理される。一般に上流域では地表

水に依存し、農業での利用割合が低いため、地下水利用

の季節変動性は小さい。一方、中流域から下流域では地

下水への依存の度合いが高くなり、農業での利用割合が

高くなるため、地下水利用の季節変動性は大きくなる。

とりわけ、その傾向は黄土高原において顕著である。ま

た、最下流域では再び地表水に依存している。さらに、

地下水利用構造（農業と農業以外の量的な比率および季

節変動性）の類似性にもかかわらず、小流域の中でも地

表水を含めた水資源の需給構造（おもに地表水と地下水

の比率）に多様性が見られる地域がある。

　とりわけ中流域では、大河川へのアクセスの状況に応

じて多様性が顕著である。なお今回はおもに、絶対量の

多い農業における水資源利用量に着目して考察を行って

いるが、農業以外についても同様の考察が可能と思われ

る。しかし、絶対量が小さい上に共通する特徴の抽出が

困難であったため、主たる分析対象とはしていない。

2．10．4　まとめ

　中国の黄河流域において、大西ら（2006）4）の推計し

た水資源需給構造と、Ichinose et al.（2009）9）の推計し

た地下水利用構造とを地域別に直接比較することによ

り、データが存在せず実態把握の困難であった当該流

域における地表水の利用構造を描き出すことを試みた。

黄河流域に大部分が含まれる 35 の地級行政単位を抽出

し、立地の近接性と水資源需給構造の形態的類似性（共

通する特徴）に着目してそれらを 12 の小流域に分類し

た。一般に上流域では地表水に依存し、農業での利用割

合が低いため、地下水利用の季節変動性は小さい。一

表 2-10-1　小流域別水資源需給構造のまとめ
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図 2-10-2　黄河上流域（寧夏）における水資源需給構造

図 2-10-3　黄河中流域（内蒙古）における水資源需給構造

図 2-10-4　黄河下流域（河南）における水資源需給構造

図 2-10-5　黄河最下流域（山東）における水資源需給構造
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方、中流域から下流域では地下水への依存の度合いが高

くなり、農業での利用割合が高くなるため、地下水利用

の季節変動性は大きくなる。とりわけ、その傾向は黄土

高原において顕著である。また、最下流域では再び地表

水に依存している。さらに地下水利用構造の類似性にも

かかわらず、小流域の中でも地表水を含めた水資源の需

給構造に多様性が見られる地域がある。とりわけ中流域

では、大河川へのアクセスの状況に応じて多様性が顕著

である。

＊本節は、本研究プロジェクトの成果である研究論文

　「黄河全流域における水資源需給構造の分類　－地下

水と地表水のバランスに注目して－」（環境科学会誌　

掲載予定） 31）に基づいた内容である。環境科学会誌編集

委員会の了承を得た上で、論文中の一部の結果を抜粋し

て使用している。
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　従来、全球水資源評価は水文学者や水文気象学者に

よって実施されてきた。その中でも、コンピュータシ

ミュレーションを得意とする者によって担われてきた。

しかし、水利用と水問題は多様であり、さまざまな学問

的背景を持つ研究者が、それぞれの視点と手法を持ち込

んで分析するとともに、それらをつなぐ共通のプラット

フォームの整備が不可欠である。

　本研究では、社会科学を専門とする研究者が多数参加

し、全球水資源モデル H08 を基盤としつつ、それぞれ

の持つ視点と手法から、広域の水問題に挑んだ。こうし

た分野横断的な取り組みは、非常に稀な取り組みであ

る。この中から多数の研究成果が生まれ、24 編の誌上

発表（20 編が査読あり）と 32 編の口頭発表にまとめら

れた。

　本研究では外部プロジェクトとの連携も重視した。特

に、東京大学の沖大幹教授をリーダーとする科研課題

「世界の水資源の持続可能性評価のための統合型水循環

モデルの構築」と東京工業大学の鼎信次郎准教授をリー

ダーとする CREST 課題「世界の持続可能な水利用の長

期ビジョン作成」とは毎年夏に合同研究会を行い、高度

な研究交流を実施した。2011 年は環境科学会で「世界

で生じる水問題とその解決に向けた多様な研究アプロー

チ－社会科学からのアプローチ－」と「世界で生じる水

問題とその解決に向けた多様な研究アプローチ－最先端

の学際的モデリング－」の 2 つのシンポジウムを企画し、

実施した。ここでは 15 件の発表があり、広く聴衆を集

めることができた。

　3 年間のメンバーの活動は大変に活発であった。定例

会が 11 回、論文輪読会が 8 回行われ、メンバーはそれ

ぞれの視点と方法論や最新の論文に触れることができ

た。こうした活動を通し、所内構成員の相互理解と将来

の協力体制の基盤が形成されたのは大きな成果と言える

だろう。

　3 年間、限られたエフォート率で臨んだため、全ての

成果を全球水資源モデルあるいは全球水資源評価として

統合できたわけではない。しかし、今後取り組むべき方

針については、十分な整理ができたと考えられる。

2．11　まとめ
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Ⅰ　研究の組織と研究課題の構成

 1 　研究の組織

　［A　研究担当者］（現在の職員の現職，転出者は転出時の職）

　　　社会環境システム研究領域

　　　　　環境経済・政策研究室 日引　聡

  久保田　泉

  岡川　梓

　　　　　統合評価研究室 増井利彦

  肱岡靖明

  花崎直太

  金森有子

  藤森真一郎

  山本隆広＊

　　　　　交通・都市環境研究室 須賀伸介

　　　　　環境計画研究室 一ノ瀬俊明

　　　地球環境研究センター
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